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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
① 評価の充実に関する目標

自己点検・評価、外部評価を厳正に実施し、評価結果を公表し大学としての社会に対する説明責任を果たすとともに、第三者評価結果を大学運営の改善に役立中
てるよう努める。また、学内の評価組織のあり方を検討し、効果的な自己点検・評価が行われる制度を確立する。期
目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

【２３５】 Ⅲ ・ 大学評価室を中心に、各部局毎に「中期 ・ 引き続き、大学評価室を
1) 各部局毎に自己点検・評 目標・中期計画」及び「年度計画」の自己 中心に、各部局毎に「中期
価を定期的に実施するとと 点検・評価を実施した。 目標・中期計画」及び「年
もに、外部評価・第三者評 ・ 18年度に、教職員評価について、教職員 度計画」の自己点検・評価
価を積極的に受ける また 評価・人事制度検討部会において、試行評 を実施する。。 、
そのために効率的なシステ 価を実施した。 ・ 引き続き、教職員評価・
ムの整備を行う。 ・ 17年度から、工学部において、包括的な 人事制度検討部会を中心

外部評価システムとして「地域貢献諮問委 に、教員以外の職員につい
員会」による外部評価を実施した。 て、人事評価を実施する。
・ 21年度に認証評価を受審することが決定 ・ 引き続き 「地域貢献諮、
した。 問委員会」による外部評価
・ 第三者評価として、JABEEによる教育プ を実施する。
ログラムの審査、ISO14001取得のための環 ・ 20年度に病院機能評価、
境教育・研究・貢献活動に係る審査を受け JABEEの評価を受審する。
た。 ・ 21年度に認証評価を受審

する。
【２３５】 Ⅲ ・ 引き続き、下記の評価を実施した。
1) 各部局毎に自己点検・評価を定期 ア 自己点検評価として、大学評価室を中

、 「 」的に実施するとともに、外部評価・ 心に 各部局毎に 中期目標・中期計画
第三者評価を受ける。 及び「年度計画」の自己点検・評価を、

教職員評価・人事制度検討部会を中心
に、人事評価を実施した。
イ 外部評価として、 工学部の「地域貢
献諮問委員会」による評価を実施した。
ウ 第三者評価として、JABEEによる審査
(２専攻）並びにISO14001の継続審査を
受審した。

【２３６】 Ⅲ ・ 16年度から実施している学生の自主性を ・ 引き続き、学生主体の授
2) 平成１６年度から教育に 尊重した授業評価により、教員個々に対す 業評価を実施し、評価結果
関する授業評価を一層充実 る学生の意見を含む評価結果のフィード を確実に授業改善に反映さ
させ、授業方法改善研究部 バック、授業方法改善関連委員会などにお せる。
会の活動を積極的に推進 ける評価結果の組織的検証、評価結果に基 ・ 引き続きベストティー
し、評価結果が確実に授業 づく学生代表と教員による授業方法改善の チャー制度を実施し、FDの
の改善に反映するよう努め ための懇談会の実施や低評価を受けた科目 充実を図る。
る。 の改善計画の提出及び改善過程の検証など

を行い、評価結果を確実に授業改善に反映
させた。
・ 18年度に全学的なベストティーチャー表

群馬大学
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彰制度を導入し、被表彰者による公開授業
の実施並びに被表彰者に対する教育研究資
金の配分を行った。

【２３６】 Ⅲ ・ 教養教育科目
2) 教育に関する授業評価を一層充実 大学教育センターにおいて、外国語科目
させるため大学評価室や教育方法企 の授業評価を実施し、結果を担当教員に
画部会の活動を積極的に推進し、評 フィードバックするとともに、関連委員会
価結果が確実に授業の改善に反映す において検証を行い、授業改善を行った。
るよう努める。 実施科目数 214科目

アンケート実施枚数 6,227枚
・ 専門教育科目（大学院科目も含む）
16年度から引き続き、学生の自主性を尊
重した授業評価を実施し、評価結果を確実
に授業改善に反映させた。
実施科目数 1,307科目
アンケート実施枚数 31,333枚

・ ベストティーチャー賞
全学的なベストティーチャー表彰制度に
より、授業評価結果等に基づき選考した。
被表彰者による公開授業の実施並びに被表
彰者に対する教育研究資金の配分を行っ
た。

【２３７】 Ⅲ ・ 中期（年度）計画【174】の『平成16～ ・ 評価結果に基づく研究費
3) 平成１８年度～１９年度 18年度の実施状況概略』参照 等の全学的視点からの戦略
を目途に教育研究業績、社 的資源配分並びに給与・昇
会貢献活動等につき、各教 【２３７】 Ⅲ ・ 中期（年度）計画【174】の『平成19年 給制度への反映などを行
員についても適正な評価を 3) 教育、研究、社会貢献、管理運営 度の実施状況概略』参照 う。

、 。行う。 につき 全教員について評価を行う

【２３８】 Ⅲ ・ 民間企業、卒業生等に対するアンケート ・ 引き続き、自己点検評価
4) 各界各層の学外有識者等 の実施や学外有識者による外部評価を実施 に対し、各界各層の学外有
から多様な意見・指摘等を し、その結果を本学の運営改善に積極的に 識者等に意見を求め、積極
建設的に取り入れていくよ 反映させた。 的に改善に生かしていく。
う努める。

【２３８】 Ⅲ ・ 自己点検評価に対し、卒業生等が就労し
4) 自己点検評価に対し、各界各層の ている学校・企業等、卒業生等へのアン
学外有識者等に意見を求め、積極的 ケートを実施し、その結果を本学の運営改
に改善に生かす。 善に積極的に反映させた。

・ 工学部においては、自治体・産業界・教
育機関・報道機関から選出した委員から構
成する「地域貢献諮問委員会」において、
多様な意見等を建設的に取り入れた。

ウェイト小計

群馬大学
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業務運営・財務内容等の状況Ⅰ
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供
② 情報公開等の推進に関する目標

、 、中 本学における教育研究組織及び運営等に関する情報を積極的かつ効果的に学内外に発信し 広く双方向的情報機能を備えたシステムを開発し発展させるとともに
情報提供に当たっては、利用者の立場に立った分かりやすい内容及び方法について工夫する。期
目
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

【２３９】 Ⅲ ・ 本学の情報を積極的かつ適切に提供する ・ 引き続き、定期的（年２
）「 （ ）」1) 利用者の立場に立った分 ため、利用者の立場に立った分かりやすい 回 に GU'DAY グッディ

かりやすい大学情報を積極 情報誌「GU'DAY（グッディ 」を年２回発 を発刊し、大学情報を積極）
的かつ適切に提供するた 刊した。 的かつ適切に提供してい
め 新たな広報紙の発刊 年 く。、 （
２回）を検討する。 【２３９】 Ⅲ ・ 「GU'DAY（グッディ 」を年２回発刊し、）

1) 広報戦略室の下、大学情報を積極 大学情報を積極的かつ適切に提供した。
的かつ適切に提供するため、定期的
に広報紙を発行する。

【２４０】 Ⅲ ・ ホームページ上に情報公開案内を掲載し ・ 引き続き、組織的に情報、
2) 組織的に情報公開に対す 法人文書管理システムへのアクセスを可能 公開に対する意識の高揚を
る意識の高揚を図るととも とした。 図るとともに、積極的に情
に、積極的に情報公開に務 報公開に務めていく。
める。 【２４０】 Ⅲ ・ 引き続き、ホームページ上に情報公開案

2) 組織的に情報公開に対する意識の 内を掲載し、組織的に情報公開に対する意
高揚を図るとともに、積極的に情報 識の高揚を図るとともに、積極的に情報公
公開に務める。 開に務めた。

【２４１】 Ⅲ ・ 機関リポジトリを構築し、研究情報を公 ・ 引き続き、総合情報メ
3 ) ホームページ、電子 開した。 ディアセンターを中心に機
ジャーナル等、高度情報社 関リポジトリの登録コン
会に対応した情報発信・受 【２４１】 Ⅲ ・ 総合情報メディアセンターを中心に機関 テンツ並びに電子ジャーナ
信システムを、総合メディ 3) ホームページ 電子ジャーナル等 リポジトリの登録コンテンツ並びに電子 ルの拡充を図っていく。、 、
アセンター（仮称）等との 高度情報社会に対応した情報発信・ ジャーナルの拡充を図った。
連携・支援の下に拡大充実 受信システムを、総合情報メディア ・ 本システムに登録されているデータを基

、 。させていく。平成１６年度 センターを中心に拡充する。また、 に 教員評価の基礎データなどに利用した
から学内研究紀要等の電子 機関リポジトリへの学術論文や電子
化を推進し、学外からのア 化資料の登録を推進し、本学の学術
クセスを通じて、本学研究 研究情報を公開する。
情報を公開する。

、 、【２４２】 Ⅲ ・ 企業懇談会、企業人事担当者・高等学校 ・ 引き続き 企業懇談会
4) 平成１６年度から記者、 進路指導教員との懇談会、報道関係者との 企業人事担当者・高等学校
企業、地域住民懇談会を開 定期懇談会、地域貢献諮問委員会の開催を 進路指導教員との懇談会、
催し、一般市民、地域社会 定期的に行い、地域社会各層の声を的確に 教育実習校の担当教員との
各層の声を的確に反映させ 反映させた。 運営委員会、報道関係者と
る双方向的システムを開発 の定期懇談会、地域貢献諮
し、発展させていく。 問委員会の開催を定期的に
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【２４２】 Ⅲ 行い、地域社会各層の声を
4) 企業関係者、マスコミ関係者等と ・ 引き続き 企業懇談会 企業人事担当者・ 的確に反映させていく。、 、
の懇談会を開催し、地域社会各層の 高等学校進路指導教員との懇談会、教育実
声を本学の諸活動に適切に反映させ 習校の担当教員との運営委員会、報道関係
る。 者との定期懇談会、地域貢献諮問委員会の

開催を定期的に行い、地域社会各層の声を
的確に反映させた。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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（３） 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項等

自己点検･評価 【平成19事業年度】
(1) 教養教育科目並びに専門教育科目

「 」、「 」 、【平成16～18事業年度】 教養教育科目の授業評価科目を 英語 英語以外の外国語 に変更し
「大学評価室」並びに各部局の「部局評価委員会」を中心に、教育研究の質 専門教育科目は前年度と同様に授業評価を実施して、授業改善に反映させ
の向上、業務運営の改善に資することを目的として 「中期目標・中期計画及 た。、

(2) 全学的なベストティーチャー表彰の実施び年度計画における実施状況の点検・評価」及び「学生による授業評価」を年
、 （ ）２回実施した。それらの結果は、次年度の年度計画の策定や授業の改善に反映 全学的なベストティーチャー表彰制度により 各部局 教養教育を含む

させた。 から選考された受賞者11名の中から選抜された最優秀賞候補者５名による
また、教員評価・人事制度検討部会の下に設置した「教員評価システム検討 公開模擬授業を開催し、最優秀賞及び優秀賞を決定し、受賞者に教育研究
」 「 」 、「 」 「 。 、 、WG 及び 事務系職員評価システム検討WG において 教員評価指針 や 人 資金の配分を行った さらに受賞者は それぞれ選抜された学部において
事評価実施要項 等を策定し 18年度に教員評価 試行 及び事務職員評価 試 公開模擬授業を行うとともに、教員相互による授業研究会に参加して、教」 、 （ ） （
行）を実施した。 育技法の検討を行った。

【平成19事業年度】
２．教員評価引き続き 「大学評価室」並びに各部局の「部局評価委員会」を中心に 「中、 、

期目標・中期計画及び年度計画における実施状況の点検・評価」及び「学生に
【平成16～18事業年度】よる授業評価」を年２回実施し、次年度の年度計画の策定や授業の改善に反映

させた。 「教員評価システム検討WG」において、17年度に策定した「評価指針」等
また 18年度の教員評価 試行 及び事務職員評価 試行 の結果を踏まえ に基づき、18年度に全部局の教員を対象に教員評価（試行）を実施し、評価、 （ ） （ ） 、
「教員評価実施専門部会（教員評価システム検討WGから組織変更 」及び「職 結果の一部は、大学評価ホームページを通じて学内外に公表した。）
員評価実施専門部会（事務系職員評価システム検討WGから組織変更 」におい また、19年度の本評価実施に向けて、試行結果の問題点を「教員評価シス）
て、教員評価及び職員（事務系、技術系、医療系及び看護系職員）評価を実施 テム検討WG」並びに「部局評価委員会」を中心に綿密に検討し、問題点の解
した。 消を図り、本評価基準等の調整を行うとともに 「大学情報データベース」、

を構築し、これを教員評価に利用することとした。さらに、評価結果を給与
制度に反映させることについて、教職員評価・人事制度検討部会において検
討を開始した。１．学生による授業評価

【平成16～18事業年度】 【平成19事業年度】
「教員評価実施専門部会（教員評価システム検討WGから組織変更 」にお(1) 教養教育科目並びに専門教育科目 ）

教養教育科目については、16年度に「学修原論 、17、18年度に「総合科 いて、18年度の試行評価を踏まえ、教育、研究、社会貢献、管理運営の４領」
目」を新たに加えて授業評価を実施し、教員の各科目毎の細分化した集計を 域について、教員評価を実施（実施教員：539名、実施率：100％）し、評価
行うとともに、各学生の自由記述欄の取りまとめを行い、その結果を教員 結果の一部を大学評価ホームページを通じて学内外に公表した。
個々にフィードバックする措置を講じた。 また、教職員評価・人事制度検討部会において、評価結果に基づく、戦略
また、専門教育科目については、16年度から学生の自主性を尊重した授業 的な資源配分（研究費支援）や給与制度に反映させるシステムを策定した。
評価を各部局において実施し、その評価結果に基づいて、学生代表と教員に さらに、特に評価の低い教員については改善計画の提出を求め、当該部局長
よる授業方法改善のための懇談会やFDなどを行った。 が指導及び助言などの改善指示を行った。
(2) 全学的なベストティーチャー表彰制度の導入
18年度に全学的なベストティーチャー表彰制度を導入し、授業評価結果等
に基づき各部局（教養教育を含む）から選考された、被表彰者による公開模
擬授業の実施並びに被表彰者に対する教育研究資金の配分を行うこととし
た。

群馬大学
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３．教員以外の職員評価 【平成19事業年度】
引き続き 「広報戦略室」を中心に、広報誌、ホームページ等による積極、
的な情報発信を行った。【平成16～18事業年度】

「 」 、 「 」事務系職員評価システム検討WG において 18年度に策定した 試行基準
１．広報誌等に基づき、管理職員以上の事務職員を対象に事務職員人事評価（試行）を実

施した。 (1) 引き続き、情報誌「GU DAY（グッディ 」を年２回発刊した。’ ）
また、19年度の評価の実施に向けて、試行評価の問題点の解消並びに評価基 (2) 本学の地域連携活動の代表例として、学長裁量経費の地域貢献重点経費
準等の策定に着手し 併せて 評価結果を給与制度に反映させることについて 18年度公募により採択された事業の概要を掲載した「平成18年度群馬大学、 、 、
教職員評価・人事制度検討部会において検討を開始した。 地域貢献事業概要」を作成し、本学の取組を地域に広く紹介した。

(3) 本学、茨城、宇都宮、埼玉の４大学が所有する「知」を広く社会に紹介
「 」 、【平成19事業年度】 するための研究シーズ集 ４U：フォーユーVol.1 を群馬大学TLOが編集し

「職員評価実施専門部会」において、評価を実施した。 発刊した。
また、20年度から、評価結果を給与（昇給、昇格、勤勉手当等 、人材育成）
及び人事管理等に活用することとした。

２．ホームページ
引き続き、ホームページの情報を更新するとともに、グローバルCOE、重粒情報公開の促進が図られているか。
子線医学研究センター（重粒子線照射治療施設）の情報を追加するなど内容
の充実を図った。【平成16～18事業年度】

16年度に組織的かつ機動的な全学的広報体制を確立するために設置した「広 また、本学の学生、教育活動、学生支援、国際交流、研究（外部資金・産
報戦略室」を中心に、広報誌、ホームページ等による積極的な情報発信を行っ 学連携、教職員などの情報を数値化した「数字でみる群馬大学」やこれまで
た。 の本学における評価への取組とこれから受審する中期目標期間中の業務実績

評価及び認証評価に関する情報を網羅した「大学評価ホームページ」を公開
した。１．広報誌

、 、 、(1) 16年度から引き続き、本学の教育研究活動に関する情報を積極的かつ適切 さらに 機関リポジトリについては 学内研究者の研究成果の収集に努め
に提供するため、利用者の立場に立った分かりやすい情報誌「GU DAY（グッ 登録コンテンツの充実を図った。’
ディ 」を年２回発刊した。）
(2) 日経BPムック「変革する大学シリーズ」群馬大学2007-2008を出版し、本
学の教育・研究・社会貢献活動の全貌を学外に紹介した。
(3) 中学生以上の読者を対象にした研究紹介並びに地域社会への情報発信を目
的に、上毛新聞に毎週定期的に連載された研究室での研究とその成果を再編
集し 「群馬大学から新時代への視点」として発刊した。、
(4) 教員が発表した研究シーズや群馬経済新聞社に毎週定期的に掲載されてい
たシーズを再編集し、研究要約と図表を盛り込んだ分かりやすいシーズ集と
して冊子化を行い、地域企業等に積極的なPRを実施した。

２．ホームページ
各学部における教育研究活動に関する情報、地域連携、産学連携、研究・知
的財産、公開講座、就職情報（学生･企業 、入試情報、附属病院、21世紀COE）

、 。などの先端研究 特色ある教育の取組などの情報を積極的かつ適正に発信した
また、機関リポジトリ(研究成果等を網羅的に収集・蓄積し社会に提供する
システム）を構築し、ウェブサイトを通じて、研究情報を積極的に発信した。
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要事項
① 施設設備の整備・活用等に関する目標

中 施設設備は、学内諸計画の実現に重要な基盤である。そのために、施設設備の整備・活用を検討する委員会の下に、その利用状況等を点検し、共用研究スペー
期 スの設置、教育研究スペース及び機能の適正化、地域連携活動スペースの確保等、施設の整備・活用に関する長期的構想を策定することにより、効率的かつ計画
目 的な施設設備の管理を行う。情報処理に関しては、キャンパス間ネットワークの強化構築を行う。施設の点検・保守・修繕等を効果的に実施し、施設を長期にわ
標 たり活用するとともに、施設の安全性・信頼性を確保し、教育研究活動の支障となる施設の不備を改善する。

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

（１）施設等の整備に関する具
体的方策

【２４３】 Ⅲ ・ 16年度に実施した「学校施設維持管理点 ・ 引き続き 「施設整備推、
1) 教育内容・方法の進展へ 検調査」の結果及び「施設整備推進戦略」 進戦略」等に基づき、計画
の方策として、平成１７年 等に基づき、講義室等の整備充実を図ると 的に講義室の充実、共有化
度を目途に情報化対応など ともに共有化を進めた。 を進める また 学習スペー。 、
の施設機能の向上や、各種 ・ 学生自らが主体的に学習を行うスペース スの拡充を図る。
規模の講義室の点検・評価 の充実も図った。
を行い、その結果に基づい

(1) 施設等の整備に関する具体的方策た整備充実を図るととも
に、講義室の共用化も進め 【２４３】 Ⅲ ・ 「施設整備推進戦略」等に基づき、講義
る。また、学生自らが主体 1） 「国立大学法人群馬大学施設整備 室等の整備拡充を図った （工学部５･６号。

、 、 ）的に学習を行うスペースの 推進戦略」に基づき、講義室等の整 館･講義棟 教育学部A･B棟 教養教育GB棟
充実も図る。 備充実を図るとともに共用化も進め ・ 講義室の共有化については、全体集約化

る。また、学生自らが主体的に学習 計画に基づき、工学部５号館で実施した。
を行うスペースの充実も図る。 ・ 学生用スペースにについては、教育学部A

棟に整備した。

【２４４】 Ⅲ ・ 「施設整備推進戦略」等に基づき、学内 ・ 引き続き 「施設整備推、
2) 産学官連携等の共同研究 人材育成及び将来のCOE形成を目的とした若 進戦略」等に基づき、産学
や学際的研究など、教育研 手研究グループへの研究支援のため、若手 官連携等の共同研究や学際
究の活性化が見込まれる組 研究用の研究スペースを整備した。 的研究など、教育研究の活
織等について、適正な評価 性化が見込まれる組織等に
に基づき重点的、計画的に 【２４４】 Ⅲ ・ 「施設整備推進戦略」等に基づき、教育 ついて、適正な評価に基づ
整備を行う。 2) 産学官連携等の共同研究や学際的 研究の活性化を目的に、工学部５号館、６ き重点的、計画的に整備を

研究など、教育研究の活性化が見込 号館、教育学部A･B棟に共用研究スペース、 行う。
まれる組織等について、適正な評価 工学部６号館に若手研究者育成スペースな
に基づき重点的、計画的に整備を行 どを重点的に整備した。
う。

【２４５】 Ⅲ ・ 「施設整備推進戦略」等に基づき、老朽 ・ 引き続き 「施設整備推、
3) 昭和45年以前の老朽施設 及び耐震補強を必要とする施設の再生整備 進戦略」等に基づき、老朽
を主に計画的に改修整備を を推進した。 及び耐震補強を必要とする
行い、引き続き昭和46年か ・ その他の改修整備については 「営繕費 施設の再生整備を推進す、
ら56年迄に建築された老朽 による整備方針 「教育研究環境重点整備 る。」、
施設を重点的かつ計画的に 費による整備方針」に基づき行った。 ・ その他の改修整備につい
改修整備を進め、耐震性の ては 「営繕費による整備、
向上による安全性の確保 【２４５】 Ⅲ ・ 「施設整備推進戦略」等に基づき、教育 方針 「教育研究環境重」、
と 必要な機能保全を図り 3) 施設・環境推進室における実態調 学部校舎と工学部５号館の改修整備を実施 点整備費による整備方針」、 、
教育研究の進展に対応した 査を踏まえ 改修整備計画に基づき した。 を必要に応じて見直し、方、 、
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施設水準の確保に努める。 整備を進める。 ・ その他の改修整備については 「営繕費 針に基づき整備する。、
による整備方針 「教育研究環境重点整備」、
費による整備方針」に基づき、附属小・特
別支援学校の改修、臨床研究棟空調設備改
修、総合情報メディアセンター・図書館工
学分館空調設備更新、荒牧地区第２体育館
トイレ改修及び教養教育GB棟改修の整備を
行った。

【２４６】 Ⅲ ・ 中央診療棟について、18年８月に建物工 ・ 重粒子線照射施設につい
4) 高度先進医療を実践する 事を竣工した。 ては、20年10月の竣工後、
診療体制を推進するため ・ 重粒子線照射施設について、19年２月に 治療装置の搬入・据付・試
に、中央診療棟の整備を行 建物工事を着工した。 験を21年３月に完了し、21
うとともに、卒後臨床研修 年度から照射を開始する。
の必修化に対応するため臨 【２４６】 Ⅲ ・ 重粒子線照射施設について、20年10月の ・ 臨床研修センターを医療
床研修センターの整備を行 4) 先進医療を実践する診療体制を推 竣工に向けて、計画どおり建設を進めた。 人能力開発センターに発展
う。また、重粒子線治療施 進するために、中央診療棟の整備を ・ 中央診療棟について 19年４月から順次 的に改組し、事務部門等に、 、
設設備の整備の推進に努め 行う。また、平成２１年竣工を目指 診療を開始した。 ついて、病院跡地改修計画
る。 して重粒子線照射施設の建設を進め の中で整備する。

る。

【２４７】 Ⅲ ・ 国際交流・学生支援施設の点検・評価を ・ 引き続き、国際交流・学
5) 国際交流・学生支援施設 行い、群馬県若者就職支援センターと、本 生支援施設の整備充実に努
の整備充実に努める。 学キャリアサポート室をテレビ電話で接続 める。

した「ネットカウンセリング群馬大学」の ・ 「学生支援施設等要修繕
設置や 国際交流会館の一部設備の補修等 一覧表」に基づき、改修を、 、
整備・充実を図った。 行う。

・ 工学部会館の機能改善改
【２４７】 Ⅲ ・ 学生支援施設等の施設調査を行い 「学 修を行う。、
5) 国際交流・学生支援施設の整備充 生支援施設等要修繕一覧表」を策定した。
実に努める。

【２４８】 Ⅲ ・ 「設備実態調査」の結果に基づき、整備 ・ 「施設整備推進戦略」及
6) 教育研究活動の基盤を支 方針・改修計画を策定し エネルギー供給・ び「施設管理実施計画」に、
えるエネルギー供給・IT設 IT設備等のインフラ設備の計画的な更新・ 基づき、荒牧地区の空調設
備等のインフラ設備は、そ 改修を行った。 備の改修を計画的に進め、
の機能を維持し、良質な環 暖房用ボイラを廃止し、中
境を確保するため計画的に 【２４８】 Ⅲ ・ 「施設整備推進戦略」及び「施設管理実 央方式から個別方式への転
更新・改修を進める。 6) エネルギー供給・IT設備等のイン 施計画」に基づき、エネルギー供給設備に 換を図るなど、良質な環境

フラ設備は、施設・環境推進室及び ついては、昭和地区特高受変電設備・高圧 を確保するため計画的に更
総合情報メディアセンターにおいて 受電設備の更新 中央機械室の冷熱源設備・ 新・改修を進める。、
現状調査を行い、計画的に更新・改 ポンプ等の更新、附属幼稚園・小学校・特 ・ 附属中学校の排水の公共
修を行う。 別支援学校の給水設備改修及び附属中学校 下水への接続整備を行う。

の高圧受電設備の容量増を実施した。 ・ IT関連基盤整備について
・ IT設備については、太田キャンパスに は、キャンパス間ネット
キャンパス間ネットワークを整備した。 ワークの高速化を図る。

【２４９】 Ⅲ ・ 「施設・設備の整備活用に関する第一期 ・ 引き続き 「施設整備推、
7) 豊かな環境の下で、多様 基本計画」に基づき、キャンパス環境の点 進戦略」等に基づき、学生
な利用者が安全かつ快適に 検評価を実施した。 の利用、残された自然環境
過ごせるように、大学 ・ 上記結果等に基づき 「荒牧キャンパス の活用、地域との交流に配、
キャンパスを整備するとと の環境整備計画」を策定し、18年度は、中 慮した屋外環境整備を進
もに、知の拠点として相応 央モール整備及びキャンパスセラピーコー め、知の拠点として相応し
しい空間形成に努める。 スの遊歩道を整備した。 い空間形成に努めていく。

【２４９】 Ⅲ ・ 「施設整備推進戦略「荒牧キャンパス環
7) キャンパスの環境の点検・評価を 境整備計画 」に基づき、中央モール及び」
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行い、整備目標を設定し、計画的に 遊歩道の整備を行うとともに、キャンパス
整備を行う。 の地域解放を実施した。

・ 正門周り改修整備計画を策定した。

【２５０】 Ⅲ ・ PFI方式による整備の検討を行った。 ・ 太田市が実施する「もの
8) PFI（民間資金等の活用 ・ リエゾンオフィスである本学東京オフィ づくり教育研究施設」整備
による公共施設等の整備） スを産学連携、学生募集・入試活動、教育 事業による施設を本格的に
方式による整備の検討を行 研究・大学広報等の拠点として活用した。 活用する。
う。また、民間施設や地方 ・ 自己財源により保育所を整備した。 ・ 引き続き、重粒子線照射
自治体施設等 学外施設 リ ・ 工学研究科及び工学部の改組・再編によ 施設の整備を群馬県との共、 （
エゾンオフィス）の活用に り新設した生産システム専攻及び同学科用 同事業として推進する。
ついて検討を行う。 の校舎として、太田市が実施する「ものづ

くり教育研究施設」整備事業による施設を
借用することとした。

【２５０】 Ⅲ ・ 工学研究科及び工学部の改組・再編によ
8) 民間施設や地方自治体施設等、学 り新設した生産システム専攻及び同学科用
外施設を活用する。 の校舎として、太田市の施設を借用して開

校した。
・ 重粒子線照射施設の整備は、群馬県との
共同事業として推進した。

（２）施設等の有効活用及び維
持管理に関する具体的方
策

【２５１】 Ⅲ ・ 施設・環境推進室において「群馬大学に ・ 引き続き 「群馬大学に、
1) 平成１７年度を目途に全 おける施設の管理運営に関する規程 「施 おける施設の管理運営に関」、
学的視野に立った学内外の 設の有効活用に関する内規」に基づき、共 する規程」及び「施設の有
施設利用者選定・評価シス 用研究スペースの設定と利用者の選定を行 効活用に関する内規」に基
テムを確立し、施設利用、 い、枠組みを越えた研究活動に対して優先 づき、施設利用、研究の推
研究の推進とその支援を視 的な配分を行った。 進とその支援を視野に入れ
野に入れた施設運営に努め た施設運営に努める。

(2) 施設等の有効活用及び維持管理にる。
関する具体的方策
【２５１】 Ⅲ ・ 施設・環境推進室において「群馬大学に
1) 「群馬大学における施設の管理運 おける施設の管理運営に関する規程」及び

「 」 、営に関する規程」に基づき、施設利 施設の有効活用に関する内規 に基づき
用、研究の推進とその支援を視野に 研究推進のために次の施設運営に努めた。
入れた施設運営に努める。 ア 使用期限が終了した既存の桐生地区総

合研究棟の共用研究スペースの利用者を
再公募した。

、イ 共用研究スペースの利用状況について
使用者の自己点検に基づく、利用状況の
点検調査を行った。
ウ 共用研究スペースについては、新たに
工学部５号館に216㎡確保し、利用者を公
募した。

【２５２】 Ⅲ ・ 「施設管理実施計画」に基づき、定期的 ・ 引き続き 「施設管理実、
2) 建物等の新築・維持・改 な点検を実施し、計画的な維持管理を行っ 施計画」に基づき、建物等
修等に至る迄の全経費を考 た。 の新築・維持・改修等に至
慮した施設管理・運営並び る迄の全経費を考慮した適
に維持を行う。 【２５２】 Ⅲ ・ 引き続き 「施設管理実施計画」に基づ 正な維持管理を行う。、

2) 「群馬大学施設管理実施計画」に き、建物等の新築・維持・改修等に至る迄
基づき、建物等の新築・維持・改修 の全経費を考慮した適正な維持管理を行っ
等に至る迄の全経費を考慮した適正 た。
な維持管理を行う。 ・ 建築基準法第12条に基づき建物及び付随
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する設備の安全確認を行い、必要に応じて
改善を行った。

【２５３】 Ⅳ ・ 施設・環境推進室において、18年度まで ・ 引き続き 「群馬大学に、
3) 建物の新増改築、改修等 に6,681㎡の共用研究スペースを確保した。 おける施設の管理運営に関
に当たっては、平成１６年 ・ 18年度に 施設の有効活用に関する内規 する規程」及び「施設の有「 」
度から教育研究活動プロ を一部改正し 共同利用型の共用研究スペー 効活用に関する内規」に基、
ジェクトに資する共用研究 スを確保することとし、施設の有効活用の づき、教育研究活動プロ
スペースを確保し、これを 促進を図った。 ジェクトに資する共用研究
全学的な組織の下に管理 スペースを確保し、これを
し、その運用方法等を検討 【２５３】 Ⅳ ・ 施設・環境推進室において、共用研究ス 全学的な組織の下に管理運
する。 3) 建物の新増改築、改修等に当たっ ペースの使用状況の自己点検報告書を提出 用を行う。

ては 「群馬大学における施設の管 させ、報告書を参考に点検調査を行う等の、
理運営に関する規程」に基づき、教 施設管理を行った。
育研究活動プロジェクトに資する共 ・ 「群馬大学における施設の管理運営に関
用研究スペースを確保し、これを全 する規程」及び「施設の有効活用に関する
学的な組織の下に管理運用を行う。 内規」に基づき、新たに工学部５号館に共

用研究スペースを216㎡、６号館に429㎡確
保し、６号館に若手研究者用の共用研究ス
ペースを662㎡、教育学部に共同利用型の共
用研究スペースを351㎡確保した （合計。
8,339㎡）
・ 工学部６号館の若手研究者の共用研究ス
ペースについて、施設・環境推進室桐生分
室で策定した「若手研究者用の共用研究ス
ペースの運用に関する申し合わせ」に基づ
き、運用を開始した。

【２５４】 Ⅲ ・ 16年度に実施した「学校施設維持管理点 ・ 施設整備推進戦略に基づ
4) 平成１６年度から既設設 検調査」に基づき 「既存整備の老朽化し き、教育学部E･F棟、工学、
備の老朽化状況等の調査を た施設等の改善計画」を策定し、営繕費・ 部会館、総合情報メディア
定期的に実施し、改善計画 教育研究環境重点整備費により老朽施設の センター等の改修を行う。
を策定する。また、調査及 改修を実施した。
び予防的措置のための財源 ・ 「学長と学生との懇談会」での学生の視
の確保に努める。 点から据えた構内設備等への要望に対応す

るため 教育研究環境重点経費の増額を図っ、
た。
・ 18年度に設備等の整備方針を策定し、教
育研究環境重点整備費（設備）の確保はも
とより、目的積立金の活用など、財源の工
夫を推進した。

【２５４】 Ⅲ ・ 既設設備の老朽化した施設等の改善計画
4) 既設設備の老朽化した施設等の改 に基づき、教育学部A･B･G棟、工学部５･６
善計画に基づき、必要に応じて整備 号館･講義棟の全面改修及び附属幼･小･特別
を行う。また、調査及び予防的措置 支援学校の厨房・給水設備等の改修を行っ
のための財源の確保に努める。 た。

・ 設備等の整備方針の改定を行った。
・ 改定した整備方針に基づき既存設備の保
有状況を調査し、更新計画の見直しを行う
とともに、財源の確保に努め、計画的な設
備の整備を行った。

【２５５】 Ⅲ ・ 「群馬大学における施設の管理運営に関 ・ 引き続き、建物の維持管
5) 建物の維持管理・運営 する規程」及び「施設の有効活用に関する 理・運営は 「群馬大学に、
は、施設整備委員会におい 内規」に基づき、施設・環境推進室におい おける施設の管理運営に関
て協議する。また、施設利 て協議を行い、施設の公正かつ効率的運用 する規程」及び「施設の有
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用の占有化 固定化を避け を図った。 効活用に関する内規」に基、 、
公正かつ効率的運用が図ら ・ 施設使用料を負担する「スペース課金制 づき、施設・環境推進室に
れるよう措置する。 度」や共同利用型の共用研究スペースを確 て公正かつ効率的運用を推

保するための内規の改正等検討し、施設の 進する。
有効活用を推進した。

【２５５】 Ⅲ ・ 「群馬大学における施設の管理運営に関
5) 建物の維持管理・運営は 「群馬 する規程」及び「施設の有効活用に関する、
大学における施設の管理運営に関す 内規」に基づき、施設・環境推進室会議に
る規程」に基づき、公正かつ効率的 おいて、工学部５号館に共用研究スペース
運用を推進する。 を216㎡、６号館に429㎡確保し、６号館に

若手研究者用の共用研究スペースを662㎡、
教育学部に共同利用型の共用研究スペース
を351㎡確保した （合計8,339㎡）。
・ 確保した共用研究スペースについて、利
用者を公募し、また、既存の桐生地区総合
研究棟の共用研究スペースの利用者を再公
募した。
・ 共用研究スペースの利用状況について、
使用者に自己点検に基づく、利用状況の点
検調査を行った。

【２５６】 Ⅲ ・ 16年度に実施した「学校施設維持管理点 ・ 施設整備推進戦略に基づ
6) 建物の増改築等に際して 検調査」の結果に基づき 「ユニバーサル き、教育学部E･F棟、大学、
は、バリアフリーシステム デザインに配慮した整備方針」を策定し、 会館、総合情報メディア
に配慮する。既設建物につ 整備を行った。 センターのスロープ、身障
いての環境的配慮、バリア 者トイレ 自動扉 エレベー、 、
フリー対策が必要とされる 【２５６】 Ⅲ ・ 「ユニバーサルデザインに配慮した整備 タ等の整備を行う。
場合は、優先的に増改築等 6) 建物の増改築等に際しては 「ユ 方針」に基づき、教育学部A･B･C棟、工学部、
を実施する。 ニバーサルデザインに配慮した整備 ５･６号館･講義棟の改修によりスロープ、

方針」に基づき整備を行う。既設建 身障者トイレ、自動扉等を整備した。
物についての環境的配慮、バリアフ
リー対策が必要とされる場合は、優
先的に増改築等を実施する。

ウェイト小計

群馬大学
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況
(4) その他業務運営に関する重要事項
② 安全管理に関する目標

中 学内外における安全管理、危機管理の普及・促進を図るために、教職員並びに学生に対する安全教育を充実する。事故災害や環境汚染の未然防止、毒物・薬物
期 あるいは特定化学物質等の安全な保管や取り扱い、情報化社会における安全意識の高揚などを図るために、環境保全・安全管理体制を強化し、もって教育研究に
目 資する。
標

判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ進捗
状況中期計画 平成19年度計画

中 年中 年
平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

期 度期 度

（１）労働安全衛生法を踏まえ
た安全管理・事故防止に
関する具体的方策

【２５７】 Ⅲ ・ 防災環境安全や防災対策に関する委員会 ・ 引き続き、防災環境安全
1） 火災、地震、風水害等の において、定期（毎月）及び臨時の安全点 や防災対策に関する委員会
非常事態発生時における安 検を実施した。 において、定期（毎月）及
全の確保に向けて、防災環 び臨時の安全点検を実施す
境安全委員会（仮称）を設 る。(1) 労働安全衛生法を踏まえた安全管

理・事故防止に関する 具体的方策置し、各施設の定期並びに
臨時の安全点検を実施す 【２５７】 Ⅲ ・ 引き続き、防災環境安全や防災対策に関
る。 1） 火災、地震、風水害等の非常事態 する委員会において、定期（毎月）及び臨

発生時における安全の確保に向け 時の安全点検を実施した。
て、防災環境安全に関する委員会を
中心に、各施設の安全点検を実施す
る。

【２５８】 Ⅲ ・ 群馬県主催の「総合防災訓練」及び内閣 ・ 引き続き、附属病院は、
2) 附属病院は、東京・関東 府主催の「広域医療搬送実働訓練」に参加 DMAT派遣チーム要員を増加
地域の広域災害発生時に備 し、東京・関東地域の広域災害発生時に備 させるために、定期的に
え、平成１６年度から高レ え、高レベルの救急救命体制を整備するな DMAT要員養成研修会に教職
ベルの救急救命体制を整備 ど、その対策を図った。 員を派遣するなど、東京・
し その対策を図る 特に ・ 附属病院屋上ヘリポートを活用した緊急 関東地域の広域災害発生時、 。 、
病院での救急薬品、救急患 患者搬送について、地域医療機関との連携 に備えた高レベルの救急救
者用医療材料の備蓄や病院 及び救急部による患者情報の管理などのシ 命体制を整備、維持する。
屋上のヘリポートを活用し ステムを構築した。
た患者受入れに関する情報
管理及び連携システムを構 【２５８】 Ⅲ ・ 引き続き 「総合防災訓練」及び「広域、
築する。 2) 附属病院は、東京・関東地域の広 医療搬送実働訓練」に参加し、東京・関東

域災害発生時に備えた高レベルの救 地域の広域災害発生時に備え、高レベルの
急救命体制を整備、維持する。 救急救命体制を整備するなど、その対策を

図った。
・ 病院屋上ヘリポートを活用した緊急患者
のヘリコプター搬送を実施した （搬送患。
者数 ８名）
・ 19年７月の新潟県中越沖地震において
DMATチーム（機動力のあるトレーニングを
受けた災害派遣医療チーム）を派遣した。
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【２５９】 Ⅲ ・ 感染制御部に部長、副部長、助手２名、 ・ 引き続き 「群馬大学医、
3) 感染制御部を充実させ 看護師長、臨床検査技師を配置し、感染対 学部附属病院感染対策の指
て、国際感染症、ウィルス 策マニュアルに基づき 感染対策活動を行っ 針」に基づき、感染対策を、
等に対応可能な体制を確立 た。 行っていく。
する。 ・ 感染制御部、感染対策委員会、医療安全 ・ 定期的に感染対策マニュ

管理室、看護部によって、病院感染対策講 アルの改定を行い、新しい
演会を行い、感染対策について研修した。 国際感染症対策に対応す

る。
【２５９】 Ⅲ ・ 19年11月 「群馬大学医学部附属病院感 ・ 感染制御部の設備と感染、
3) 感染制御部を充実させて、国際感 染対策の指針」を策定し、感染対策の体制 制御システムの充実を図
染症、ウィルス等に対応可能な体制 を確立した。 る。
を確立する。

【２６０】 Ⅲ ・ 防災マニュアルに基づき、学生及び教職 ・ 引き続き、防災マニュア
4) 平成１６年度から防災マ 員を対象として、防災訓練を実施し、防災 ル等を活用し、教職員の指
ニュアルを活用し、教職員 に関する指導、注意喚起を行った。 導、注意の喚起、防災非難
の指導、注意の喚起、防災 訓練を定期に実施する。
避難訓練を定期に実施す 【２６０】 Ⅲ ・ 引き続き、防災マニュアルに基づき、学 ・ 救命講習会などを実施
る。 4) 防災マニュアルを活用し、教職員 生及び教職員を対象として、防災訓練を実 し、防災に対する教職員の

の指導、注意の喚起、防災避難訓練 施し、防災に関する指導、注意喚起を行っ 意識向上を図る。
を定期に実施する。 た。

【２６１】 Ⅲ ・ 群馬県、消防署等との関係機関連絡網を ・ 引き続き、群馬県、消防
5) 平成１６年度から県・市 整備し、通報連絡の円滑化を図り、防災マ 署等との関係機関連絡網を
町村等関係機関への通報連 ニュアルへの対応について確認を常時実施 整備し、通報連絡の円滑化
絡の円滑化を図り、防災マ した。 を図り、防災マニュアルへ
ニュアルへの対応について の対応について確認を常時
の確認を常時実施する。 【２６１】 Ⅲ ・ 引き続き、群馬県、消防署等との関係機 実施する。

5) 県・市町村等関係機関への通報連 関連絡網を整備し、通報連絡の円滑化を図
絡の円滑化を図り、防災マニュアル り、防災マニュアルへの対応についての確
への対応についての確認を常時実施 認を常時実施した。
する。

【２６２】 Ⅲ ・ 「危機管理対応方針」に基づく「薬品管 ・ 引き続き 「内部会計監、
6) 化学薬品の保管管理、取 理における危機管理マニュアル を策定し 査規程」に基づく内部監査」 、
り扱い、処理等に関する全 危機管理体制の整備を行い、安全対策及び に併せて実地監査を実施
学的規定を見直し、安全対 環境保全を図った。 し、管理及び使用状況の確
策を一層充実させ、環境保 認を行うとともに、安全衛
全を図る。 【２６２】 Ⅲ ・ 「内部会計監査規程」に基づく内部監査 生委員会が毎月巡視を行

6) 化学薬品の保管管理、取り扱い、 に併せて実地監査を実施し、管理及び使用 い、安全管理者等に対し、
処理等に関する全学的規定を見直 状況の確認を行うとともに、安全管理者等 安全管理に対する指導等を
し、安全対策を一層充実させ、環境 に対し 安全管理に対する指導等を行った 行うなど、安全対策を一層、 。

、 。保全を図る。 ・ 各部局の安全衛生委員会が毎月巡視を行 充実させ 環境保全を図る
い、職員の安全対策、職場環境の改善に努
めた。

【２６３】 Ⅲ ・ 放射線障害予防委員会において、定期点 ・ 引き続き、施設・設備の
7) 核燃料物質、RI、放射線 検調査を実施した。 保管管理状況等の定期点
医療機器については、放射 ・ 「放射線業務従事者心得」に基づき、定 検、使用者に対する予防マ
線安全委員会を充実させ 期的な教育訓練の実施及び講習会（年２回) ニュアルの確認、定期的な
て、施設・設備の保管管理 の開講並びに健康診断を実施した。 教育訓練、健康診断を実施
状況等の定期点検、使用者 する。
に対する予防マニュアルの 【２６３】 Ⅲ ・ 引き続き、放射線障害予防委員会におけ
作成及び確認、定期的な教 7) 施設・設備の保管管理状況等の定 る定期点検調査を実施や 「放射線業務従、
育訓練、健康診断を実施す 期点検、使用者に対する予防マニュ 事者心得」に基づき、定期的な教育訓練の
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る。 アルの確認、定期的な教育訓練、健 実施及び講習会（年２回)の開催並びに健康

康診断を実施する。 診断を実施した。

Ⅲ
【２６４】 ・ 「危機管理対応方針」に基づく「薬品管 ・ 引き続き 「内部会計監、
8) 毒物の管理に関し、保管 理における危機管理マニュアル を策定し 査規程」に基づく内部監査」 、
庫の管理状況及び使用状況 危機管理体制の整備を行い 防災安全を図っ に併せて実地監査を実施、
の確認を年に１度必ず行 た。 し、管理及び使用状況の確
う。また、安全管理者、衛 ・ 「内部会計監査規程」に基づく内部監査 認を行うとともに、安全衛
生管理者及び安全衛生推進 に併せて実地監査を実施し、管理及び使用 生委員会が毎月巡視を行
者を定め、定期的な防災安 状況の確認を行うとともに、安全管理者等 い、安全管理者等に対し、
全を図る。 に対し 安全管理に対する指導等を行った 安全管理に対する指導等を、 。

行うなど、安全対策を一層
、 。【２６４】 Ⅲ ・ 「内部会計監査規程」に基づく内部監査 充実させ 環境保全を図る

8) 毒物の管理に関し、保管庫の管理 に併せて実地監査を実施し、管理及び使用
状況及び使用状況の確認を行い、防 状況の確認を行うとともに、安全管理者等

、 。災安全を図る。 に対し 安全管理に対する指導等を行った
・ 各部局の安全衛生委員会が毎月巡視を行
い、職員の安全対策、職場環境の改善に努
めている。

【２６５】 Ⅲ ・ 全ての建物について耐震診断を行った。 ・ 施設整備推進戦略に基づ
9) 各施設の耐震診断を行 ・ 耐震改修については、計画的に実施して き、教育学部E棟、工学部
い、耐震改修の計画的な実 いる。 会館、工学部体育館、総合
施に努める。 情報メディアセンター及び

【２６５】 Ⅲ ・ 耐震診断結果に基づき、耐震指標が低い 臨床講堂の耐震補強を実施
9) 各施設の耐震診断を行い、耐震改 建物から教育学部A･B･F棟、工学部５･６号 する。
修の計画的な実施に努める。 館、講義棟、看護師宿舎 計７棟の耐震補

強を実施した。

【２６６】 Ⅲ ・ 夜間・休日における建物は施錠し、カー ・ 引き続き、盗難、事故等
10) 盗難、事故等の防止のた ドリーダーによる入室管理を行った また の防止のための学内安全体。 、
めの学内安全体制の整備を 不正な出入り防止のための24時間稼働の監 制の整備を行っていく。
行う。 視カメラの設置や、警備員による巡回警備

の実施等、学内安全対策の整備を行った。
・ 各部局の安全衛生委員会が毎月巡視を行
い、安全対策、職場環境の改善に努めた。

【２６６】 Ⅲ ・ 引き続き、盗難、事故等の防止のための
10) 盗難、事故等の防止のための学 学内安全体制の整備を行う。
内安全体制の整備を行う。

（２）学生等の安全確保に関す
る具体的方策

【２６７】 Ⅲ ・ 学生に対し、実験実習における安全ハン ・ 引き続き、安全管理・事
1) 平成１６年度に実験・実 ドブック、防災安全手帳等を配付し、全体 故防止に関するマニュアル
習中の事故に対する労働安 ガイダンス及び実験・実習時において、安 等により、学生の実験・実
全衛生法を踏まえた安全管 全・事故防止等の安全対策を講じた。 習中における安全・事故防
理・事故防止マニュアルを ・ 安全衛生講習会を定期的に実施した。 止教育を徹底する。また、
作成し、その活用により、 定期的に安全防止管理・事
学生への安全・事故防止教 故防止講習会を実施する。(2) 学生等の安全確保に関する具体的

方策育を徹底するとともに、定
期的に安全防止管理・事故 【２６７】 Ⅲ ・ 引き続き、学生に対し、実験実習におけ
防止講習会を実施する。 1) 安全管理・事故防止に関するマ る安全ハンドブック、防災安全手帳等を配

ニュアル等により、学生の実験・実 付し、全体ガイダンス及び実験・実習時に
習中における安全・事故防止教育を おいて、安全・事故防止等の安全対策を講
徹底する。また、定期的に安全防止 じた。また、安全衛生講習会を定期的に実
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管理・事故防止講習会を実施する。 施した。

【２６８】 Ⅲ ・ 18年度に保健管理センターを改組して、 ・ 引き続き、健康支援総合
2) 保健管理センターの充 健康支援総合センター を設置し 充実・ センターにおいて定期的な「 」 、
実・強化を図り、健康維持 強化を図った。 健康診断、実験・実習時に
のための定期的な健康診断 ・ 医学部１年に抗体価測定及びワクチン接 おける感染予防対策 (肝炎
の実施、実験・実習時にお 種(B型肝炎)を実施した。 ワクチン、ツベルクリン反
ける感染予防対策（肝炎ワ ・ センターにおいて、実験・実習時におけ 応等)を実施する。また、
クチン、ツベルクリン反応 る感染防止対策に関する個別相談を一括し 常時学生の健康相談及び学
等の実施）を徹底する。 て行う体制を整備した。 生の精神的悩みや対人関係

などの相談に対応するた
【２６８】 Ⅲ ・ 荒牧・昭和各キャンパスに週１日(８時 め、専門職によるカウンセ
2) 健康支援総合センターにおいて定 間）ずつ学外カウンセラーを新たに配置し リング機能を充実させる。
期的な健康診断、実験・実習時にお た。
ける感染予防対策 (肝炎ワクチン、 ・ 全教職員に対してガイドブック「教職員
ツベルクリン反応等)を実施する。 による学生・メンタルヘルス(No.４)」を配
また、常時学生の健康相談に応ずる 付した。

、体制を強化する。 ・ 精神障害を有する学生への対応について
○ 学生の精神的悩みや対人関係な 社会情報学部と工学部の教員に対して講演
どの相談に対応するため、専門職 を行った。
によるカウンセリング機能を充実 ・ 精神相談用の案内板を設置した。
させる。 ・ 教育学部の教育実習予定学生に対し、麻

疹ウイルス抗体検査及びワクチン接種事業
の立ち上げを、医学部新入生へのB型肝炎ワ
クチン接種を行った。
・ 感染性結核への対応のマニュアルの改訂
を群馬県との協力により行った。

【２６９】 Ⅲ ・ 総合情報メディアセンターにおいて 「情 ・ 「群馬大学情報セキュリ、
3) 平成１６年度から情報化 報セキュリティポリシー」改正の検討を行 ティポリシー」を普及し、
推進委員会を中心として、 うなど 情報管理・安全に対する対策を行っ 情報ネットワーク及びコン、
情報化社会における情報管 た。 ピュータシステムに関する
理と情報安全に対する対策 危機管理対策の徹底を図
を検討する。 【２６９】 Ⅲ ・ 情報管理・安全対策の強化を図るため、 る。

3) 総合情報メディアセンター及び情 委員会の組織を見直し、情報化推進室を設
報化推進委員会を中心として、情報 置した。
ネットワーク及びコンピュータシス ・ 情報化推進室において 「群馬大学情報、
テムに関する危機管理対策を検討す セキュリティポリシー」の改正を行い、情
る。 報ネットワーク及びコンピュータシステム

に関する危機管理対策を行った。

【２７０】 Ⅲ ・ 各事業場の安全衛生委員会を中心に安全 ・ 引き続き、危機管理対応
4) 安全管理・事故防止対策 管理・事故防止対策の実施状況に関する定 マニュアル等に基づき、各
の実施状況に関する定期的 期的な点検・評価を実施した。 事業場の安全衛生委員会を
な評価を実施する。 ・ 問題点が発生した際の改善並びに対策を 中心に、安全管理・事故防

とるシステムを危機管理対応マニュアル等 止対策の実施状況を定期的
により整備した。 に点検・評価を実施する。
・ 17年度に文部科学省から「学校施設の防

」犯に関する点検・改善マニュアル作成事業
の委託を受け附属学校の防犯対策マネジ
メントシステムを策定した。
・ 18年度に附属学校施設の点検・評価結果
に基づき、門扉やフェンス等の改修を行っ
た。
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【２７０】 Ⅲ ・ 引き続き、危機管理対応マニュアル等に
4) 安全管理・事故防止対策の実施状 基づき、各事業場の安全衛生委員会を中心
況を定期的に点検・評価する。 に、安全管理・事故防止対策の実施状況を

定期的に点検・評価を実施した。

（３）環境保全に関する具体的
方策

、 、【２７１】 Ⅲ ・ 学内ホームページに各団地の毎月のエネ ・ 引き続き 省エネルギー
1) 平成１６年度から省エネ ルギー使用量を掲載し、省エネルギーの推 廃棄物の減量化・再資源化
ルギー、廃棄物の減量化・ 進を図った。 の対策を積極的に推進す
再資源化の対策を積極的に ・ 全学的な廃棄物の分別収集を行い、資源 る。また、温室効果ガス排
推進する。 の再利用を実施した。 出抑制等のための実施計画

・ 環境配慮促進法に基づく 「環境報告書」 を実施するとともに、施設、
を作成し、配付した。 整備における温室効果ガス
・ CO の排出量についても定期的に公表する 排出抑制等の指針を運用２

こととした。 し、温室効果ガスの排出を
抑制する。

(3) 環境保全に関する具体的方策
【２７１】 Ⅲ ・ 引き続き、省エネルギーパトロール、ISO
1) 省エネルギー、廃棄物の減量化・ 14001EMSに基づくパトロールの実施や学内
再資源化の対策を積極的に推進す ホームページに各団地の毎月のエネルギー
る。 使用量の掲載などを行い、省エネルギー、

廃棄物の減量化・再資源化の対策を積極的
に推進した。
・ CO の排出量についても定期的に公表する２

とともに、温室効果ガス排出抑制等のため
の実施計画を策定した。また、施設整備に
おける温室効果ガス排出抑制等の指針を策
定した。

【２７２】 Ⅳ ・ 18年度に、ISO14001の認証を取得した。 ・ 認証について取得効果を
2) ISO14001の認証取得を目 確認し、継続認証に向けて
指す。 （平成18年度計画実施済事項） ・ 19年12月に継続審査を受審し、継続が認 更なる環境保全に関する活

証された。 動を推進する。

ウェイト小計

ウェイト総計

〔ウェイト付けの理由〕
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（４） その他業務運営に関する重要事項に関する特記事項等

温室効果ガスの削減のためにCO の排出量についても定期的に公表し、環境施設マネジメント等が適切に行われているか。 2

保全に積極的に取り組んだ。
なお、17年度における本学の地球環境保全に関する取組を「環境報告書【平成16～18事業年度】
2006」として公表した。１．施設設備の整備・運用

16年度に「群馬大学の施設設備活用に関する第１期基本計画」を策定し、 また、18年度に荒牧地区において 「ISO14001」の認証を取得し、環境マネ、
その方針に基づいて、施設・設備の整備・運用を行った。また、文部科学省 ジメントシステムの継続的な改善に取り組み、さらに 「第一種エネルギー管、
において「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」が策定されたことを 理指定工場」である昭和地区 「第二種エネルギー管理指定工場」である桐生、
受けて、18年度に上記基本計画の見直しを行うとともに、新たに「国立大学 地区においては、新たにエネルギー管理標準を策定し、運用を開始した。
法人群馬大学施設整備推進戦略」を策定し、この方針に沿って、整備の基本

【平成19事業年度】方針・内容、システム改革等に関し、具体的な目標を設定し、施設の整備・
１．施設設備の整備・運用運用を進めた。
引き続き 「国立大学法人群馬大学施設整備推進戦略」に基づき、講義室等、
の整備拡充、教育研究の活性化や若手研究者用スペースの整備、老朽及び耐震２．施設の有効活用

16年度に「群馬大学施設の有効活用に関する内規」を制定し、17年度に桐 補強を必要とする建物の再生整備など重点的に整備充実を図った。
生地区（工学部）４号館の改修整備において、20％の共用研究スペースを確

２．施設の有効活用保し、公募により配分を決定した。18年度は、改修整備した教養教育GA棟に
おいて、棟全体を共同利用スペース（5,219㎡）として位置づけ、施設の有効 引き続き 「群馬大学施設の有効活用に関する内規」に基づき、新たに工学、
活用の推進を図った。また、既に７棟において確保した共用研究スペース 部５号館に共用研究スペース（216㎡)、同６号館に若手研究者用スペース(662
（6,681㎡)については、定期的に実地調査を実施し、使用状況の改善を勧告 ㎡ 、教育学部に共同利用型の共用研究スペース（351㎡）を確保し、利用者）
した。 の公募を行った。
なお、競争的研究スペース（2,451㎡)において 「スペース課金制度」を また、施設・環境推進室において、利用者が提出した共用研究スペースの使、
導入した。 用状況の自己点検報告書に基づく点検調査を行う等の施設有効管理を行った。

３．施設の維持管理 ３．施設の維持管理
「群馬大学施設管理実施計画」に基づき、定期的な点検を実施し、営繕・ 引き続き 「群馬大学施設管理実施計画」に基づき、建物等の新築、維持・、
修繕計画を立て、施設の維持管理・改善に取り組んだ。 改修等に至る全経費を考慮した適正な維持管理を行った。

４．新たな手法による施設整備 ４．新たな手法による施設整備
国の施設整備費による整備以外の新たな整備手法により、17年度に昭和地 太田市がものづくり教育研究施設として整備した「テクノプラザ太田（延べ
区に学生の自習室を中心とした福利施設として 個人の寄附による 石井ホー 7,200㎡ 」の一部を本学工学研究科及び工学部の生産システム専攻及び同学、 「 ）
ル 700㎡ を整備 また 附属病院の慢性的な駐車場不足を解消するため 科の教育研究施設として借用した。（ ）」 、 、 、
駐車場整理業務委託の枠組みの中で、財団法人同愛会に立体駐車場（鉄骨３

５．環境保全対策階建て8,095㎡、収容台数：434台）の建設・運営を依頼、同駐車場は大学に
寄附された。18年度は、医学部及び附属病院の教職員等の職場環境の改善の 引き続き、省エネルギー、CO の排出量の削減に係る取組を行うとともに、2

一環として、自己財源により 「保育所」を整備した。 本学における「温室効果ガス排出抑制等のための実施計画」を策定し、実現に、
向けて学内に協力要請を行った。
なお、18年度における本学の地球環境保全に関する取組を「環境報告書５．環境保全対策

16年度に策定した「群馬大学の環境方針」に基づき、毎年、四半期毎の各 2007」として公表した。また 「ISO14001」の継続審査を受審し、継続が認証、
地区エネルギー使用量を諸会議で資料配付、さらに、学内のホームページに された。
、 、掲載し 省エネルギーの推進や省エネ行動計画の実施の徹底を図るとともに

群馬大学
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危機管理への対応策が適切にとられているか。 【平成19事業年度】
１．災害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理マニュアルの策定を含む全

【平成16～18事業年度】 学的・総合的な危機管理体制の整備
学生に対して安全ハンドブックや防災手帳を配付してガイダンスを行うなど１．災害、事件・事故、薬品管理等に関する危機管理マニュアルの策定を含む
の安全対策 「内部会計監査規程」に基づく薬品管理等の実地監査、建物の耐全学的・総合的な危機管理体制の整備 、

17年度に「国立大学法人群馬大学危機管理規則」を制定し、同規則に基づ 震補強、24時間対応の監視カメラの設置、医学部学生に対するB型肝炎抗体検
き、学長の下に「危機管理室」を設置するとともに、各部局にも「危機管理 査とワクチン接種、情報管理・安全対策強化に伴う「情報セキュリティーポリ
室」を設置し、危機事象に迅速に連携して対応できる組織を整備した。 シー」改正、各事業所の安全衛生委員会による定期的な点検・評価など、各危
また、文部科学省の学校施設の防犯対策に関する点検・改善マニュアル作 機管理対応マニュアルで規定する予防対策、事前対策等の実施に努めた。
成支援事業の一環として、群馬大学教育学部附属小学校を対象に、防犯シス

２．研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備テムと運用が一体となった施設の点検・改善マニュアルの報告書を作成し、
ホームページに掲載して公表するとともに、その取組を実践した。 「群馬大学科学者行動規範」及び「群馬大学における研究活動上の不正行為
18年度には 「国立大学法人群馬大学危機管理方針」を制定し、同方針に への措置等に関する規程」を４月１日付で制定し、その趣旨を全研究者に周知、
基づき、次の事象毎に対応する全学マニュアルを策定した。 するとともに、研究活動上の不正行為を防止し、不正行為又は不正行為に起因
(1) 地震、風水害等への対応マニュアル する問題が生じた場合に適切な対応を図るため、群馬大学行動規範委員会を設
(2) 知的財産危機管理対応マニュアル 置し、併せて、不正行為に関する申立て及び情報提供並びに関連規程に関する
(3) 学生の安全に係る危機事象への対応マニュアル 相談、照会等に対応するための不正行為申立窓口を設置した。
(4) 国内外での教職員の重大な犯罪被害への対応マニュアル また、全ての研究費の運営及び管理を適正に行うため、研究費の運営及び管
(5) 国際交流・留学生に係る危機事象への対応マニュアル 理に関する責任と権限の明確化を図り、併せて、不正防止計画を推進するコン
(6) 教職員の不祥事への対応マニュアル プライアンス室の設置や研究費の使用等に関する相談窓口を各キャンパスに設
(7) 教職員の事故への対応マニュアル 置した。
(8) 不法侵入に対する対応マニュアル このような、群馬大学における一連の研究活動上の不正行為防止に関する取
(9) 薬品管理における危機管理マニュアル 組を、ホームページに掲載し、学内外に公表した。
(10) 情報ネットワーク・コンピュータシステム関連マニュアル
(11) 大規模な施設設備の損傷への対応マニュアル

従前の業務実績の評価について運営に活用しているか。(12) 感染症対応マニュアル（附属小学校、中学校、幼稚園）
(13) 食中毒対応マニュアル（附属小学校、中学校、幼稚園）

【平成16～18事業年度】(14) 附属養護学校危機管理対応マニュアル
17年度の国立大学法人評価委員会による評価で課題とされた「災害、事件・
事故、薬品等に関する全学的なマニュアルが策定されていないことから、早急２．研究費の不正使用防止のための体制・ルール等の整備

18年度に「群馬大学科学者行動規範」及び「群馬大学における研究活動上 な対応が求められる。なお、危機管理に関しては、全学的・総合的な体制の確
の不正行為への措置等に関する規程」を策定し、研究者の研究活動（研究成 立が期待される 」との指摘を踏まえ、18年度に災害、事故、事件、薬品管理。
果の発表の過程を含む ）における「捏造 （存在しないデータ、研究成果を 等に関する全学的な対応マニュアルを策定するとともに 「国立大学法人群馬。 」 、
作成すること 「改ざん （研究資料、研究機器又は研究過程を変更する操 大学危機管理規則」に基づき、危機管理室の設置等の体制を整備した。）、 」
作を行いデータ・研究成果等を真性でないものに加工すること 「盗用 （他）、 」
者のアイディア、研究手法、データ、研究成果、論文等を当該他者の了解を
得ることなく又は適切な表示をすることなく流用すること）及び「研究資金
の不正使用 （法令及び本学が定める会計規則等に違反し、研究資金を使用」
目的以外のものに支出し、又は取引等の実態がないにもかかわらず不正に支
出すること等）などの不正行為を行った場合における措置等を規定した。
また、研究活動上の不正行為を防止し、不正行為に起因する問題が生じた
場合に適切な対応を図るため 「群馬大学研究行動規範委員会」を19年４月、
１日に設置した。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)
① 教育の成果に関する目標

（ⅰ）学士課程中
豊かな知性と感性、教養、創造性を持ち信頼される人格を備えた人材を育成する。全学共通の教養教育においては、幅広く深い教養を涵養するとともに、期
プレゼンテーション能力、外国語によるコミュニケーション能力、データ処理能力などの向上を図る。専門教育では、幅広い学識、専門分野における基礎知目
識、柔軟な実践的能力と問題解決能力、変動する社会へ対応する能力を養成する。標

（ⅱ）大学院課程
高い倫理観、豊かな学識及び学際的研究能力を持ち、新しい科学・技術の創造と、社会、地域の発展に貢献できる人材を育成する。専門領域の学問体系の
基礎から最先端までの知識・技能を持たせ、自立して研究活動を展開するための基本的能力、実践力、応用力を修得させる。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（１）教育の成果に関する目標を達成す （１）教育の成果に関する目標を達成す
るための措置 るための措置

（ⅰ）学士課程 （ⅰ）学士課程
教養教育の成果に関する具体的 教養教育の成果に関する具体的
目標の設定 目標の設定

【１】 【１】
1) 人文・社会・自然科学の各分 1) 人文・社会・自然 の各分 １．18年度に全学共通教育として重点的に取り組む課題６テーマを「教育改善推科学
野及び分野横断的科目を履修さ 野及び分野横断的科目を履修さ 進テーマ」として設定しているが、19年度は新たに１テーマ「物理教育」を加
せることにより、学問的な視野 せることにより、学問的な視野 え、教育の一層の改善、充実を図った。
を広げる。さらに、技術開発、 を広げる。また、技術開発、環 ２．いわゆる「ゆとり教育世代」の学生の学力測定のため 「力学基礎概念把握、
環境保全などに関わる社会問題 境保全などに関わる社会問題へ 度調査」を実施し、ゆとり教育の影響以上に、学生の日常生活体験の不足が影
への関心や洞察力を涵養する教 の関心や洞察力を涵養する教養 響を及ぼしている実態が明確になったことから、関係教員にその結果を周知す
養教育とともに、ボランティア 教育とともに、ボランティア活 るとともに、教育改善に資するため報告会を２回実施した。
活動などの実践的教育を強化す 動などの実践的教育をさらに充 ３．18年度に引き続き、ISO14001認証取得に対応して、教養教育の８科目を環境
る。 実させる。 教育科目に認定し、教育内容の充実及び必要な実験設備の整備を行い、学生の

環境意識の一層の向上を図った。また、今年度もゴミ・空缶を拾いながらの
ウォークラリーを実施し、学生に環境意識とボランティア精神を育てる取組を
行った。
４ 「多文化共生」及び「地域貢献」など社会的にニーズの高い課題に関する授．
業を３つの段階に構造化したうえで、18年度までの関連科目を分類・整理し、
新規の授業を開講するなど一層の充実を図った。

【２】 【２】
2) 外国語を読み・書き・聞き・ 2) 外国語を読み・書き・聞き・ １．外国語科目（英語）において、学力別クラス編成を導入し、学力に応じた習
話す能力を身に付け、世界各国 話す能力を身に付け、世界各国 熟度別教育による効果を組織的に検証した。
の事情を学び、国際化に対応で の事情を学び、国際化に対応で ２．総合情報メディアセンター主催によるe-ラーニングシステム（英語）の説明
きる人材を養成する。その検証 きる人材を養成する。教育成果 会を実施し、TOEIC演習授業等で積極的に活用できる環境を整え、学生の利用を
には、国際的な語学能力検定試 の検証には、国際的な語学能力 促した。
験（TOEICなど）を利用する。 検定試験（TOEICなど）を利用 ３．外国人教員による「自律学習」をキーワードとしたユニークな教育方法とし

する。 て、英字新聞を教材に授業の内容を学生と協議して進める授業を展開し、学生
○ 学生の学力に応じた習熟度 の意欲向上及び自主的学習を促す上で効果を上げている。
別クラス編成による授業を導 ４．語学能力検定試験の受験者数については、TOEICが194名、ドイツ語技能検定

群馬大学



- 58 -

入する。 試験が59名、フランス語技能検定試験は約100名であった。

【３】 【３】
3) 実践的な情報処理教育の充実 3) １．実践的情報処理教育の充実を図るとともに、情報処理入門の講義として情報情報の検索、レポートの作
を図り、IT活用によるデータ 倫理教育を全１年生必修とし、インターネット使用上のマナーや自己防衛の方成、意見の発表など、学生の
シート、ホームページ、レポー 法を学習させた。学習に必要な実践的情報処理
ト等の作成を通して、プレゼン ２．一定程度の情報処理技術を身に付けている学生を対象に、新たに情報処理中教育の充実を図る また イン。 、
テーションのための諸技能を修 級コースを設定し、習熟度に対応した教育体制を整えた。ターネットを利用する際のマ

ナーと自己防衛の方法も学ば得させる。
せる。

【４】 【４】
4) 少人数ゼミにより、学習方 4) 少人数ゼミにより、学習方 １．少人数ゼミ方式による学修原論（教養教育科目）において、文献を読み、そ
法・学問的方法論の基礎を学 法・学問的方法論の基礎を学 の結果をレポートにまとめ、発表討論することを重視した授業５科目を新設し
び、討論形式の演習・講義をさ び、討論形式の演習・講義をさ た。
らに充実し、高いコミュニケー らに充実し、高いコミュニケー ２．30名程度の中規模講義についても、少人数チーム編成による討議の時間を設
ション能力を修得させるととも ション能力を修得させるととも 定し、学生相互の討論能力及びチームワーク学習の向上を図った。
に、チームワーク学習の意義を に、チームワーク学習の意義を ３．医師に必要な生命・医療倫理観を形成するため、教養教育段階で実例を提示
体得させる。 体得させる。 した講義・演習を設定し、低学年で高い教育効果を上げた。

４．少人数制のチーム医療実習を行い、医療におけるチームワークの重要性、そ
の中で各医療従事者が果たすべき役割を、体験を通じて学習する教育を推進し
た。また、日本語研究の専門家によるコミュニケーション能力の向上を目的と
した講義を実施した。

学部教育の成果に関する具体的 学部教育の成果に関する具体的
目標の設定 目標の設定

【５】 【５】
1) 専門分野における学問体系の 1) 専門分野における学問体系の １．学部での学習と学校現場での体験、授業実践に関する基礎学習、教育実習と
基礎を理解するとともに、広い 基礎を理解するとともに、広い が相互連関的に展開する往還型新カリキュラムを実施した。
視野に立ち主体的に課題を探求 視野に立ち主体的に課題を探求 ２．コミュニケーションのとり方、患者との接し方、医療の仕組み、各職種の役
できる能力、学問分野にとらわ できる能力、学問分野にとらわ 割など、医療人としての基礎的な知識をテーマにした共通講義を専門分野の講
れない横断的な判断能力を育成 れない柔軟かつ総合的な判断能 師を招聘して開講した。
する。 力を育成する。 ３．保健学科では、PBL等の講義・演習を積極的に導入し、広い視野に立った主体

的な問題解決能力の涵養に努めた。また、他専攻の専門科目を当該専攻の選択
科目に認定し、専門領域にとらわれない柔軟な知識と技術の獲得を支援した。
４．科学技術論を開講し、様々な分野の第一線で活躍している先輩の体験談を聞
くことにより、技術者として必要な基礎学問を認識し、社会の要求である広い
視野に基づく課題探求能力、柔軟な判断能力を育成した。

【６】 【６】
2) 専門分野における諸活動及び 2) 専門分野における諸活動及び １．体験的科目や教育実践インターンシップの他に、多文化共生インターンシッ
社会貢献の基礎となる技能と知 社会貢献の基礎となる技能と知 プや健康づくり・地域づくりの観点からの体験学習を単位化し、実践的指導力
識を養う。 識を養う。 と専門的知識を確実に身に付けさせる教育を実施した。

２．学生が専門的知識・技能を生かした社会貢献のあり方を体験的に学習する場
を提供している 「多文化地域での教職インターンシップ」に教育学部生20名、。
「多文化共生インターンシップ」に教育学部６名、社会情報学部２名、医学部
10名の学生が参加した。
３．学部案内を学生の制作チームに作成させ、社会情報学の学習成果を社会に発
信する機会を提供した。
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４．医学・バイオ特許講座を開設し、知的財産・医学分野の特許についての基礎
知識や知的財産の取得法及び社会への還元法について学習させた。
５．分野別科目の中に「篤志による献体の意義 「寄生虫や国際感染症における」、
国際貢献 「法医学の実際」など社会貢献について学習する場を設けた。」、
６．患者の気持ちに配慮した病名告知の指導及び「医療の質と安全」の講義にお
いて元患者との対話集会を実施するなど、実習や講義では学べないことを感得
させた。
７．国際保健医療研修、国際・地域ボランティア研修を単位化して、社会活動の
基礎となる技能と知識を養った。
８．技術者原論を開講し、専門分野における活動、社会貢献の基礎となる技術者
倫理、工学倫理、先端技術、環境保護等の技術者教育を行った。

【７】 【７】
、 、 、 、3) 大学院教育との交流を促進 3) 学部学生に大学院講義聴講の 学部学生に対して 大学院授業一時公開 大学院との連携授業 シンポジウム

し、早期に先端的専門研究に対 機会を与えるなど、大学院教育 各種セミナー、大学院修士論文発表会等への参加を促し、先端的専門研究に対す
する関心を喚起する。 との交流を早期から促進し、先 る関心を早期から喚起した。

端的専門研究に対する関心を喚
起する。

卒業後の進路等に関する具体的 卒業後の進路等に関する具体的
目標の設定 目標の設定

【８】 【８】
専門職業人として、産業・社 専門職業人として、社会で活 １．18年度に引き続き、キャリア教育の趣旨に沿う16科目をキャリアデザイン科
会で活躍できる人材を育成す 躍できる人材を育成する。国家 目に設定し、学生の社会人基礎力の向上を図った。また、キャリア教育充実の
る。国家資格などの取得につい 資格などの取得について、具体 ため、教養から専門課程にわたる系統的なキャリア教育システムの構築を図っ
て、具体的目標を設定する。就 的目標を設定する。就職につい た。
職については、低学年から職業 ては、低学年からインターン ２．キャリアデザイン科目の中から、インターンシップ科目を指定し、大学教育
意識向上のための指導を強化す シップの推進や職業意識向上の センターの支援下で全学的なキャリア教育の充実を図った。また、教養教育科

、 、 、る。また、大学院進学を促進す ための指導を強化する。キャリ 目において キャリアデザイン科目を５科目新設し コミュニケーション能力
るための指導体制を充実する。 ア・デザイン科目を低学年から リテラシー能力等の向上を図った。

実施する。また、大学院進学を ３．多文化地域で「共生マインド」をもって活躍できる人材を育成するため 「多、
促進するための指導体制を充実 文化共生インターンシップ」を実施した。さらに、複数年度に異なる機関へ就
する。 業体験する「多文化地域での就業体験Ⅰ～Ⅲ」を開設し、経験に応じた指導の

充実を図った。
４．卒業研究の履修における個人指導を通して、大学院への進学を促進した。
５．教員就職率60％と本学卒業者の群馬県教員採用者における占有率50％を目標
として設定した。
６．医学部医学科では、附属病院における早期体験実習、老人福祉施設等におけ
るチームワーク実習等を通じて、医療人の社会的役割を理解するシステムを推
進した。臨床実習では、19年度学生支援GP「チューター制度を活用した臨床実
習支援」により、クリニカルクラークシップを徹底し、６年一貫のきめ細かい
学生の視点に立脚した支援を行っている。

教育の成果・効果の検証に関す 教育の成果・効果の検証に関す
る具体的方策 る具体的方策

【９】 【９】
1) 学生による授業評価を定期的 1) 学生による授業評価を定期的 １．授業評価については、中期（年度）計画【236】の『平成19年度の実施状況概
に行い、その結果を組織的に検 に行い、その結果を大学評価室 略』参照。
証し、改善策を立案する。 並びに大学教育・学生支援機構 ２．教員の意欲向上と大学教育の活性化を図ることを目的に、教養教育、各学部



- 60 -

群馬大学
及び各学部等で組織的に検証 の専門教育からベストティーチャー優秀賞候補者11名を選考し、その中から選
し、改善に資する。 抜された最優秀候補者５名による公開模擬授業を実施して、最優秀賞・優秀賞
○ 教育実践に顕著な成果を挙 受賞者を決定した。また、各学部毎に受賞者による模擬授業を行い、教育方法
げた教員にベストティー の改善に努めた。
チャー賞を授与し、受賞者に
よる公開模範授業等を通して
FDの充実を図る。

【１０】 【１０】
2) 課題探究型少人数学習におい 2) 課題探究型少人数学習におい 課題探求型少人数ゼミ形式の学修原論の中で５科目をキャリアデザイン科目に
て､課題解決のための調査､結果 て、課題解決のための調査、結 指定し、そこでは、学生との対話、課題探求に向けた調査、結果レポートの作成
のまとめ､レポートの作成､発表 果のまとめ、レポートの作成、 や発表、相互討論などをより多く取り入れ 「学修原論」の趣旨をこれまで以上、
などの過程で教員と学生の対話 発表などの過程で教員と学生の に実現する措置をとった。また、専門書読解の準備として、本を読ませてレポー
を通して教育成果を検証する｡ 対話を通して教育成果を検証す トにまとめ、発表・討論する学生主体の学習形態を強化し、併せて教育の成果を

る。 検証した。

【１１】 【１１】
3) TOEIC、TOEFL、JABEE等の国 3) TOEIC、TOEFL、ドイツ語検定 １．TOEIC演習授業、模擬テスト及び説明会を実施し、TOEICの積極的な受験を促
際的な教育規格により教育成果 及びJABEE等の国際的な教育規 し 習熟度評価に活用した 受験者数については 中期 年度 計画 2 の 計、 。 、 （ ） 【 】 『
を検証する。 格により教育成果を検証する。 画の進捗状況 4.』を参照。

２．工学部では教養教育において、JABEEによる講義内容、試験問題等の検討を行
い、教育の改善を行った。

（ⅱ）大学院課程 （ⅱ）大学院課程
大学院教育の成果に関する具体 大学院教育の成果に関する具体
的目標の設定 的目標の設定

【１２】 【１２】
課題を把握し 問題を設定し 修士課程では、高度専門職業 【教育学研究科】、 、
実験等によりデータを取得し、 人としての深い知識の習得と専 18年度に単位化した教育実践インターンシップ、学校現場や教育関連機関に
その結果に論理的考察を加え、 門的技術の体得を目標とする。 おける研究体験等を通して、専門性と実践的指導力の向上を図った。
新しい知の創造ができる能力を 博士課程では 課題を把握し 【社会情報学研究科】、 、
養成する。さらに、その成果を 問題を設定し、実験等により カリキュラムに、行政管理分析や経営管理分析科目群等の６科目群を組み込
国内外の研究会や学会、あるい データを取得し、その結果に論 み、実践的教育に努めている。また、研究計画の策定から修士論文作成まで個
は、専門学術誌などに公表でき 理的考察を加え、新しい知の創 別にきめ細かく指導し、かつ、中間発表会の回数を増やすなど、質の高い論文
る能力を養成する。 造ができる能力を養成する。さ 作成能力の向上を図った。

らに、その成果を国内外の研究 【医学系研究科生命医科学専攻】
会や学会、あるいは、専門学術 19年度から学生を受入れ、生命倫理、社会環境医学などの講義の他、基礎医
誌などに公表できる能力を養成 学英語、統計・情報処理などの実習、演習を実施し、高度専門職業人の養成に
する。 向けて着実に教育を履行した。

【医学系研究科医科学専攻】
「 」、「 」、「 」生命倫理公開セミナー 研究成果考察セミナー 研究発表討論セミナー
などを通して、倫理観の涵養、論理的・科学的なプレゼンテーションの能力や
討論能力の向上を図っている。また 「医学基礎技術実習」を通じて、医科学、
研究や生命科学研究の基礎を修得させるとともに 「英語論文の書き方セミ、
ナー」において、研究論文を作成する能力を開発している。
共同研究の現状と研究発表を実施し、相互評価により優れた活動を顕彰すると
ともに、インパクトファクター3.0以上の高い学術雑誌への掲載を３年次終了の

、 、 。 、要件とし さらに 優秀な学生を表彰してインセンティブを与えている また
優秀な学生の海外における発表等に対して経費の助成を行った。
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【医学系研究科保健学専攻】
学年当初において、指導教員の個別指導により、研究目標・方法を設定し、
研究計画書を作成させている。研究においては、十分なデータに基づく考察を
重ねさせ、その過程で国内外の必要な文献を詳読させている。また、研究分野
の専門学会や研究会への入会と研究発表を経験させることにより、新しい知の
創造ができる能力を育成した。
【工学研究科】
研究教育、ゼミ等を通じて、少人数制あるいはマン・ツー・マンの指導体制

、 、 、による教育を実践し さらに 主査・副主査制による複数教員指導体制により
より広い視野を身に付けさせる教育を行った。
また、学会等での研究発表を推奨し、論理的に議論を展開できる能力を養成す
るとともに、博士後期課程では、専門雑誌での成果公表を義務づけ、新しい知
の創造に貢献できる能力の養成を行った。

修了後の進路等に関する具体的 修了後の進路等に関する具体的
目標の設定 目標の設定

【１３】 【１３】
教育・研究者を目指す者は、 教育・研究者を目指す者は、 １ 「情報関係の特論 「専門外国語」及びMOTプログラムの一環である「産業分． 」、
国内外の教育・研究機関で研 国内外の教育・研究機関で研 析スキル 「ビジネスプラン策定スキル」などの実践的な科目を開講し、現代」、
究・教育職、あるいは特別研究 究・教育職、あるいは特別研究 の「高度専門職業人」に必要な情報技術とコミュニケーション能力、実践的な
員などの地位を得て自立的に活 員などの地位を得て自立的に活 技能を養成した。
動できるように、また、民間企 動できるように、また、民間企 ２．医学系研究科では、学術振興会特別研究員、研究機関のポストドクター等と
業・行政などを目指す者は、大 業・行政などを目指す者は、大 して、研究を継続できるよう各修了生毎に研究指導者を配置し、21世紀COEプロ

、 。学院で修得した課題探究型能力 学院で修得した課題探究・問題 グラムに参画している大学院生には 研究費支援に加えて生活費支援も行った
を活かせるように指導する。 解決能力を活かせるように指導 ３．TAやRAを活用し、教育研究の現場を体験させるとともに、自己の研究目的以

、 。する。 外の幅広い知識・技術を身に付けられるよう 関係機関での研鑽を勧めている
また、学外研修を一定の基準の下に単位認定した。
４．学外の研究機関・企業に学生を派遣し、研究者としての視野を広げる特別実
習を実施した また 派遣型高度人材育成協同プラン 長期派遣型人材育成イン。 、 （
ターンシップ）を工学研究科で実施し、高度専門職業人としての人材育成を進
めている。

教育の成果・効果の検証に関す 教育の成果・効果の検証に関す
る具体的方策 る具体的方策

【１４】 【１４】
セミナー、研究会、学会など セミナー、研究会、学会など １．学会での発表、各種受賞、表彰状況を調査して教育効果を検証し、特に顕著
に積極的に参加させ、学術交流 に積極的に参加させ、学術交流 な研究成果をあげた学生に対しては、優秀賞等を授与し顕彰した。
及び外国人研究者との交流を通 及び外国人研究者との交流を通 ２．医学系研究科では、19年度「大学院教育改革支援プログラム」により、国際
して、教育成果を検証する。ま して、教育成果を検証する。ま 学会において第１著者として発表する15名の大学院生に渡航旅費を支援した。
た、原著論文の専門学術誌上で た、原著論文の専門学術誌上で また、支援を受けた学生は学会発表の概要をワークショップ等で行うこととし
の公表、国内外で開催される専 の公表、国内外で開催される専 ている。

． 、 、 、 、門学会での発表、各種受賞、表 門学会での発表、各種受賞、表 ３ 医学系研究科では 研究内容 プレゼンテーションの要領 質疑応答の内容
彰等の成果を評価する。 彰等の成果を評価する。 業績などを基に 「大学院教育改革支援プログラム」における「研究活動活性、

化プログラム」により、34名の優秀な大学院生を選考し、１件60万円程度の研
究助成を行った。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)
② 教育内容等に関する目標

（ⅰ）学士課程中
明確な勉学意欲と豊かな倫理観を持つとともに、基礎的学力を備えた学生を選抜することをアドミッション・ポリシーとするが、高校教育のプロセスに対期
応した柔軟な入学者選抜にも配慮する。さらに、社会人、留学生などにも広く門戸を開く。目
教養教育では、幅広く深い教養、総合的判断力、自然との共生を基盤にした豊かな人間性を育てるカリキュラムを、専門教育では、専門分野の最新の知識標
及び技術を修得する基礎的能力や課題解決能力を養成するためのカリキュラムを設計する。
教育方法では、講義と実験・実習・ゼミなどを適切に組み合わせることにより、学習意欲の向上とその成果の定着を図る。実験・実習・ゼミでは少人数教
育を実施し、課題探求・問題解決型学修を導入するとともに、コミュニケーション能力などの向上を図る。
成績評価においては、それが学生や社会に信頼され、学習意欲を引き出すものとなるように評価方法を改革する。

（ⅱ）大学院課程
アドミッション・ポリシーは、専門領域における基礎知識と将来指導的役割を担うための資質・能力・意欲・倫理観を持つ人材を選抜すること、及び多様
な学修歴を持つ受験者の資質・能力を適切に評価し、社会人や留学生を積極的に受け入れることである。
教育課程では、高い倫理観に立脚し、専門的知識及び技術を修得した高度専門職業人、並びに創造的能力を備えた研究者を育成する。
教育方法は、体系性をもった多様な学科目の修得を義務づけるとともに、国内外の諸機関との連携により視野を広げる教育を実施する。
成績評価は、客観性のあるものにし、それが学生や社会に信頼され、学習意欲を引き出すものとなるように評価方法を改革する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（２）教育内容等に関する目標を達成す （２）教育内容等に関する目標を達成す
るための措置 るための措置

（ⅰ）学士課程 （ⅰ）学士課程
アドミッション・ポリシーに応 アドミッション・ポリシーに応
じた入学者選抜を実現するため じた入学者選抜を実現するため
の具体的方策 の具体的方策

【１５】 【１５】
． （ 、 ） 、 。1) 大学説明会、オープンキャン 1) 大学説明会、オープンキャン １ 全学合同の大学説明会 ８月３日 ４日 を実施し 1,372名の参加者を得た

パス、高等学校大学連携授業等 パス、高等学校大学連携授業、 また、新たに高崎、桐生市内で募集要項の配付及び進学相談会を実施し、650名
を積極的に実施し、各高校にア 進路指導教諭との懇談会等を積 の参加者を得た。さらに、県内外の進路指導担当教諭を対象とした「群馬大学
ドミッション・ポリシーを広報 極的に実施し、各高校にアド の説明・見学会」を開催し、41校41名の参加者があった。これらの機会に本学
する。同時に、大学ホームペー ミッション・ポリシーを広報す のアドミッション・ポリシーを広報した。
ジや各種大学受験案内などに入 る。同時に、大学ホームページ ２．模擬授業、出前授業、大学見学会及び進学相談会の実施を学生受入センター
試情報を掲載し、広報活動を活 や各種大学受験案内などに入試 に集約して、迅速かつ効率的な運用を図った。
性化する。 情報を掲載し、広報活動を活性 ３．各学部において、オープンキャンパスの実施、高校訪問（模擬授業含む 、）

化する。 進路指導教諭との懇談会、各種イベントへの参加等を通じて、教育研究活動の
○ 各種イベントへの参加、高 現状や入試等についての広報を展開した。
校訪問、広報誌の活用等によ ４．受験案内、入試情報、大学説明会の計画等をホームページに掲載するととも
る宣伝活動を積極的に行う。 に、大学入試センターが運営するハートシステムに入試情報を掲載するなど、

受験生への便宜を図った。また、日経BP企画発行の「変革する大学」シリーズ
の群馬大学版を発行し、大学の最新の情報や取組みを広報した。

【１６】 【１６】
2) 入学者選抜方法研究委員会に 2) 入学者の追跡調査を行い、実 入学者選抜方法研究委員会において、入試状況、各種アンケート及び入学後の
おいて、入学者の追跡調査を 態を把握するとともに、選抜方 成績等の追跡調査を行い、20年３月に報告書を発行し、次年度以降の選抜方法の
行って実態を把握し、改善策を 法の改善に役立てる。 改善に資することとした。
選抜方法の改善に役立てる。

【１７】 【１７】
． 、 、 、 、3) 社会人、私費留学生、帰国子 3) 社会人、私費留学生、帰国生 １ 社会人 私費留学生 帰国生特別選抜を引き続き実施し 募集人員の明確化

女特別選抜を引き続き実施す 特別選抜を引き続き実施する。 選抜の申し合わせの改訂を実施するなど、積極的に受入れを行った。
る。また、国費留学生も広く受 また、国費留学生も広く受け入 ２．留学フェア（東京、大阪 、海外留学フェア（台湾、韓国、ベトナム）に教）
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け入れる。 れる。 職員を派遣し、本学の紹介、留学勧誘など積極的な広報活動を行った。また、

台湾の情報誌に本学の広報記事を掲載した。
３．ハノイ工科大学とのツイニングプログラムの利用により、４名の留学生を受
入れた。

【１８】 【１８】
4) アドミッション・ポリシーに 4) 学生受入センターを中心に入 学生受入センター（運営委員会、同委員会入試部会）において、入試調査等に
適合した学生の受け入れを推進 試広報、入試調査等を行い、入 基づき、群馬大学入学者選抜の改善並びに平成21年度、22年度以降の入学者選抜
するために、アドミッション・ 学者選抜方法の改善に資する。 について検討を行い、方針を決定した。
オフィス（仮称）の設置を検討 入試広報については、中期（年度）計画【15】の『計画の進捗状況』参照。
する。

教育理念に応じた教育課程を編 教育理念に応じた教育課程を編
成するための具体的方策 成するための具体的方策

【１９】 【１９－１】
1) 教養教育においては、少人数 1) -① 教養教育においては、少 １．ゼミ方式の学修原論については、少人数クラスの編成を徹底し、学生の主体
ゼミ、総合的学習、外国語教育 人数ゼミ、総合的学習、外 的活動を重視する授業形態を推進した。
などに重点をおくとともに、専 国語教育などに重点をおく ２．数学と情報処理に中級コース２科目を設け、比較的高いレベルの学力を持つ
門科目に関連した分野の充実を とともに、専門科目に関連 学生のニーズに応えた。
図る また 国際的コミュニケー した分野の充実を図る。ま ３．大学教育センター外国語教育部に４名の教員（内３名は外国人教員）を配置。 、
ション能力の育成、情報判断能 た、国際的コミュニケー し上級英語科目等を通じて、コミュニケーション英語能力の一層の向上を図っ
力を含めた幅広い情報処理能力 ション能力の育成、情報判 た。
の育成、自らの健康状態を判断 断能力を含めた幅広い情報 ４．健康科目を全学必修科目に設定し、基礎的健康知識の増進を図った。
することができる基礎的健康知 処理能力の育成、自らの健 ５．トピックス的な内容を持つ特定の科目については、広く学外から講師（ゲス
識の増進などを図る。さらに、 康状態を判断することがで ト講師）を招き、学生の学習意欲を高めている。
学生の学習意欲を高めるため きる基礎的健康知識の増進
に、産業界等から非常勤講師を などを図る。さらに、学生
招き、トピックス的な内容を持 の学習意欲を高めるため
つ特別科目の充実を図る。 に 産業界等からの講師 ゲ、 （

スト講師）を招き、トピッ
クス的な内容を持つ特別科
目の充実を図る。

【１９－２】
、 、 「 」-② 学長、役員等による体系 学長 理事 学部長等による連続講義 群馬大学・学－教育と研究と地域と－

的な教養教育公開講義を実 を教養教育の正規の履修科目に設定し、本学の特徴、勉学の意義、地域への貢献
施する。また、単位化及び などについて体系的な講義を行い、本学で学ぶ自覚と責任を持たせた。また、各
授業評価についても実施す 授業毎に20分間の学生によるグループ討議と発表を取り入れ、学生の自律的な学
る。 習を促した。また、大学教育センターにおいて、教養教育に関する授業評価アン

ケートを実施し、その結果を講義内容の改善に役立てた。

【２０】 【２０】
2) 専門教育では、コア・カリ 2) 専門教育では、コア・カリ １．各学部・専門分野で核となる科目を必修科目群とするとともに、多彩な選択
キュラムと選択カリキュラムを キュラムと選択カリキュラムを 科目を設定して主体的な学習支援を行っている。
区分して設定する。また、学生 区分して設定する。また、学生 ２．実験、実習、演習等において学生参加型少人数教育を充実させ、課題探求能
参加型少人数教育を充実し、自 参加型少人数教育を充実し、課 力、問題解決能力の涵養を図った。
己能力、問題解決能力を涵養す 題探求能力、問題解決能力を涵 ３ 卒業研究は 指導学生数を少人数に抑え きめ細かな指導ができる体制をとっ． 、 、
る。卒業年には、卒業研究を課 養する。卒業年には、卒業研究 ている。また、保健学科においては、卒業研究の充実が図れるよう、３年次後
し（医学科を除く 、きめ細か を課し（医学科を除く 、きめ 期から卒業研究に着手させている。） ）
な指導が可能なシステムを充実 細かな指導が可能なシステムを
する。 充実する。

授業形態、学習指導法等に関す 授業形態、学習指導法等に関す
る具体的方策 る具体的方策
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【２１】 【２１】
1) 少人数ゼミ形式の授業では、 1) 少人数ゼミ形式の授業では、 １．教養教育において、少人数ゼミとして学修原論を開講し、課題発見法、分析
課題発見法・分析 ・発表法・ 課題発見法・分析 ・発表法・ 法、発表法、レポートの作成法を修得できるよう指導している。また、専門英法 法

、 、 、レポート作成法などを修得させ レポート作成法などを修得させ 語教育において 技術論文 書簡を読む・書く・聞く能力を高める指導を行い
る。総合的学習と、外国語教育 る。総合的学習と、外国語教育 英語のプレゼンテーションにより、コミュニケーション能力を高めている。
においては、視聴覚教材等を活 においては、視聴覚教材等を活 ２．ゼミ、卒業研究においては、少人数教育を実施し、パワーポイント、DVD、実
用するとともに、教員と学生間 用する。 物投影機などの視聴覚機材を積極的に活用し、情報収集、課題分析、プレゼン
のコミュニケーションを密にす テーション、ディスカッション、論文作成などの方法を学ばせている。
る。

【２２】 【２２】
． 、 。 、 、2) スキル養成を目的とする授業 2) スキル養成を目的とする授業 １ 情報処理 生物実験などの授業にはTAを重点的に配置している また 実験

には、TAなど教育支援者を重点 情報処理入門 生物学実験等 実技等の学生のスキル向上を目的とする物理実験、化学実験、健康科学、情報（ 、 ）
的に配置する。また、安全性が には、TAなど教育支援者を重点 処理については、補助者を配置し、学生の安全確保と指導の支援を行った。
必要な授業（健康学の実技、薬 的に配置する。また、安全確保 ２．19年度は、TA41名を配置した。
品等の処理を含む実験等 には を必要とする授業（健康科学の） 、
補助員を配置する。 実技、薬品等の処理を含む実験

等）には、補助者を配置する。

【２３】 【２３】
3) 担任制、オフィスアワー、TA 3) 担任制 オフィスアワー TA １．各学部の特性に応じてクラス担任等を設け、きめ細かな対応がとれる体制を、 、 、
を充実させるとともに、履修ガ 履修ガイダンス等を充実する。 整備している。
イダンスと学生相談体制を充実 また、修学上及び生活上の問題 ２．オフィスアワーについては、全教員が設定し、掲示板やホームページに掲載
する。また、修学上の問題を抱 を抱えた学生の支援体制を強化 したシラバスに設定時間を明記するなど学生に周知し、履修等の個別相談に応
えた学生の支援体制を強化す する。 じている。

． 、 、 、 。る。 ３ 学部毎に 各学年 編入生 留学生を対象に履修ガイダンスを実施している
． 、 、 、 、４ TAについては 実験 実習 情報処理など必要な科目において活用しており
学生の指導において効果を上げている。

【２４】 【２４】
4) 定期的にFDを企画し、斬新な 4) FDを企画し、斬新な教育方法 １．中期（年度）計画【9】の『計画の進捗状況』並びに【236】の『平成19年度
教育方法の開発・紹介を行い、 の開発・紹介を行い、教員の教 の実施状況概略』参照。
教員の教育能力の向上に努め 育能力の向上に努める。 ２．各学部毎に、定期的な公開授業の実施やワークショップの開催により授業方
る。 法の改善に努めた。また、学生による授業評価と教員相互の評価等に基づき、

顕彰やインセンティブ付与などを行い、教員の教育能力の向上に努めた。

【２５】 【２５】
5) 研究生、科目等履修生、聴講 5) 研究生、科目等履修生、聴講 １．研究生、科目等履修生、聴講生の窓口となる教員及び事務係を決め、きめ細
生の指導方法を改善する。各学 生の指導体制を明確にするとと かな指導ができる体制をとっている。また、事前に受入教員が十分な面談を行
部等と留学生センターとの連携 もに、指導方法を改善する。 い、関連分野の教員と連携を図りつつ、学生のニーズに応じた指導体制を構築
を緊密にして、留学生チュー した。
ター制度の充実を図る。 ２．留学生チューター制度の充実を図るため、チューター（本学学生）に対して

複数回のオリエンテーションを行い、指導法や留学生との接し方等について指
導するとともに、逐次、報告書の提出を求め、必要に応じて指導助言を実施し
た。
（チューター数は157名（対前年度55名増 ））

適切な成績評価等の実施に関す 適切な成績評価等の実施に関す
る具体的方策 る具体的方策

【２６】 【２６－１】
1) シラバスでは、成績評価基準 1)- ① シラバスでは、成績評価 シラバスにより、授業概要、成績評価基準、成績評価方法、学習効果等を明示
や到達基準を明示する さらに 基準や到達基準を明示す した。。 、
試験の配点、成績評価の根拠な る。
どを公表する。
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【２６－２】

- ② 試験の模範解答及び配 論述試験等の模擬解答や成績評価の根拠が示しにくい科目以外の科目について
点、成績評価の根拠などを は、試験の模擬解答及び配点・成績評価の根拠などを公表している。
公表する。

【２７】 【２７】
2) 教養教育では、個々の知識量 2) 教養教育では、個々の知識量 教養教育の柱となる学修原論、総合科目、分野別科目については、最終成績評
だけではなく、総合力（基礎知 だけではなく、総合力（基礎知 価を試験だけでなく、自己学習能力、発表能力、レポート作成、授業への真摯な
識 自己学習遂行 調査 発表 識 自己学習遂行 調査 発表 取組や姿勢等を勘案して、総合的に判断している。、 、 、 、 、 、 、 、
文書作成力等）も重視した成績 文書作成力等）も重視した成績
評価を実施する。 評価を実施する。

【２８】 【２８】
3) 教育効果の向上を図るために 3) GPAを利用した成績優秀な学 全学部において、GPAを採用し、成績の優れた上位５％程度の学生にはS評価を
全学部においてGPA（Grade poi 生の顕彰を行う。 与え、学生の学習意欲を喚起している。また、GPAを利用して各学部から推薦され
nt average を導入する また た成績優秀な６名の学生に対して、卒業時に学長表彰を行った。） 。 、
GPAを利用した成績優秀な学生
の顕彰制度を確立する。

（ⅱ）大学院課程 （ⅱ）大学院課程
アドミッション・ポリシーに応 アドミッション・ポリシーに応
じた入学者選抜を実現するため じた入学者選抜を実現するため
の具体的方策 の具体的方策

【２９】 【２９】
1) 学部教育の課程で、大学院教 1) 学部学生に大学院講義聴講の １．各学部毎に学部学生や学外者を対象とした大学院説明会を定期的に開催し、
育の意義を明確にし、大学院進 機会を与えるなど、大学院教育 大学院での修学の意義、研究内容、修了後の進路、経済的な支援及び研究費支
学への関心を喚起する。また、 との交流を早期から促進し、先 援などについて説明を行った。また、社会人に対しては、休日に説明会を実施
学内者、学外者を対象として、 端的専門研究に対する関心を喚 するなどの便宜を図った。
大学院説明会を実施する。 起する。また、学部学生や学外 ２．学部学生に対して、国内外の学会、研究会、シンポジウムへの積極的な参加

者 社会人含む を対象として を促すとともに、大学院発表会、大学院生の研究を見学する機会などを設ける（ ） 、
大学院説明会を実施する。 など、先端的専門研究に対する関心を喚起している。

【３０】 【３０】
2) 各種媒体を利用して、アド 2) 各種媒体を利用して、アド １．大学ホームページに大学院のページを新たに掲載するなど、ホームページの
ミッション・ポリシー、選抜方 ミッション・ポリシー、選抜方 リニューアルあるいは充実を図り、アドミッション・ポリシー、選抜方法や教
法や教育内容、主要研究設備及 法や教育内容、主要研究設備及 育内容、研究室や教員の研究内容等を広報した。
び教員の研究内容等を広報す び教員の研究内容等を広報す ２．19年度に新たに構築した「大学情報データベース」により教員の研究業績等
る。公開講座、高等学校と大学 る。公開講座、高等学校と大学 をホームページに公開した。
間連携事業などを企画・主催し 間連携事業などを企画・主催し ３．工学研究科では、大学院説明会、研究科オープンウィーク、公開授業、高等
て、研究科の教育内容、研究活 て、研究科の教育内容、研究活 学校と大学間連携事業等を通じて、研究科の研究内容、研究活動を広報した。
動を広く宣伝し、大学院志望者 動を広く宣伝し、大学院志望者 また、社会人に対しては、企業懇談会や企業訪問等の際に詳しく説明し、社会
の増加を図る。 の増加を図る。 人学生の増加に努めた。

【３１】 【３１】
3) 社会人に対しては、経験や実 3) 社会人に対しては、経験や実 １．社会人に対しては、実務経験や職場での業績、臨床・研究歴、学会発表など
績の評価も取り入れて選抜す 績の評価も取り入れて選抜す を評価に取り入れて選抜した。
る。留学生には、日本語能力の る。留学生に対しては、その受 ２．留学生に対しては、英語による問題を別に作成し、面接時においても語学に
不足を配慮した受け入れ体制の け入れ体制の充実を図る。 配慮するなど受入体制の充実を図った。
充実を図る。 ３．留学生の立場に立った入試広報、受験のための負担軽減、留学生に対する入

試選考の簡素化等を「留学生受入に関するワーキング・グループ」で検討し、
国際交流企画室において 「留学生に係る大学院入試についての指針」を策定、
した。

教育理念に応じた教育課程を編 教育理念に応じた教育課程を編
成するための具体的方策 成するための具体的方策
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【３２】 【３２】 １．中教審の答申を踏まえ、専門性と実践的指導力を兼ね備えた高度専門職業人
1) 大学院課程で共通に必要とさ 1) 大学院教育を充実させるた としての教員養成を行うため、20年度に教育学研究科修士課程学校教育専攻及
れる知識・技能を厳選し、これ め、大学院課程で必要とされる び教科教育専攻を改組し、専門職学位課程教職リーダー専攻並びに修士課程教
らを効率よく修得させるための 知識・技能を厳選し、これらを 科教育実践専攻を設置することとした。
共通カリキュラムを編成する。 効率よく修得させるためのカリ ２．医学系研究科では、平成19年度大学院教育改革プログラム「先端的医学系大
また、学部のカリキュラムと連 キュラム及び学部のカリキュラ 学院教育の拡充・展開と実践」の取組として、高度な研究を立案推進し、国際
続性・整合性を持つ大学院カリ ムと連続性・整合性を持つ大学 的に活躍できる基礎・臨床医学研究者や、倫理観と科学に裏付けられた高度な
キュラムを編成する。 院カリキュラムを編成する。 技能を有する高度専門職業人たる臨床医の養成を体系的に実施するため 基礎・、

臨床融合型大講座を基盤とする「研究活動活性化プログラム 「国際化向上プ」、
ログラム 「社会貢献活動推進プログラム 「基礎・臨床融合型研究推進プロ」、 」、
グラム」を実施している。
３．医学系研究科博士前期課程に、専門看護師養成コースを設置し、20年度に専
門看護師養成課程に発展させることとしている。そのために、新たな科目の設

、 。置や既存科目の変更等 大幅なカリキュラム改訂及び実習体制の整備を行った
４．工学部・工学研究科の改組を実施し、学部のカリキュラムと連続性・整合性
を持つ大学院カリキュラムの編成を行った。

【３３】 【３３】
、 、 、2) 学生参加型少人数授業を取り 2) 学生参加型少人数授業を取り 大学院の多くの授業で学生参加型少人数教育を実施し 演習 実習においては

入れ、その企画・立案・進行・ 入れ、その企画・立案・進行・ 企画、立案、調査、発表、討論などの一連の流れを学生主体で行わせている。ま
評価などを学生主体で行わせ 評価などを学生主体で行わせ た、医学系研究科では、学生主体による「研究成果考察セミナー」などの各種セ
る。 る。 ミナーを学年毎に実施し、教育効果を高めている。

【３４】 【３４】
3) 学外での教育研究活動の単位 3) 学外での教育研究活動の単位 １．企業などでの実習を対象に、インターンシップ、派遣型高度人材育成協同プ
化やインターネットなどによる 化やインターネットなどによる ランを設けて単位化を実施している。また国内外での一定の条件を満たす活動
遠隔地からの研究指導の制度化 遠隔地からの研究指導の制度化 に対して、学外特別研修として単位を認定し効果を上げている。
を検討する。 を検討する。 ２．社会人学生に対する論文指導において、メールを活用した指導を実施してい

る。また、工学研究科の一部の専攻において、e-ラーニングによる科目開設に
伴うシステムの整備を進める一方、太田キャンパスの開校や他大学との連携事
業に伴うインターネットやテレビ会議システムの導入を20年度に向けて進めて
いる。

【３５】 【３５－１】
4) 留学生に対しては、留学生の 4) -① 留学生に対しては、留学 １．留学生の日本語力を事前にチェックした上で、カリキュラムを設計するとと

、 、 。ニーズに合わせた教育プログラ 生のニーズに合わせた教育 もに 留学生個々の属性 能力に応じて多様な組合せの日本語授業を提供した
ム及び留学生センターによる日 プログラムを整備する。 ２．アジア人財資金構想（経済産業省・文部科学省共催）高度専門留学生事業に
本語教育を整備充実する。社会 よる留学生の受入れに伴い 同コースの日本語教育と既存の日本語教育を再編・、
人や科目等履修生のために、夜 融合させることで、多様な留学生のニーズに効果的に対応した。当該事業によ
間開講のカリキュラムを充実さ り５名の在学生が国費留学生に採用となった。
せる。

【３５－２】
-② 社会人や科目等履修生の １．各研究科において、社会人や科目等履修生が就業と修学が両立できるよう、
ために、夜間開講のカリ 夜間開講プログラム、土日、夏期などの特定時期における集中講義、サテライ
キュラムを充実させる。 ト教室での講義を実施した。

２．医学部保健学科では、大学院教育支援改革プログラム「地域・大学院循環型
」 、 、保健学リーダーの育成 において 社会人を対象とした教育プログラムにより

就労しながら教育研究指導を受けられるカリキュラムを設置した。
３．19年度の工学部・工学研究科改組に伴い、北関東随一の製造業集積地である
太田市に新キャンパスを設置し、社会人や地域のニーズに応えた。

授業形態、学習指導法等に関す 授業形態、学習指導法等に関す
る具体的方策 る具体的方策

【３６】 【３６】
1) 履修ガイダンスの充実ととも 1) 履修ガイダンスの充実を図 １．入学時に履修手引きに基づき、履修ガイダンスを実施するとともに、専攻別
に、学生の修学相談に応じられ り、学生の修学相談に応ずる。 ガイダンスを実施した。
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る体制を整備する。 ２．指導教員、教務委員、関係事務係と、随時、履修に関する相談がとれる体制

を整備している。また、在学延長者に対しては、指導教員が定期的に進捗状況
を確認している。

【３７】 【３７】
2) 教員に対するFDや公開授業な 2) 教員に対するFDや公開授業な １．授業評価により選ばれた講義を公開授業として実施し、授業後の参加教員に
どを開催して、斬新な教育方法 どを開催して、斬新な教育方法 よる授業研究を通じて、教育方法の改善に役立てた。
を紹介し、積極的な利用を支援 を紹介し、積極的な利用を支援 ２．FD・公開授業などを開催し、相互評価を行って、教育方法の改善に努めてい
する。 する。 る。

【３８】 【３８】
3) 国内外の教育研究機関での実 3) 国内外の教育研究機関での実 １．医学部医学科では、19年度大学院教育改革支援プログラム「先端的医学系大
習や学外組織とのネットワーク 習や学外組織とのネットワーク 学院教育の拡充・展開と実践」の「国際化向上プログラム」により、海外の学
授業を推進する。 授業を推進する。 生・教員との交流が図られている。また、各研究科において、既存の大学間協

○ 海外の学生との交流を推進 定等に基づく海外の学生との交流が順調に進展している。
するための支援プログラムを ２．市教育委員会や公的機関と連携した「教育実践インターンシップ 「多文化」、
充実する。 共生インターンシップ」や派遣型高度人材育成協同プランによる企業の研究部

門等への「派遣型インターンシップ」を単位化し、教育研究機関等での実習を
奨励している。

【３９】 【３９】
4) 研究生、科目等履修生、聴講 4) 研究生、科目等履修生、聴講 １．19年度から、社会人学生等が一定期間にわたり教育課程を履修し、修了する
生のニーズに応えるために指導 生のニーズに応えるために指導 ための長期履修学生制度を導入した。
方法を改善する。各研究科と留 方法を改善する。また、各研究 ２．社会情報学部では、経営管理科目や観光関連科目を学外サテライト教室で開
学生センターが連携し、留学生 科と留学生センターが連携し、 講し、科目等履修生のニーズに応えている。また、研究生、聴講生に対して、
チューター制度を充実する。社 留学生チューター制度を充実す 指導教員が学業、生活面での相談に応じ、指導面の改善を図った。

． 、 、会人入学者に対する夜間開講、 る。さらに、社会人入学者に対 ３ 社会人や科目等履修生が就業と修学が両立できるよう 夜間開講プログラム
夏季休暇期間開講などを拡充す する夜間開講、夏季休暇期間開 土日、夏期などの特定時期における集中講義、サテライト教室での講義を実施
るとともに、遠隔授業を実施す 講などを拡大するとともに、遠 している。また、SCSを利用した遠隔地授業を導入している。
るための環境を整備する。 隔授業を実施するための環境を ４．各研究科と留学生センターが連携し、留学生チューター制度の充実を図るた

整備する。 め、チューター（本学学生）に対して複数回のオリエンテーションを行い、指
○ 社会人学生等に対する教 導法や留学生との接し方等について指導するとともに、逐次、報告書の提出を
育・研究の充実等を図るため 求め、必要に応じて指導助言を実施した。
長期履修学生制度を導入する （チューター数は157名（対前年度55名増 ））

【４０】 【４０】
5) ポストドクター、RAなどの教 5) ポストドクター、RAなどの教 COE、GPなどの競争的資金等を有効に活用して、ポストドクター、RAのポストを
育研究支援者のポストを用意す 育研究支援者のポストを用意す 確保し、TAは前年度並みの採用を行った。
るとともに、TAの増員を図る。 るとともに、必要に応じてTAの (RA 18年度39名→19年度49名)(TA 18年度450名→19年度434名)

増員を図る。

適切な成績評価等の実施に関す 適切な成績評価等の実施に関す
る具体的方策 る具体的方策

【４１】 【４１】
1) シラバスに具体的な評価基準 1) シラバスに具体的な評価基準 １．シラバスに授業の展開、成績評価基準を明示した。

． 、 、を明示し、適正で厳正な評価を を明示し、適正で厳正な評価を ２ 各研究科 専攻の講義・演習・実習の特性に応じて多面的な評価を取り入れ
実施する。演習は、文献講読・ 実施する。演習は、文献講読・ 適正で厳正な評価を実施している。
研究発表・討論等を通じて、到 研究発表・討論等を通じて、到
達度・積極性・意欲等の面か 達度・積極性・意欲等の面か
ら、実験は、目的・方法・実験 ら、実験は、目的・方法・実験
操作・結果の分析・考察・創造 操作・結果の分析・考察・創造
性等の面から多面的に評価す 性等の面から多面的に評価す
る。 る。

【４２】 【４２】
2) 成績優秀な学生の顕彰制度、 2) 成績優秀な学生の顕彰、成績 １．研究業績、研究発表、研究者としての将来性や発展性等を選考基準として、
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成績評価の根拠の公表などを実 評価の根拠の公表などを実施 優れた成果を上げた学生を顕彰した。
施し、教育効果の向上を図る。 し、教育効果の向上を図る。ま ２．大学院学則、各研究科規程に基づき、成績優秀者等に対して修了年限を短縮
また、成績優秀者には、修了年 た、成績優秀者には、修了年限 する制度を積極的に活用している。
限を短縮する制度を積極的に活 を短縮する制度を積極的に活用
用する。 する。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)
③ 教育の実施体制等に関する目標

教職員の配置については、公募制・任期制の適用範囲を拡大し、人事の流動を促し、研究・教育の活性化を図る。重点的な人的配置、年齢、性別によらず有能中
な教職員の登用、外国人教員の適正配置に努める。教員の教育業績評価システムを確立し、人事、任期制教員の再任評価、顕彰制度などに活用する。また、全学期
共通の教養教育は、全教員の参加体制で実施する。目

、 、 、 、 、 。標 教育環境整備については 教育設備の充実 空調設備の整備 障害者等にも配慮した学習環境の整備 老朽化した教室の更新などにより 教育環境を改善する
また、少人数教育用や学生の自己学習のための教育設備を充実する。
教育の質の改善のために、授業方法改善研究部会を中心としたＦＤ活動を活性化し、公開授業、授業改善活動の充実を図る。さらに、学生による授業評価、シ
ラバスの掲示板機能を利用し、常時学生の教育に対する満足度を計測する。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（３）教育の実施体制等に関する目標を （３）教育の実施体制等に関する目標を
達成するための措置 達成するための措置
適切な教職員の配置等に関する具 適切な教職員の配置等に関する具
体的方策 体的方策

【４３】 【４３】
1) 教員の採用は原則として公募 1) 教員の採用は原則として公募 １．教員の採用は、原則として公募制により選考している。
制により選抜する。また、選考 制により選抜する。また、選考 ２．公募に際して、選考基準を公表している。また、本学ホームページに教員選
基準を公表する。 基準を公表する。 考基準に関する規則を掲載している。

【４４】 【４４】
2) 新たに採用する教員に対して 2) 新たに採用する教員に対して 中期（年度）計画【200】の『平成19年度の実施状況概略』参照。
は、全部局で任期制の導入を検 は、任期制の導入を検討する。
討する。

【４５】 【４５】
3) 教員の教育研究業績データ 3) 教員の教育研究業績等のデー １．教員評価及びその評価結果を人事・給与面に反映させることについては、中
ベースを整備する。平成１８年 タベースを充実させる。教員評 期（年度）計画【174】の『平成19年度の実施状況概略』参照。
度～１９年度を目途に教育、研 価の試行結果を踏まえ、教育、 ２．19年度に教員の教育研究業績を蓄積する「大学情報データベース」を新たに
究、社会貢献、管理運営面の貢 研究、社会貢献、管理運営面の 構築し、各キャンパス毎に入力説明会を実施してデータ入力を促し、研究者情
献など多面的な評価を行うシス 貢献など多面的な評価を行うシ 報データベースの充実・整備を図った。
テムを確立し、教員の諸活動の ステムを確立し、教員の諸活動
支援と啓発を行うとともに、そ の支援と啓発を行うとともに、
の評価結果を人事配置などに反 評価結果を人事・給与面等に反
映させる。 映させることについて検討を行

う。

【４６】 【４６】
4) 年齢、性別によらず有能な教 4) 役員会において計画的な人事 １．教員の欠員補充については 「欠員教員の後任補充等に係る基本方針」を踏、
職員を登用し、適切な人事配置 管理を行う。 まえ、役員会で大学、個別部局等の全体戦略及び将来計画との関連性を十分に
を検討するシステムの構築を図 精査し、適切な人事配置を実施している。
る。 ２．教員の採用にあっては、原則として公募制により選考しており、性別、年令

によらず有能な教員を採用している。

【４７】
5) 全学共通の教養教育に関し （18年度に実施済みのため、19年度は年 １．18年度に設置した大学教育・学生支援機構を円滑に運営し、これまで個別に
て、全学教員の参加による企 度計画なし） 運営されてきた「大学教育、学生支援、学生受入、健康支援」の連携を強化し
画・実施・運営組織を置く。 た。

２．役員懇談会において、教養教育に関する諸問題を常置の重要審議事項に設定
し、教養教育のあり方や方向性及び施策等について改善を図っている。
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教育に必要な設備、図書館、情報 教育に必要な設備、図書館、情報
ネットワーク等の活用・整備の具 ネットワーク等の活用・整備の具
体的方策 体的方策

【４８】 【４８】
1) 老朽化した講義室の改修、空 1) 老朽化した講義室の改修、空 １．施設・環境推進室の講義室等の点検・評価並びに「学長と学生との懇談会」
調の整備、古い学習用調度品の 調の整備、古い学習用調度品の による学生からの要望を踏まえ、少人数学習室の設置、講義室の補修、空調設
更新を図る。また、小グループ 更新を図る。また、小グループ 備、視聴覚機器の整備・充実を行った。
セミナー等のための少人数用教 セミナー等のための少人数用教 ２．建物の改修工事に伴い、各講義室を改修するとともに、多目的スペースや中
室、基礎教育と総合的な学習の 室、基礎教育と総合的な学習の 規模教室の増設及び空調設備の整備を行った。
ための中規模講義室を整備す ための中規模講義室を整備す
る。 る。

○ 施設・環境推進室の下、各
講義室等の点検・評価を行
い、その結果に基づき必要に
応じて整備を行う。

【４９】 【４９】
2) 学生の自己学習を促進するた 2) 学生用図書を充実させるとと １．学生の自主学習を促進するため 「学生が選ぶ1000冊の本 「学生が選ぶ図、 」、
めに、図書館の充実を図るとと もに 図書館内の学習スペース 書キャンペーンin工学部」などの取組を行い、学生用図書の充実を図った。、 、
もに、自習室並びにパソコン室 情報機器類、ネットワークの環 ２．医学部医学科では、OSCE、卒前・卒後臨床研修における医療技術向上に向け
を整備する。 境整備等を行い、学生の学習環 て、多岐に亘るシミュレーションが行える医学用教材を順次整備している。

境を整える。 ３．各キャンパス毎に学生用自習室、パソコン等情報機器の整備・充実を進め、
学習環境を整えている。

【５０】 【５０】
3) 主要な講義室には液晶プロ 3) 教育効果を高めるため、主要 学長裁量経費の教育研究環境重点設備費（設備関係）として、18年度と同額の
ジェクターなどのAV機器を設置 な講義室には液晶プロジェク 17,000千円を確保し、主な講義室に液晶プロジェクターなどのAV機器を設置し、
する。 ターなどのAV機器を設置する。 学習設備の充実を図った。

【５１】 【５１】
4) 情報活用のためのリテラシー 4) 総合情報メディアセンターと １ 総合情報メディアセンターと各部局が連携して 電子ジャーナル データベー． 、 、
教育を関係部局が連携して行う 各部局が連携し、情報リテラ スの講習会や文献検索演習の講習会を実施し 情報リテラシー教育の充実を図っ、
体制を整備する。 シー教育等の充実を図る。 た。

２．総合情報メディアセンターと医学部が連携し、２年生のチュートリアル教育
において、論文作成支援及び医学文献検索実習を行った。

【５２】 【５２】
5) 図書館は、各教員と連携して 5) 図書館は、各教員と連携して 図書館と教員が連携して、シラバスに掲載された図書112冊を収集し、学生の自
シラバスに掲載された資料を収 シラバスに掲載された図書資料 学・自習に提供した。
集して提供する。 を収集して提供する。

【５３】 【５３】
6) Web上の情報を共有するため 6) インターネットを活用するた １ 総合情報メディアセンターを中心に Webアクセス用ウィルスチェックサーバー、 ． 、
安全性を強化し、イントラネッ め、情報通信基盤の安全性を強 の設置・更新、セキュリティー情報の広報、ファイヤーウォール機器の設置・
トやe-learningの基盤を整備す 化する。また、学生の学習支援 更新等を行い、情報通信基盤の強化を図った。
る。また、双方向情報システム システムの構築を図るため、e ２．e-ラーニングについては、全学委員会を立ち上げ、関係教職員にアンケート
を整備し、学生の自己学習支援 ラーニングや遠隔授業システム を実施し、それを基に遠隔地授業等の設備の充実を行っている。
システムの構築を図る。 の基盤を整備する。

教育活動の評価及び評価結果を質 教育活動の評価及び評価結果を質
の改善につなげるための具体的方 の改善につなげるための具体的方
策 策

【５４】 【５４】
1) 大学評価委員会及び自己評価 1) 大学評価室を中心に、学生の １．授業評価については、中期（年度）計画【236】の『平成19年度の実施状況概
専門委員会を中心に、学生の授 授業評価、学生による教育に対 略』参照。
業評価、学生による教育に対す する満足度調査、卒業生やその ２．各部局毎に、在学生に対する満足度調査、卒業生やその就職先を対象とした
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る満足度調査、卒業生やその職 職場の意向調査を定期的に実施 アンケート調査を実施し、その結果を教授会や関係委員会で評価し、問題点へ
場の意向調査を定期的に実施 し その結果を公表する また の対応等改善を図った。、 。 、
し その結果を公表する また 関係委員会が指摘された問題点 ３．工学部では、最近５年間の卒業生（2,600名）を対象に、在学時の教育内容や、 。 、
関係委員会が指摘された問題点 に対する改善策を立案し、確実 教育環境及び社会人の立場から見た教育プログラムの改善の必要性等のアン
に対する改善策を立案し、確実 に実行するシステムを構築す ケートを実施・集計し、報告書にまとめ公表した。
に実行するシステムを構築す る。
る。

【５５】 【５５】
2) 授業方法改善研究部会を中心 2) 教育方法企画部会を中心に、 教育方法企画部会を中心に各学部等において、次の取組を行い、授業改善に役
に、公開授業、授業方法改善活 公開授業、授業方法改善活動を 立てた。
動を活性化する 公開授業では 活性化する。公開授業では、教 １．ベストティーチャー賞優秀賞受賞者11名が、それぞれの選抜された部局（教。 、
教員相互間で評価を行うととも 員相互間で授業改善の検討を行 養教育含む）において、公開模擬授業を行うとともに、教員相互による授業研
に、報告書を作成し公表する。 うとともに、報告書を作成し公 究を実施し、教育技法の検討を行った。

表する。 ２．教育学部では、全授業を同学部教員に常時公開するとともに、特設一般公開
授業を開設し、授業後に研究会を実施した。
３．その他の学部においてもFD公開授業等を実施し、ワークショップ等において
教員相互による評価を行い、授業改善活動を活発に進めた。

【５６】 【５６】
3) シラバスの機能を強化し、常 3) 学生からWeb上で出された質 １．Web上に、e-ラーニングシステムを利用した情報集積のデータベースである
時全教員・全科目につき学生が 問 意見などの情報を集積して 「moodle」のコーナーを設け、講義資料の配付、学生からの質問・意見等を集、 、
Web上で授業評価、質問、意見 データベースとして活用する。 約し、きめ細かな指導に活用している。
などを提出できるシステムを導 ２．キャンパスEOSを活用し、シラバスの機能強化に努めている。また、講義毎の
入する。このような情報を集積 シラバスと講義資料をWeb上にアップロードし、学生支援を行った。
して、データベースとして活用
する。

【５７】 【５７】
4) 平成１８年度～１９年度を目 4) 教員評価の試行結果を踏ま １．教員の教育研究活動に対する全学的評価システム及び評価結果を研究費等資
途に教員の教育研究活動に対す え、教員の教育研究活動に対す 源配分に反映させるシステムについては、中期（年度）計画【174】の『平成19
る全学的評価システムを確立す る全学的評価システムを構築す 年度の実施状況概略』とおりである。
る。優れた評価の教員を表彰す る。評価結果を研究費等資源配 ２．18年度に創設した「ベストティーチャー賞」の制度に基づき、教育面で優れ
る制度を設けるとともに、評価 分に反映させるシステムについ た評価の教員を表彰している。
結果を研究費等資源配分に反映 て検討を行う。また、優れた評 ３．若手教員やポストドクターについて、研究成果の評価に基づき、表彰及び研
させるシステムを策定する。 価の教員を表彰する制度を創設 究費を配分する制度を実施している。

する。

教材、学習指導法等に関する研究 教材、学習指導法等に関する研究
開発及びFDに関する具体的方策 開発及びFDに関する具体的方策

【５８】 【５８】
1) 授業方法改善研究部会を中心 1) 教育方法企画部会を中心に、 教育方法企画部会を中心に次のような取組を行った。
に、教育方法、教材・学習方法 教育方法、教材・学習方法に関 １．各部局においてFD公開授業、教育法ワークショップなどを定期的に開催し、
に関する検討を積極的に行う。 する検討を積極的に行う また 教育方法、教材、学習方法の検討を行った。。 、
また、FDや教育法に関するワー FDや教育法に関するワーク ２ 教養教育全般に対するアンケートの集計結果を分析して 教育方法 カリキュ． 、 、
クショップを定期的に実施し、 ショップを実施し、教育システ ラム、授業方法、教員の学生への対応などの問題点を絞り込み、積極的に改善
教育システムや教育能力の向上 ムや教育能力の向上を図る。 に努めた。また、授業方法で問題があると指摘された教員には、個別に改善を
を図る。 求めた。

３．ベストティーチャー賞制度により、全学から優秀者に選考された11名の教員
及び各部局から優秀と判断された教員による公開授業を15回実施し、授業方法
の改善に努めた。

【５９】 【５９】
2) 学生との定期的な懇談会を設 2) 学生との定期的な懇談会を設 18年度に引き続き 「学長と学生の懇談会」を実施し、学生と率直な意見交換、
け、学生の要望を教育方法の改 け、学生の要望を教育方法の改 を行い、教育方法の改善や学生支援の向上を図った。
善に生かす。 善に生かす。 また、各部局毎に学部長と学生の懇談会や教員と学生代表による懇談会などを

定期的に開催し、学生の意見や要望を教育方法等の改善に生かしている。
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全国共同教育、学内共同教育等に 全国共同教育、学内共同教育等に
関する具体的方策 関する具体的方策

【６０】 【６０】
他大学との共同教育、学内の 他大学との共同教育、学内の １．４大学院連携先進創生情報学教育研究プログラムについて、20年度からの実
共同教育を積極的に進める。特 共同教育を積極的に進める。特 施に向けて、 ITスペシャリスト人材育成プロジェクトの試行開始を行った。19
に、単位互換に積極的に取り組 に、単位互換に積極的に取り組 年度は、宇都宮大学開講のITスペシャリストコースについて、３科目の講義を
む。 む。 遠隔講義方式で配信した。

２．５大学（山形大学、徳島大学、愛媛大学、熊本大学、本学）による教育シン
ポジウムを本学で開催した。また、五大学連携教育検討委員会を組織し、教育
連携に関する会議を開催した。
． （ 、 、 、 、 、３ ７大学連携 山形大学 茨城大学 東京農工大学 山梨大学 電気通信大学

、 ） 、 。宇都宮大学 本学 で合同セミナーを開催し 大学院の共同教育を行っている
４．教育学部と社会情報学部において、高等学校教員免許「情報 、教育学部と」

「 」 。工学部において高等学校教員免許 理科 の取得に関する共同教育を実施した
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
教育に関する目標(1)
④ 学生への支援に関する目標

学生への学修支援については、入学生の多様な学力に配慮したきめ細やかな支援体制を構築すること、勉学への意欲、将来への目的意識を育む学習環境を整備中
し、学生が必要とする情報をいつでも容易に提供できる体制を整備することなどを基本方針とする。期
学生への生活支援については、学生の生活実態調査を定期的に実施し、それに基づき柔軟に対応できる学生支援体制を整備すること、学生生活や各種活動に対目
して指導や助言等を行う組織を充実させること、就職支援やアルバイトの紹介など経済的側面における支援を強化することなどを目指す。標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（４）学生への支援に関する目標を達成 （４）学生への支援に関する目標を達成
するための措置 するための措置
学修相談・助言・支援の組織的対 学修相談・助言・支援の組織的対
応に関する具体的方策 応に関する具体的方策

【６１】 【６１】
1) 大学入学試験制度や高校カリ 1) 大学入学試験制度や高校カリ １．各学部に学生相談員を配置し、学生の多様な学修相談に応じている。
キュラムの多様化に対応して、 キュラムの多様化に対応して、 ２．医学部保健学科では、専門高校・総合学科選抜及び社会人特別選抜で入学し
学修相談機能及び補講などの導 学修相談機能及び補講などの導 た学生を対象に、生物、物理、化学、生理学、解剖学の補講を学年前期にそれ
入教育の充実を図る。 入教育の充実を図る。 ぞれ週に１回実施している。

３．工学部では、学力不足分野を補うため、入門的な内容から始める数学や物理
の科目を設置するとともに、化学の少人数クラス編成、英語の習熟度別クラス
編成など導入教育の充実を図った。

【６２】 【６２】
2) 学生支援センターを設置し、 2) 学生支援センターにおいて、 １．学生支援センターの事務組織にグループ制を導入し、学生の各種の相談等に
履修・厚生補導・課外活動・奨 履修・厚生補導・課外活動・奨 対して迅速かつ適切な対応がとれる体制とした。
学金・学生寮や留学相談などに 学金・学生寮や留学相談等に関 ２．学生生活実態調査（５年毎に実施）の20年度実施に向けて、学生生活実態調
きめ細やかな対応をする。定期 し、きめ細やかな対応をする。 査 WGを立ち上げ、実施骨子、調査票等の検討に着手した。
的に学生実態調査を実施し、支 また、定期的に学生実態調査を ３．海外留学情報をホームページに掲載し、随時更新に努めている。また、留学
援体制の改善に活用する。 行い、支援体制の改善に活用す 生センター交流室に留学情報誌や協定校のパンフレット等を自由に閲覧できる

る。 よう配備し、さらに、留学希望者からの相談に対して、留学生センター教員及
び事務職員が随時対応できる体制をとっている。

【６３】 【６３】
3) 低学年において合宿研修を実 3) 教職員と学生の交流を深める １．各学部・学科毎に、低学年を対象とした合宿研修を実施し、教職員と学生の
施し、教職員と学生の交流を深 ため、低学年において合宿研修 交流を深めた。

． 、 、 。める。平成１７年度を目途にオ を実施する。また、オフィスア ２ シラバスにオフィスアワーを明示し 随時 学生の個別相談に対応している
フィスアワーを設定するととも ワー、研究室の開放などを通じ また、研究室の開放を通じて上級生と交流する場を提供した。
に 研究室の開放などを通じて て、交流の実効性を高める。、 、
交流の実効性を高める。

【６４】 【６４】
4) クラス担任制を充実させる。 4) クラス担任制・チューター制 １．学部・学科の特性によって、クラス担任制やチューター制により、常時学生

、 、 、また、教員が、常時学生の相談 を充実させる。また、教員が、 の相談に応じており メールや電話 学生相談ポストによる相談窓口を設置し
に応じられる体制を設けるとと 常時学生の相談に応じられる体 気軽に相談できる体制をとっている。また、学生に係わる重大なトラブルや
もに保護者などで構成される後 制を設けるとともに保護者など チューターによる指導の限度を超える事態が発生した場合は、関係委員会と担
援会及び同窓会との連携を強化 で構成される後援会及び同窓会 当事務が連携して、適切な対応がとれる体制を整備している。
する。 との連携を強化する。 ２．保護者との連携により、きめ細かな修学指導を行うため、あらかじめ学生の

同意を得て、担当教員のコメントを付した成績表を年１回保護者に送付した。

生活相談等に関する具体的方策 生活相談等に関する具体的方策
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【６５】 【６５】
1) 修学、精神的悩みや対人関係 1) 修学、精神的悩みや対人関係 １．18年度に引き続き、学生の教員への相談状況の実態把握のため、全教員向け
などの相談体制を拡充する。保 などの相談体制を充実させる。 のアンケートに「メンタルヘルス」の項目を加えて実施した。
健管理センターにおいては専門 健康支援総合センターに専門職 ２．外部カウンセラー（臨床心理士、精神科医）の各キャンパスへの配置、ガイ

「 」 、職によるカウンセリング機能を を配置し、カウンセリング機能 ドブック 教職員による学生のメンタルヘルスへの対応 の全教職員への配付
充実させる。また、セクシュア を充実させる また ハラスメン 「学生相談室・相談対応者用マニュアル ・ 学生相談Q&A」の担当教職員への。 、 」「

、 。ル・ハラスメント防止体制を強 ト防止体制や障害のある学生へ 配付 メンタルヘルス講演会の実施など学生に対する相談体制の充実を図った
化するとともに、障害をもつ学 の支援体制を強化する。 ３．各部局毎にハラスメント相談員の複数配置、セクハラ・アカハラ・パワハラ
生への支援体制を創設する。 について外部カウンセラーに電話・メールで直接相談できるハラスメントホッ

トラインの設置など相談体制を充実し、さらに、学生便覧・ホームページによ
る注意喚起、教職員対象の講習会の実施などハラスメント防止のための取組を
行った。
４．食事・トイレ介助が必要な学生に対する支援者の雇用、専門的技術を持つ職
員及び学生ノートテイカーを配すなど、障害のある学生への支援を実施した。
５．外部専門家を講師に招き、パソコンによるノートテイカー講習会や手話通訳
講習会を開催し、支援体制の充実を図った。また、精神障害を有する学生への
対応として、教員に対して講演会（158名参加）を実施した。

【６６】 【６６】
2) 平成１７年度に学生支援の窓 2) 学生支援の窓口において、学 １ 「地域貢献活動学生協力者養成講座 （19年９月９～11日）を開催し、地域貢． 」
口を設置し 学生のクラブ活動 生のクラブ活動、学生自治会、 献活動の理論的かつ実践的な体験・学習機会の提供を行った。、 、
学生自治会 ボランティア活動 ボランティア活動、NPOなど多 ２．クラブ・サークルの主将等を対象にリーダーシップ研修会を開催し、外部講、 、

、 。NPOなど多様な形で社会参加す 様な形で社会参加するための自 師の講演や参加者の班別討議を通じて リーダーとしての自覚と素養を高めた
るための自主組織に対して積極 主組織に対して積極的に支援を ３．カルト団体等の勧誘を防止するため、クラブ・サークル等の勧誘時に学生証
的に支援を行う。 行う。 の提示を義務付け、学生に注意喚起した。

４．学園祭や体育大会等学生の自主的活動に対して、教職員による指導・助言、
施設設備や情報機器・教材の貸与、学長裁量経費による資金補助など積極的な
支援を行っている。

【６７】 【６７】
3) 学生面談を行い、修学、健康 3) 学生支援センター運営委員 １．学生相談における留意点やコンサルティングの手順を定め、研修会を実施し
管理、生活、進路等の相談や助 会学生相談・生活部会におい た。
言をする。また、教職員の指導 て、広く学生生活に関する相談 ２．欠席状況調査を実施して必要に応じてクラス担任、健康支援総合センター医
力向上のために、学生相談に関 体制を充実させる。教職員の指 師、カウンセラー等が個別に面談し、相談・助言を行った。
する手引きを作成し研修を実施 導力向上のために、学生相談に ３ 「学生相談室・相談対応者マニュアル 「学生相談Q&A 、ガイドブック「教． 」、 」
する。 関する手引きを利用し、研修を 職員による学生のメンタルヘルスへの対応」を活用して、教職員の指導力の向

実施する。 上を図った。

就職支援等に関する具体的方策 就職支援等に関する具体的方策
【６８】 【６８－１】
1) 就職ガイダンスや、キャリア 1) 就職ガイダンスや、キャリア １．学生支援センター就職支援部会、キャリア・サポート室及び就職指導担当教
カウンセラーによる就職指導を カウンセラーによる就職指導を 職員が連携して、一般企業向け就職ガイダンス・就職模擬試験（全25回、参加
充実し、就職指導担当教職員と 充実し、就職支援部会、キャリ 延人数1,636名 公務員関係就職ガイダンス 全10回 参加延人数340名 イン）、 （ 、 ）、
の連携による就職支援体制を強 アサポート室及び就職指導担当 ターンシップ説明会（全６回、参加延人数905名 、職務適性診断テスト・各種）
化する また キャリアガイダン 教職員との連携による就職支援 セミナー（全17回、参加延人数762名）などを開催し、就職対象学年への就職支。 、
スを低学年から実施する。 体制を強化する。また、キャリ 援及び低学年における職業意識の向上を図った。

アガイダンスを低学年から実施 ２．荒牧、桐生キャンパスにキャリアカウンセラーを各１名配置し、面接形式に
し、職業意識を高める。 よるカウンセリングを実施した （利用件数193件）。
○ 県と連携し、eメール相談 ３．群馬県若者就職支援センター及び（財）群馬県勤労福祉センターが前橋、高
等による就職支援を強化す 崎、桐生に設置している「ジョブカフェぐんま」との連携により 「e-メール」、
る。 相談等の利用を促進している。

４．就職支援企業との連携により 「就職支援ブック－群大生のための就活ノウ、
ハウ集－」を作成し、各学部の就職対象学生に配付した。

【６９】 【６９】
2) 平成１６年度に県内他大学等 2) 国公私立大学が参加する就職 １．全国就職ガイダンス（６月12日 、就職指導支援セミナー（７月13日 、大学） ）
と合同の実務者レベル就職研究 指導担当者研修会や全国就職指 と各県企業との就職情報交換会（10月３日、11月13日）にキャリアサポート職
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会を設置し、また、経済界との 導ガイダンス等において、意見 員を派遣し、就職・採用活動状況の分析と情報収集を行い、指導体制の強化を
意見交換を図る。さらに、新た 交換を図る。さらに、企業の人 図った。
に、企業の人事経験者等による 事担当者等による専門的助言や ２．群馬県内の企業（27社）を訪問し、人事担当者との情報交換を行い、就職活
専門的助言者を配して、指導体 情報の収集により就職指導体制 動における指導の向上を図った。
制の強化を図る。 の強化を図る。

【７０】 【７０】
3) インターンシップを推進し、 3) インターンシップを推進する １．本学とインターンシップ受入企業推進開拓事業受託者である（社）群馬県雇
企業、公的機関、学校、施設等 とともに、企業、公的機関、学 用開発協会との連携により 89の官公庁 企業の協力を得て 197名のインターン、 、 、

。 （ ）において学生に実務経験を積ま 校、施設等において学生が実務 シップを実施した 実習受入期間中に職員による派遣先の一部 53企業・機関
、 、せる。平成１７年度に教職員に 経験を積むことが出来る環境を への訪問により各企業・機関の実情を把握し 今後の指導に活用するとともに

よる「インターンシップ推進協 整える。 インターンシップ受入れの更なる協力を依頼した。
議会 （仮称）を設置する。 ２．教育学部では、教育実習修了者を対象とした教職インターンシップを「教育」

実践インターンシップ」として単位化し、81名の履修登録があった。
３．工学部では、インターンシップコーディネーター１名を新たに雇用し、受入
企業の開拓及びマッチング等の充実を図った。

【６８－２】
4) キャリアサポート室等を中心 １．中期（年度）計画【68-1】の『計画の進捗状況』で示したように、58回に及
に、学生の就職活動のための実 ぶ就職ガイダンス セミナー 就職模擬試験等を行い 延べ3,643名の参加があっ、 、 、
践的支援（模擬面接の実施、小 た また 職業選択の支援のため キャリアカウンセラーによる面接 コンピュー。 、 、 、
論文作成技術の訓練等 を行う タによる職業適性検査を実施し、延べ317名の利用があった。） 。

２．就職活動のための実践的な支援として、就職ガイダンス基本講座及び特別講
座（マナー講座、エントリーシート講座、面接講座、就職活動体験発表、一般
企業入社模擬試験、公務員模擬試験、公務員試験対策講座等）を開講した。
３．教育学部では、教員志望の学生に対して、教員採用試験対策講座を開催し、
自己PRや問題解法、集団討論・個人面談対策などの具体的かつ実践的な細かな
指導を行った。
４．最新の就職情報図書、文献、雑誌等（計70冊）を購入し、学生の便宜を図っ
た。
５．アンケート調査での学生の要望を踏まえ、20年度に向けてガイダンス等の改
善を図った。

経済的支援に関する具体的方策 経済的支援に関する具体的方策
【７１】 【７１】
1） 奨学金制度などの諸制度を熟 1） 説明会やホームページ等を通 １．日本学生支援機構の奨学生の募集、採用、継続及び返還に関する説明会を実
知させるとともに、TAなど学内 して奨学金制度などの諸制度を 施、奨学金制度及び授業料等免除の制度に関する概要等を学生便覧や大学ホー
補助業務やアルバイトなどの紹 熟知させる。また、TAなど学内 ムページのキャンパスライフのページに掲載して、情報提供を行った。
介体制を充実させる。 補助業務やアルバイトなどの紹 ２．TA、RA、留学生チューター等の学内補助業務は、各学部、研究科において、

介体制を充実させる。 アルバイトの斡旋については、キャリアサポート室及び各学部の学生担当係で
紹介体制を整えた。

【７２】 【７２】
2 平成１６年度から下宿 アパー 2）下宿、アパート情報をＨＰに １．16年度から引き続き、大学生活協同組合と連携し、本学のホームページと同） 、
ト情報をＨＰに掲載するなど、 掲載するとともに、宿舎の紹介 組合のアパート情報のページをリンクさせ、学生の利便性を高めている。
宿舎の紹介制度などを強化し、 制度などを充実させ、学生の経 ２．アパート提供者との会議を開催し、学生とのトラブル防止や低廉な家賃額で
学生の経済的安定化を図る。 済的安定化を図る。 のアパート提供の要請など、定期的に情報交換を行った。

【７３】 【７３】
3) 学生に対する福利厚生の充実 3） 学生に対する福利厚生の充実 １．体育館、学生共用施設の防音対策及び学生駐車場の整備を行った。
を図る。 を図る。 ２．学長と学生との懇談会で要望の多かった昼食時の食堂の混雑緩和について、

弁当販売箇所の増設、食堂利用導線の改善等の措置をとった。
３．学生から要望の多かった履歴書、ビザ、各種証明書用の自動撮影機を生協と
連携して構内に設置した。
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社会人・留学生等に対する配慮 社会人・留学生等に対する配慮

【７４】 【７４】
1) 社会人学生や留学生のための 1) 社会人学生や留学生のための １．諸外国からの優秀な留学生の受入れを推進し、本学の教育研究に資すること
交流の機会を増やし、学生・教 交流の機会を増やし、学生・教 を目的に、入学料、授業料相当額を奨学金として給付する留学生奨学金制度を
職員との親睦の場をさらに充実 職員との親睦の場をさらに充実 創設した。
させる。また、留学生センター させる。また、留学生センター ２．各学部毎に留学生、学生、教職員が相互に交流が図れるように、留学生セン
と各部局が協力し、留学生支援 と各部局が協力し、留学生支援 ターで交流会実施の予算的措置を行い、交流会を実施した。

． 、 、 、体制を整えるとともにチュー 体制を整えるとともにチュー ３ 留学生支援の一環として 篤志家の寄付により FA留学生奨学基金を新設し
ター制度の活用を図る。 ター制度の活用を図る。 ３名の留学生に奨学金を支給した。

４．留学生に対してチューターを配置し、日本語能力の向上を図るとともに、日
常生活上の相談に応じるなど支援を行った。
５．社会人学生と教職員との親睦を図る目的で、懇親会を実施した。

【７５】 【７５】
2) 図書館は、社会人や留学生が 2) 図書館は、社会人学生や留学生が １．16年度から引き続き、留学生センターと協力して、留学生のための図書675冊
必要とする図書や雑誌の充実を 必要とする図書や雑誌の充実を図 を各キャンパスの図書館に整備した。また、19年度は留学生自身に図書等の推
図る。外国語版の利用案内や る。外国語版の利用案内やホーム 薦を依頼し、優先的に整備した。
ホームページを作成し、留学生 ページを作成し、留学生の便宜を図 ２．外国語版の利用案内及びホームページは整備済みであり、随時更新を行うな
の便宜を図る。 る。 どその充実に努めている。

【７６】 【７６】
3) 社会人学生の修学を支援する 3) 社会人学生の修学支援体制を充実 １．メール、電話や学生相談用ポストによる相談窓口を設けるとともに、相談室
相談窓口を設置する。 する。 を設置して個別の修学指導ができる体制を整備した。

２．社会人学生が、就業と修学を両立できるよう、夜間開講プログラム、土日、
夏期などの特定時期における集中講義、サテライト教室での講義を実施し、修
学支援体制の充実を図った。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
研究に関する目標(2)
① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

我が国の学術政策の基本方針を踏まえつつ、最先端の独創的研究を世界水準で展開する。研究の推進に当たっては、専門分野の枠組みにとらわれず、総合的視中
点に立脚した研究分野の再構築を図り、新しい学問体系の確立を目指す。研究の成果は、それぞれの研究分野において世界的水準の学術誌に発表して、諸科学の期
進歩に貢献するとともに、知的財産権を取得して、教育研究を円滑に実施するための財政的基盤を強化する。また、地域社会に発生する様々な問題や課題につい目
て、学外の関係機関や自治体等と共同研究を積極的に実施し、その成果を地域社会に広く還元する。標

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（１）研究水準及び研究の成果等に関す （１）研究水準及び研究の成果等に関す
る目標を達成するための措置 る目標を達成するための措置
目指すべき研究の方向性 目指すべき研究の方向性

【７７】 【７７】
1) 学術政策の基本方針に基づく 1) １８年度に策定した学術研究 18年度に研究戦略室を中心に策定した学術研究推進戦略に基づく重点８領域の
重点的研究分野を中心に、重点 推進戦略に基づき、研究戦略室 プロジェクト型研究を継続して推進した また 学術研究推進戦略の見直しを行っ。 、
プロジェクト型研究を推進す を中心にして、重点プロジェク た。
る。研究課題の策定、研究班の ト型研究を推進する。研究課題 研究の実施状況については、中期（年度）計画【80】～【87】の『計画の進捗
編成に当たっては、学部・専攻 の策定、研究班の編成に当たっ 状況』参照。
など組織の枠組みにとらわれる ては、学部・専攻など組織の枠
ことなく 学術的意義 創造性 組みにとらわれることなく、学、 、 、
社会貢献性などを重視する。 術的意義、創造性、社会貢献性

などを重視する。

【７８】 【７８】
2) 社会情報学、保健学などの新 2) 社会情報学、保健学などの新 １．社会情報学研究の総合性と専門性を強化する一環として、18年度に４講座制
しい学問分野においては、それ しい学問分野においては、それ から２講座制に学部改組し、教育・研究の高度化、先端的研究、学際研究に引
らの研究分野を一層強固なもの らの研究分野を一層強固なもの き続き取り組んでいる。また、保健学にあっては、個人及び集団の健康保持増
にする また 生命科学 医学 にする また 生命科学 医学 進や生活の質向上のための独創的あるいは学際的な研究を進める一方、共同研。 、 、 、 。 、 、 、
工学、教育学など成熟した学問 工学、教育学など成熟した学問 究イノベーションセンターの協力により保健学と工学の連携による学際的研究
分野においては、最先端研究、 分野においては、最先端研究、 を推進している。
学際的研究の推進を図る。生命 学際的研究の推進を図る。 ２ 生命科学 医学では 21世紀COEプログラム 加速器テクノロジーによる医学・． 、 、 「
科学研究の推進に関しては、生 生物学研究 、グローバルCOE「生体調節シグナルの統合的研究」を推進し、世」
命科学懇談会の答申等を踏まえ 界的水準の研究拠点形成を目指している。
て世界的水準の研究拠点形成を ３．工学では 「ケイ素科学の構築プロジェクト」他９件のプロジェクトを工学、
図る。 研究科において重点研究として策定し、さらに、重点研究に関係する５つの研

究会を立ち上げ、研究を推進している。19年度中に、ケイ素科学国際教育研究
センターを設置した。
４．教育学では、学部と附属学校の共同研究体制を構築し、研究を推進するとと
もに、群馬県教育委員会との共同研究を推進し、成果を「中間まとめ」として
作成した。

【７９】 【７９】
3) 基礎研究、将来に継承すべき 3) 基礎研究、将来に継承すべき 群馬県教育委員会との連携による学校現場での教育課題の共同研究、地域的特
科学技術、あるいは地域的特性 科学技術、あるいは地域的特性 性に根ざした諸課題を解決するための連携研究、本学発ベンチャー及びNPO法人と
に根ざした諸課題を解決するた に根ざした諸課題を解決するた の共同事業等を積極的に支援している。
めの研究を積極的に支援する。 めの研究を積極的に支援する。

大学として重点的に取り組む領域 大学として重点的に取り組む領域
【８０】 【８０】
1) 生命体における 増殖 分化 1) 生命体における 増殖 分化 秋田大学との連携によるグローバルCOEプログラム「生体調節シグナルの統合的、 、 、 、 、 、
高次機能発現、再生、退行など 高次機能発現、再生、退行など 研究」の観点からとらえた研究を推進している。即ち、生体の三大調節系である
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の情報受容伝達系の研究 の情報受容伝達系の研究 神経系、内分泌系、免疫系のそれぞれの枠を越えた統合的なシグナル伝達機能を

解析している。
本年度の特記する成果は次のとおり。
１．細胞極性、分泌顆粒の放出機構、選別機構における低分子G蛋白質の役割の解
析。
２．新しい細胞内、細胞間シグナル伝達機構の解明。
． 。３ 膵臓B細胞の分化誘導とその制御による将来の臨床応用を目指した研究の進展

【８１】 【８１】
2) 難治性諸疾患の病態解明と予 2) 難治性諸疾患の病態解明と予 基礎分野・臨床分野融合型の共同研究を推進する基盤を強化し 「肥満や糖尿、
防・治療戦略の構築 防・治療戦略の構築 病の分子機構の解明 「動脈硬化の成因と新規治療薬の開発 「難治性神経疾患」、 」、

の病態解明と治療戦略の構築 、さらに、薬剤耐性菌感染症、難治性ウィルス感」
染症、及び原虫性感染症について 「病原性解析とその予防・治療法の開発研究」、
などの難治性疾患の病態解明と臨床に関するプロジェクトが着実に進行し、その
成果を主要な学術誌等に発表している。

【８２】 【８２】
3) 重粒子線利用等による低侵襲 3) 重粒子線利用等による低侵襲 １．21世紀COEプログラム「加速器テクノロジーによる医学・生物学研究」におい
がん治療法の開発 がん治療法の開発 て、重イオンマイクロビーム照射による細胞生物学的研究の成果が多く得られ

た。また、マイクロビームサージェリー治療ポート並びに加齢黄斑変性症に対
する同治療システムの基本仕様について、国内特許４件並びに国際特許１件を
出願した。
２．重粒子線臨床試験の準備のための臓器別治療会議を開催するなど、臨床試験
実施体制の整備を行った。
３．重粒子線医学研究センター物理学部門に専任教授、医学生物学部門に准教授
を配置し、重粒子線照射装置の設計・制作指導並びに新規照射法の研究開発を
進めている。

【８３】 【８３】
4) 健康の維持・増進や生活の質 4) 健康の維持・増進や生活の質 １．健康維持・増進や生活の質（QOA）向上のための科学的研究として、肥満・高
（QOL）向上のための科学的研 （QOL）向上のための科学的研 脂血症・高血圧の成因について、基礎的な研究を推進し、成果を論文等で発表
究 究 した。

２．療養支援、リハビリテーション、健康増進・未病、介護予防の４つの研究分
野において、基礎・臨床研究を行い、得られた成果を論文等で発表した。

【８４】 【８４】
5） 炭素及びケイ素の元素特性を 5） 炭素及びケイ素の元素特性を ケイ素を基軸とする機能性材料の開拓事業について、19年度は次の４項目を実
活用するナノ材料の創製と機能 活用するナノ材料の創製と機能 施した。
制御 制御 １．文部科学省特別教育研究経費（12,555千円）による連携融合事業の推進

プロジェクトの名称：ケイ素を基軸とする機能性材料の開拓
２．19年度群馬大学教育研究重点経費（5,085千円）による研究の推進
プロジェクトの名称：ケイ素を基軸とする機能性材料の開拓

３．群馬ケイ素科学技術研究会を中心とした研究会や成果発表などの活動
４．第３回ケイ素科学国際シンポジウムを開催

【８５】 【８５】
6） 高速情報通信ネットワーク社 6） 高速情報通信ネットワーク社 １．アナログ集積回路研究会を年20回開催し、研究会発足以来75回となった。会
会に対応したアナログ集積回路 会に対応したアナログ集積回路 員数は800名を超え順調に伸びており、アナログ回路分野における情報収集、技
研究 研究 術者・研究者の意見交換の場として、活発に活動している。

２．工学研究科の寄附講座「ルネサステクノロジー先端アナログ回路工学講座」
において、CMOS技術による次世代高周波アナログ回路設計技術の確立を行い、
さらに 「高周波アナログ集積回路設計基礎講座」を開催するなど、成果が上、
がっている。
３．17、18年度に実施した経済産業省の「製造中核人材育成事業」の成果を受け
て、群馬県の運営委託による「群馬アナログカレッジ」を設置し、アナログ先
端技術４講座（中・上級向講座 、アナログ座学４講座（初・中級向講座）を）
開講した。これらの講座は地域のアナログ関連企業の人材育成に大きな貢献を
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群馬大学
果たしている。

【８６】 【８６】
7） 学校教育が直面している諸課 7） 学校教育が直面している諸課 １．群馬大学と群馬県教育委員会が連携して 「教育現場における保護者との連、
題（不登校、いじめ、多文化共 題（不登校、いじめ、多文化共 携対策の構築」など８テーマの共同研究を継続して実施している。

． 、 、 、生等）に対応するための実践 生等）に対応するための実践 ２ 県・市・町の教育委員会 県総合教育センター 地域の学校との連携の下で
的・総合的研究 的・総合的研究 児童生徒の心の問題理解や多文化共生に係る種々の実践研究を行っている。ま

た、県教育委員会と共催で公開シンポジウム「親の言い分、教師の言い分」を
開催した （参加者280名）。
３．現代GP「地域密着型健康づくりプランナーの育成」の一環として「いじめ 、」
「不登校」に対応するために課題解決プログラムを実施している。

【８７】 【８７】
8) 社会情報化の進行をめぐる諸 8) 社会情報化の進行をめぐる諸 学長裁量経費によるプロジェクト研究「モバイル・インターネットの進展と親
側面に関する総合的研究 側面に関する総合的研究 密圏の社会的変容に関する総合的研究 「持続可能な社会構築のための社会情報」、

学的研究」を継続して実施している。

（ ８１】～【８７ ）【 】
○ 研究戦略室では、研究の総 研究戦略室会議において、重点８領域の研究代表者が進捗状況を報告し、総合
合計画、進捗状況を把握する 討論を行った。
と共に、研究成果に関する評
価を行う。

成果の社会への還元に関する具体 成果の社会への還元に関する具体
的方策 的方策

【８８】 【８８】
1) 大学施設の公開、公開講座な 1) 企業懇談会、公開セミナー、 １．企業懇談会を開催し、大学が有しているシーズを公開するとともに、教員と
ど啓発活動を推進し、各種広報 シンポジウム、公開講座などを 企業関係者との意見交換の場である分科会の充実を図った。また、アンケート
手段を通して研究内容や活動の 通じて研究内容（活動）等の情 を実施して企業の求めているニーズ等の収集に努めた。

． （ 、現状などを公開し、公的研究機 報提供を積極的に行う。また、 ２ 群馬大学学術情報リポジトリ 本学で生産された学術及び研究成果を蓄積し
関としての説明責任を果たす。 ホームページ、大学案内等を利 広く学内外に公開するシステム）の内容の充実を図り、研究内容の情報提供を

用し、施設や研究者情報を広く 行っている。また、19年度に新たに構築した「大学情報データベース」により
社会に公開する。 教員の研究業績等をホームページに公開した。

３ 地元新聞社との連携により 一般向けの教養書・啓発書シリーズとして ブッ． 、 、「
クレット群馬」の発刊を企画し、第１号として「群馬に多い病気」を刊行する
など、研究内容・成果、研究者情報を提供する様々な冊子を定期的に発行する
とともに、ホームページの充実を図り、施設や研究者情報を広く社会に公表し
ている。
． 、 、 、 、４ 公開講座 公開研究会 公開シンポジウム 市民講座などを積極的に開催し
研究内容の公表や研究成果の社会への還元を図っている。また、国、自治体、
民間団体等が主催する各種のイベントに参画し、研究内容や活動等の情報提供
を行った。

【８９】 【８９】
2) 研究成果の公表、特許出願を 2) 研究成果の公表、特許出願を １．医学系・工学系の教職員に対して、弁理士（客員教授）による特許相談会を

。 、 、 。 、奨励する。また、平成１６年度 奨励する また 研究成果をデー 毎月定例的に開催し 研究成果に基づく発明について相談に応じている また
から研究成果をデータベース化 タベース化し、各種手段を通し 群馬大学TLOのスタッフが教職員からの特許相談に常時応じ、特許出願を奨励し
し 各種手段を通して公開する て公開する。 た。、 。

２．研究成果に基づき本学が単独出願した特許については、未公開特許を含めた
開放特許のリストと発明要約をデータベース化し、ホームページで公表してい
る。また、このデータを掲載した冊子「群馬大学開放特許一覧」を産学官連携
推進会議等の企業が参加する様々な会議で配付し公開した。

【９０】 【９０】
． 、 、 、3) 研究・知的財産戦略本部を中 3) 研究・知的財産戦略本部を中 １ 首都圏北部技術移転ネットワークを構築するため 関東経済産業局 自治体
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心に、学内の知的財産権の管 心に、学内の知的財産権の管 自治体産業支援機関、及び４大学（茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学、本学）
理・活用を図るとともに、外部 理・活用を図るとともに、外部 とで検討した結果、４大学の新技術を移転するための活動として、本学主導に

。 、TLO機関やリエゾンオフィスと TLO機関やリエゾンオフィスと よる４大学新技術説明キャラバン隊を結成することになった この結成により
連携する。 連携する。 「首都圏北部新技術説明会」を埼玉、群馬、東京において開催し、参加企業の

○ 関東４県（茨城、栃木、埼 個別技術相談に応じるなど、技術移転活動を積極的に推進することができた。
玉、群馬）の産業振興担当部 ２．研究・知的財産戦略本部の群馬大学TLOにおいて、本学が国内及び外国に出願
門、産業支援センター、４大 した特許の発明の名称、発明者・管理番号・出願番号・出願日等の項目を記載
学（茨城大学、宇都宮大学、 した特許出願リスト及びこれらの電子データをインプットした特許管理・電子
埼玉大学、群馬大学）が連携 包袋管理システムにより、知的財産権を一元管理している。なお、群馬大学TLO
して、首都圏北部技術移転推 による知的財産権の活用により、19年度末における特許実施料が1,916千円、特
進ネットワークを構築する。 許に基づく共同研究資金として31,070千円の収入が得られ、過去最高の成果を

上げることができた。

【９１】 【９１】
4) 地域共同研究センターを中心 4) 共同研究イノベーションセン １．経済産業省の公募型委託事業「地域新生コンソーシアム研究開発事業：次世
に企業等との共同研究を推進 ターを中心に企業等との共同研 代店舗を実現する無線ICタグ用高度リーダ/ライタの開発」を推進し、20年度の
、 、 。 、し 都市エリア産官学連携事業 究を推進するとともに、国、地 製品化を目指し高性能アンテナの開発を進めている 本研究テーマに関連して
地域新生コンソーシアム事業、 方自治体が取り組んでいる事業 ２件の特許を企業と共同で申請中である。
群馬県が取り組んでいる事業化 化プロジェクトなどに積極的に ２．北関東産官学研究会や地元企業を中心に発足した廃石膏ボード再資源化研究
プロジェクトなどに積極的に参 参加する。 会との再資源化事業や、共同研究イノベーションセンター客員教授との共同研
加する。 ○ 文部科学省及び経済産業省 究を基盤とした緑化関連事業などの事業化プロジェクトに積極的に参画してい

による地域科学技術・産業振 る。
興事業等に積極的に応募す ３．繊維とバイオの融合による新産業創出を目指して、群馬大学ファイブロバイ
る。 オプロセス研究会を設立した。

【９２】 【９２】
5) 地域住民に対して産学官連 5) 地域住民に対して産学官連 １．多文化共生に関する教育・医療・防災・防犯プログラムの企画運営や現代GP
携、新規事業創生、NPO運営、 携、新規事業創生、NPO運営、 「地域密着型健康づくりプランナーの育成」事業の一環として、地域の健康づ
地域医療、環境問題などに関す 地域医療、環境問題などに関す くり・地域づくりに関する健康調査・結果報告会、勉強会、助言等を行った。
る助言・相談機能を持つシステ る助言・相談機能を充実する。 ２．前橋商工会議所と連携して推進している「まちなかキャンパス」において、
ムの構築を図る。 一般市民に開放した授業の開設を行った。特に「群馬に多い病気 （年間６回」

開講）は、市民から好評を得ている。
３．NPO法人「群馬がんアカデミー」と協働して、がん医療等に関する一般市民向
け相談等を実施している。
４．過疎地域における高齢者交流ネットワーク事業で、高齢者パワーアップ教室
を開催するなど、ネットワークづくりの中心的役割を担っている。
５．県市町村、地域NPO法人、農業関係者など地域の関係者と連携し、環境問題を
考えるイベント「アースデイin桐生 「桐生手作り緑化フェアー」を開催し、」、
環境問題に関する啓発活動を行った。

研究の水準・成果の検証に関する 研究の水準・成果の検証に関する
具体的方策 具体的方策

【９３】 【９３】
平成１８年度～１９年度を目 教員評価の試行結果を踏ま １．評価システムについては、中期（年度）計画【174】の『計画の進捗状況』参
途に研究水準・成果を組織的に え、研究水準・成果を組織的に 照。
評価するシステムを作る。論文 評価するシステムを構築する。 ２．各教員の教育、研究、社会貢献、管理運営の領域に係るデータを収集、蓄積
発表、学会活動などに加えて、 また、論文発表、学会活動など し、大学情報データベースを充実させた。
学術招待講演、学術賞の受賞、 に加えて、学術招待講演、学術 ３ 「群馬大学科学者行動規範」を４月１日に制定し、その趣旨を全研究者に周．
特許取得、研究成果の事業化な 賞の受賞、特許取得、研究成果 知するとともに、研究活動上の不正行為を防止し、不正行為又は不正行為に起
ど多面的に評価する。この目的 の事業化などについて評価を行 因する問題が生じた場合に適切な対応を図るため、群馬大学研究行動規範委員
のために、教員の教育研究業績 う 併せてこれらの情報を収集 会を設置し、併せて、不正行為に関する申立て及び情報提供並びに関連規程に。 、
データベースを作成する。 蓄積し、大学情報データベース 関する相談、照会等に対応するための不正行為申立窓口を設置した。また、全

を充実させる。 ての研究費の運営及び管理を適正に行うため、研究費の運営及び管理に関する
○ 研究者が依拠すべき研究倫 責任と権限の明確化を図り、併せて、不正防止計画を推進するコンプライアン
理を盛り込んだ「科学者行動 ス室の設置や研究費の使用等に関する相談窓口を各キャンパスに設置した。
規範」に基づき、適正な研究
活動を推進する。

群馬大学
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
研究に関する目標(2)
② 研究実施体制等の整備に関する目標

国際競争力をもつ先進的研究拠点を形成し、それを担う人材を恒常的に育成するために必要な研究実施体制の整備を行う。学部・専攻の枠を越えて教員が研究中
組織を構成しやすいシステムの構築、複合領域の研究や大学院生に対する柔軟な研究指導を可能にする大学院組織の改組・再編を図る。期
施設面での研究環境の整備の推進に努める。附属図書館、総合情報処理センター、機器分析センター、遺伝子実験施設、附属動物実験施設、附属生理活性物質目
センターなどの統合整備を通じて研究支援機能の向上を図る。標
学内におけるプロジェクト研究、学外研究者との共同研究を円滑に行うために共用研究スペースや共同利用機器の使用について十分に配慮する。
教員の教育研究評価のためのシステムを構築し、各組織における教員の研究活動と実績を把握するとともに、研究者の配置や研究資金の配分等に競争的環境を
導入し、教員の研究活動の活発化を図る。

中期計画 年度計画 計画の進捗状況

（２）研究実施体制等の整備に関する目 （２）研究実施体制等の整備に関する目
標を達成するための措置 標を達成するための措置
適切な研究者等の配置に関する具 適切な研究者等の配置に関する具
体的方策 体的方策

【９４】 【９４】
1) 学部、専攻の枠を越えて教員 1) 学部、専攻の枠を越えて教員 １．特色GP「多文化共生社会の構築に貢献する人材育成」及び現代GP「地域密着
が研究組織を構成しやすいシス が研究組織を構成しやすいシス 型健康づくりプランナーの育成」において、全学並びに地域との協働による研
テムを検討する。 テムを検討する。 究体制を整え、事業を推進している。

２．工学研究科博士後期課程を１専攻とし、研究・教育の流動性を高め、学部・
研究科の各専攻の枠を越えたプロジェクトを構築しやすい組織とした。
３．研究戦略室が中心となり、個々の公募プログラムに応じた応募体制を整え、
部局内研究組織、部局間にまたがる研究グループ活動を促進した。

【９５】 【９５】
2) 大学院組織の改組・再編によ 2) 大学院組織の改組・再編によ １．生命科学と医学の学際的領域を研究する新しい人材を養成するため、医学系
り複合領域の研究や大学院生の り複合領域の研究や大学院生の 研究科に修士課程生命医科学専攻を設置した。
研究指導に柔軟に対応できる体 研究指導に柔軟に対応できる体 ２．学際的かつ高度な研究に柔軟に対応するため、工学研究科博士後期課程の専
制を作る。 制を作る。 攻の枠をはずし、博士課程後期課程１専攻、博士前期課程７専攻とする改組・

○ 工学研究科の改組・再編を 再編を実施した。
行う。 ３．実践的指導力のある高度専門職業人を養成するため、20年度に教育学研究科
○ 医学系研究科に生命医科学 を改組し、専門職学位課程教職リーダー専攻（教職大学院）並びに修士課程教
専攻 修士課程 を設置する 科教育実践専攻を設置することとした。（ ） 。
○ 教職大学院の設置について
検討を行う。

【９６】 【９６】
3) 研究者等の適正配置について 3) 研究者等の適正配置について １．第10次定員削減を法人化後も計画どおり実施したとして確保した「学長裁量
は、組織的に検討する。学長が は、組織的に検討し、学長が裁 枠」から、重点プロジェクトである「重粒子線照射施設」の設置と稼働に向け
裁量権を持つ教職員枠を作り、 量権を持つ教職員枠により、重 て、教員２名を任期を付して採用した。また、大学教育・学生支援機構の大学
重点配置ができる制度を確立す 点配置を行う。 教育センターに教養教育（語学教育）の重点化のため４名の教員を配置した。
る。 ２．本学の運営上特に重要な業務や特定プロジェクトの遂行のため、特任教授４

名（継続１名を含む）を採用した。

【９７】 【９７】
4) RA、TAを拡充し、大学院生の 4) RA、TAを拡充し、大学院生の 中期（年度）計画【40】の『計画の進捗状況』参照。
研究を支援する。また、ポスト 研究を支援する。また、ポスト
ドクターの受入れを拡充する。 ドクターの受入れを拡充する。

群馬大学
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研究資金の取得と配分に関する具 研究資金の取得と配分に関する具
体的方策 体的方策

【９８】 【９８】
1) 文部科学省科学研究費補助 1) 文部科学省科学研究費補助 １．荒牧、昭和、桐生の３キャンパスにおいて、研究担当理事、事務担当者から

。金、他の省庁、外郭団体、財団 金、他の府省、外郭団体、財団 科学研究費補助金獲得の重要性や電子申請などを中心とした説明会を実施した
等の助成金を積極的に獲得する 等の助成金を積極的に獲得する また、この説明会に若手研究者の参加を特に勧めるとともに、補助金採択者に
よう奨励する。また、企業や自 よう奨励する。また、企業や自 よる経験談を踏まえたアドバイスも行った。申請件数等については、中期（年
治体などとの共同研究を促進す 治体などとの共同研究を促進す 度）計画【220】の『平成19年度の実施状況概略』を参照。
る。 る。 ２．他省庁、外郭団体、助成団体等の各種研究助成の募集要項をホームページに

○ 若手研究者に対して補助金 掲載するとともに、要項の写しを毎月１回集積して、各学部に周知している。
申請に関する講習会を開催 また、申請状況を踏まえ関係部局等にきめ細かな情報を提供した。
し、補助金への応募率の上昇 ３．全ての研究費の運営及び管理を適正に行うための規程を整備し、研究費の運
を図る。 営及び管理に関する責任と権限の明確化を図り、併せて、不正防止計画を推進
○ 競争的資金を中心とした研 するコンプライアンス室の設置や研究費の使用等に関する相談窓口を各キャン
究費を適正に管理するための パスに設置した。
体制を整備する。

【９９】 【９９】
2) 平成１８年度～１９年度から 2) 教員評価の試行結果を踏ま 中期（年度）計画【174】の『平成19年度の実施状況概略』参照。
を目途に定期的に教員の教育研 え、教員の教育研究業績の評価
究業績の評価及び研究の進捗状 を行う。
況を適宜評価し、それを研究資 評価結果や補助金応募状況を
金の配分に反映させる。 研究資金の配分に反映させるシ

ステムについて検討を行う。

【１００】 【１００】
3) 基礎的研究に対しても、研究 3) 基礎的研究に対しても、研究 各部局への予算配分方法の見直し及び各部局での予算配分状況を調査し、基礎
費の配分を十分に配慮する。 費の配分を十分に配慮する。 的研究に対して研究費の確保を図った。

【１０１】 【１０１】
4) 平成１８年度から若手研究者 4) 若手研究者の育成を図るため 学長裁量経費「教育研究改革・改善プロジェクト経費」から、若手研究者を支
の育成を図るために特別研究基 に特別研究基金を設置する。 援する経費として20,000千円を確保し、公募に基づき研究費を配分した。平成19
金を設置する。 年度は72件の応募があり、32件を採択した。また、採択された教員には、平成20

年度科学研究費補助金等への応募を義務付けた。

研究に必要な施設、設備等の活 研究に必要な施設、設備等の活
用・整備に関する具体的方策 用・整備に関する具体的方策

【１０２】 【１０２】
1) 平成１９年度を目途に附属図 1) 総合情報メディアセンターを 19年４月に「群馬大学学術情報リポジトリ運用方針」を制定するとともに、学
書館と総合情報処理センター、 中心として、教育研究支援及び 内研究者の研究成果の収集及び図書館が所蔵する特殊コレクションの電子化を進

、 、総合情報システム室などを統合 学術情報の整備・充実の推進に めて 18年度から試験公開中の群馬大学学術情報リポジトリの内容の充実を図り
して総合メディアセンター（仮 努めるとともに、情報発信体制 19年11月から正式に公開した。
称）を創設し、教育研究支援学 を強化する。
術情報の整備・充実の推進に努 ○ 群馬大学学術情報リポジト
めるとともに、情報発信体制を リの内容の充実を図る。
強化する。

【１０３】
2) 機器分析センター、遺伝子実 （18年度に実施済みのため、19年度は年 中期（年度）計画【179】の『平成19年度の実施状況概略』参照。
験施設、附属動物実験施設、附 度計画なし）
属生理活性物質センターなどの
学内研究支援施設の整備・統合
を検討する。

【１０４】 【１０４】
3) 大型機器・共通機器を機器分 2) 大型機器・共通機器を機器分 18年度に引き続き、Web上で機器の予約ができる「予約システム」を活用するな
析センターに集約し、設備・機 析センターに集約し、設備・機 ど、機器分析センターに集約した大型機器・共通機器を集中管理・運用すること
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器の有効利用を図る。また、機 器の有効利用を図る。また、機 により、高性能大型分析装置等の効率的な有効活用を図った。また、専任教職員
器の保守と点検、利用指導体制 器の保守と点検、利用指導体制 による分析機器の教育指導を徹底するとともに、企業からの依頼分析収入による
の強化を図る。 の強化を図る。 機器の維持などの取組を実施した。

【１０５】 【１０５】
4) 共用研究スペースや共通機器 3) 共用研究スペースや共通機器 中期（年度）計画【251 【253】の『平成19年度の実施状況概略』参照。】
の有効利用の促進、利用者の選 の有効利用の促進、利用者の選
定・評価、研究の推進支援、共 定・評価、研究の推進支援、共
同利用施設の広報などを全学的 同利用施設の広報などを全学的
観点から組織的に行う。 観点から組織的に行う。

○ 新設・改修建物に２０％の
共同利用スペースを確保し、
学部、学科及び既存組織の枠
組みを越えた教育・研究活動
を推進する個人又はチームに
対して配分を行う。

研究活動の評価及び評価結果を質 研究活動の評価及び評価結果を質
の向上につなげるための具体的方 の向上につなげるための具体的方
策 策

【１０６】 【１０６】
1) 平成１８年度～１９年度を目 1) 教員評価の試行結果を踏ま 中期（年度）計画【174】の『平成19年度の実施状況概略』参照。
途に教員の教育研究活動を組織 え、教員の教育研究活動を組織
的に評価するシステムを構築す 的に評価するシステムを構築す
る。その結果を教員の研究費等 る。併せて、その結果を教員の
の資源配分に活用する。 研究費等の資源配分に反映させ

るシステムについて検討を行
う。

【１０７】 【１０７】
2) 優れた研究成果を挙げた研究 2) 優れた研究成果を挙げた研究 大学院成果報告会での優れた研究の顕彰、若手研究者の学術研究を奨励するた
者に対する顕彰制度を創設す 者に対する顕彰制度について充 めの基金を活用した表彰、部局長裁量経費を活用した助成金など、各部局におい
る。 実を図る。 て顕彰制度の充実を図っている。

【１０８】 【１０８】
3) 大学評価を適宜実施し、学外 3) 大学評価を適宜実施し、学外 中期（年度）計画【235 【238】の『平成19年度の実施状況概略』参照。】
者からの評価を積極的に求め 者からの評価を積極的に求め
る。また、評価結果を改善・改 る。また、評価結果を改善・改
革に生かすためのシステムを作 革に生かすためのシステムを作
る。 る。

知的財産の創出、取得、管理及 知的財産の創出、取得、管理及び
び活用に関する具体的方策 活用に関する具体的方策

【１０９】 【１０９】
1) 研究・知的財産戦略本部を中 1) 研究・知的財産戦略本部を中 １．秘密情報保護のため、本学と企業との間で秘密保持に関する覚書を締結して
心に、知的財産を発掘し、権利 心に、知的財産を発掘し、権利 いる。また、学内での卒業研究発表会等では、参加者全員に秘密保持義務を課
を保全し、権利を財産として育 を保全し、権利を財産として育 すことにより、研究成果の新規制喪失の例外規定の適用を受けないで特許出願
てるためのシステムを構築す てるためのシステムを強化す できるよう、秘密情報を保護するシステムを充実させた。
る。 る。 ２．利益相反マネージメントポリシーに則り関連規則の制定及びマネージメント

○ 研究成果の公開、秘密情報 体制の整備を進め、20年度から運用することとした。
の保護等に関するシステムを ３．開放特許リスト等の特許情報は、順次更新して、研究・知的財産戦略本部の
充実させる。 ホームページ及びJSTのデータベース「J-STORE」に掲載するなど、最新の情報
○ 利益相反ポリシーを踏ま を随時発信した。
え、利益相反マネージメント
体制を充実させる。
○ 特許情報等を、ホームぺー
ジの更新、ＪＳＴの「Ｊ－Ｓ
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ＴＯＲＥ」等により随時発信
する。

【１１０】 【１１０】
2) 本戦略本部と地域共同研究 2) 現代的教育ニーズ支援プロ １．現代的教育ニーズ支援プログラム「知的財産啓蒙教育及び弁理士チャレンジ
センターを中心に、知的財産の グラム「知的財産啓蒙教育及 教育」の取組として、学生を対象とした「入門知的財産講座 「知的財産専門」
創出、特許戦略の重要性を教職 び弁理士チャレンジ教育」に 講座 、学生・院生を対象とした「医学・バイオ特許講座 、院生を対象とした」 」
員に啓蒙する。 基づき、知的財産専門講座等 「経営管理/経営管理特論 、学生・院生・教職員・社会人を対象とした「弁理」

を開設して知的財産の創出、 士チャレンジ講座 「外国知的財産講座」を開設し、知的財産の創出及び特許」
特許戦略の重要性を教職員・ 戦略の重要性について啓蒙を行った。
学生に啓蒙する。 ２．群馬大学TLOのスタッフが、教職員からの特許相談を受けた際や定期的に開催

している特許相談の機会に、知的財産の創出及び特許戦略の重要性について啓
蒙した。

【１１１】 【１１１】
3) 知的財産の管理・活用を目指 3) 知的財産の管理・活用を目指 １．知的財産戦略室において、知的財産の管理を行うとともに、新たに設置した
して TLO機関やリエゾンオフィ して TLO機関やリエゾンオフィ 群馬大学TLOにおいて、知的財産の活用のため、研究成果に基づく開放特許の公、 、
スとの連携を推進し、研究成果 スとの連携を推進し、研究成果 開及び公開の際の秘密情報の保護等を行うシステムを確立した。

． 、の公開、秘密情報の保護等に関 の公開、秘密情報の保護等に関 ２ 群馬大学TLOの主導による首都圏北部技術移転推進ネットワークの構築により
するシステムを確立する。 するシステムを確立する。 関東経済産業局、自治体、自治体産業支援機関及び４大学（茨城、宇都宮、埼

玉、本学）との連携システムを確立した。
３．コラボ産学官が開催した展示会に、本学の産学連携・知的財産活動をパネル
出展するなど、リエゾンオフィスとの連携を推進した。

全国共同研究、学内共同研究等 全国共同研究、学内共同研究等に
に関する具体的方策 関する具体的方策

【１１２】 【１１２－１】
1) 生命科学懇談会の答申等を踏 1)-① 先端的生命科学研究を推 中期（年度）計画【80】の『平成19年度の実施状況概略』参照。

、まえて、学内諸組織、学外機関 進するために理化学研究所
と生命科学の共同研究を推進す 秋田大学と共同研究を推進
る。 する。

【１１２－２】
-② 重粒子線治療法の高度化 １．21世紀COEプログラム「加速器テクノロジーによる医学・生物学研究」では、
に関して、放射線医学総合 日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所と連携して、重粒子線治療法の基
研究所と共同研究を行う。 礎生物学的研究並びにこの治療法の新しい展開としての高精度マイクロサー
また、日本原子力研究開発 ジェリー法の研究開発を進めた。
機構高崎量子応用研究所と これらの成果に基づき ２件の特許出願を行い 特にマイクロビームサージェ、 、
連携して、加速器テクノロ リー治療ポートに関する特許はJSTの支援を得て、外国出願を行った。
ジーを利用した細胞生物 ２．重粒子線医学研究センターを中心に、放射線医学総合研究所と連携して、高
学・医学研究をさらに推進 度重粒子線治療技術の開発を進めた。
する。

【１１３】 【１１３】
2) 医学分野では、地域共同研究 2) 医学分野では、共同研究イノ １．産学連携を推進することを目的に、バイオフォーラム展示会を開催し、医学
センター、臨床試験部を中心に ベーションセンター、臨床試験 部におけるトランスレーショナルリサーチの知識普及を図った。
外部組織等と連携してトランス 部を中心に外部組織等と連携し ２．茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学と本学の共催による「首都圏北部新技術説
レーショナルリサーチを推進す てトランスレーショナルリサー 明会」を埼玉、群馬、東京において開催し、医工連携、技術移転の促進を図っ
る。また、医学系研究科、工学 チを推進する。また、医学系研 た。
部、民間企業が連携して、医用 究科、工学研究科、生体調節研 ３．工学研究科と生体調節研究所の合同セミナ－並びに工学研究科、医学系研究
理工学分野の共同研究を推進す 究所、民間企業が連携して、医 科 生体調節研究所と合同で 機能性発光プローブの開発と生体機能イメージン、 「
る。 用理工学分野の共同研究を推進 グ」シンポジウムを実施するなど、医工連携による共同研究を推進している。

する。

【１１４】 【１１４－１】
3) 地域の諸組織と有機的に連携 3)-① 群馬県教育委員会等地域 １．16年度から引き続き 「群馬大学と群馬県教育委員会連携協議会」において、、
して、教育方法の実践的研究を行 の諸組織と有機的に連携し 学校現場における喫緊の課題をテーマとした８部会を設け、県教育委員会と本
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う。 て、教育方法の実践的研究 学教育学部・附属学校間で共同研究を進めている。

を行う。 ２．外国人集積地区である大泉町の教育委員会と共同で「教員研修連続ワーク
ショップ を開催し 現職教員・学生・関係者等３日間で延べ500名の受講があっ」 、
た。このワークショップは、大泉町公立小中学校全教職員の必修研修として位
置づけられ、地域と大学協働の多文化共生教育に関する研修プログラムとして
全国から注目されている。

【１１４－２】
-② 多文化共生に向けての学 １．一橋大学「人間環境キーステーションとまちづくり授業」のグループと連携
校教育、社会教育のあり方 し、多文化共生のまちづくりのあり方を研究している。19年度は、両大学の学
について 他大学と連携し 生が共同で提案した多文化地域での学生ボランティア企画が（財）学生サポー、 、
実践研究を推進する。 トセンターの「学生ボランティア団体」助成金事業に選定された。

２．18年度から引き続き、外国人学校の実態と教育支援のあり方について、本学
が中心となり、外国人集住県の外国人担当部署関係者、国立教育政策研究所、
関係大学と連携して研究を進め、文部科学省に施策提言を行っている。また、
多文化共生の学校教育・社会教育のあり方について、宇都宮大学、滋賀大学、
岩手県立大学と連携し、実践的研究を進めている。

【１１５】 【１１５】
4) 工学分野において、県内の先 4) 工学分野において、県内の先 １．群馬県から運営委託を受けた「群馬アナログカレッジ」を設置して、アナロ
進企業と包括技術協定を結び、 進企業と包括技術協定を結び、 グ技術者育成のため、次の８講座を実施した。
産学連携を促進する。 産学連携を促進する。 (1) アナログ先端技術４講座（中・上級向講座 ：アナログシステム講座、集積）

○ 群馬県から運営委託を受け 回路講座、高周波回路講座、パワーエレクトロニクス回路講座
「群馬アナログカレッジ（通 (2) アナログ座学４講座（初・中級向講座 ：集積回路座学講座、高周波回路座）
称 」を設立し、群馬県のア 学講座、システム回路座学講座、パワーエレクトロニクス回路座学講座）
ナログ技術の向上・人材育成 ２．18年度に引き続き、15企業等との包括協定等に基づき、産学連携活動を推進
等を図る。 している。特に、19年度地域新生コンソーシアム研究開発事業「実用的な廃棄

」 （ ） 、羊毛溶解方法の高性能素材の開発 で群栄商事 株 他２社と研究開発を進め
羊毛の防縮加工や合成繊維の表面処理剤の有用性を見出した。

【１１６】 【１１６】
5) 工学分野において、ナノテク 5) 工学分野において、メカトロ １．メカトロニクス・ロボット研究会関連
研究会など企業との合同研究会 ニクス・ロボット研究会等、企 経済産業省の「産学連携製造中核人材育成事業」の委託費により、企業（富
や企業懇談会をさらに活発化さ 業との合同研究会や企業懇談会 士重工業（株 、矢島工業（株）等）と連携して、製造現場で中核的な役割を）
せ、企業のニーズと研究シーズ をさらに活発化させ、企業の 果たす人材育成のため、９講座を開講するとともに、企業との連携によるメカ
のマッチングを図る。 ニーズと研究シーズのマッチン トロ・ロボット研究会の開催（２回 、教育カリキュラムの開発と実証講座の）

グを図る。 開講など活発な取組を展開した。
２．ナノテクノロジー関連
次期ナノテク研究会の中核事業推進のため、ナノテク事業準備会を発足させ
るとともに、研究講演会やナノテク関連連携研究会を開催した。
３．アナログ集積回路関連
「ルネサステクノロジー先端アナログ回路工学講座」が、携帯無線端末用高
周波アナログ集積回路、高効率パワーエレクトロニクス回路など先端アナログ
技術の産学連携での研究開発及び人材育成を行い、その研究成果を国内外の学

、 。 、 （ ）会で発表し 特許出願を行った また 企業と連携による研究会の開催 20回
や群馬県の委託による「群馬アナログカレッジ」の設置など、それぞれの事業
を活発に展開した。
４．ケイ素科学技術研究会関連
ケイ素を基軸とする機能性材料の開拓事業について、19年度は次の４項目を実
施した。
(1) 文部科学省特別教育研究経費（12,550千円）による連携融合事業の推進
(2) 19年度群馬大学教育研究重点経費（5,085千円）による研究の推進
(3) 群馬ケイ素科学技術研究会を中心とした研究会や成果発表などの活動
(4) 第３回ケイ素科学国際シンポジウムを開催
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【１１７】 【１１７】
6) 研究経費配分において、他組 6) 研究経費配分において、他組 他組織との各種共同研究を活性化させるため、学長裁量経費「教育研究改革・
織との各種共同研究を活性化さ 織との各種共同研究を活性化さ 改善プロジェクト経費」を措置し、学部間を越えて関連する研究者のチームを支
せる工夫をする。 せる工夫をする。 援し、プロジェクトの推進を図った。

【１１８】 【１１８】
7) インキュベーション施設等の 7) インキュベーションセンター １ インキュベーションセンターを運営するIM インキュベーションマネージャー． （
共用研究スペースの活用を図 等の共用研究スペースの活用を ２名）が主体となり起業塾を３回実施し、延べ81名の参加者があった。
り、共同研究プロジェクトを推 図り、共同研究プロジェクトを ２．インキュベーションセンターにおいて、大学において実用化に向けて研究を
進する。 推進する。 推進している９テーマのうち、19年度は新たに１社が起業化し、通算で４社が

起業化した。
３．プロジェクト棟における共同研究スペースのより有効な活用を図るため、再
配分を睨んだ利用調査を行うとともに、重粒子線医学研究センター、新任教授
等の要望に応えて共同研究のスペースを確保した。
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教育研究等の質の向上の状況Ⅱ
その他の目標(3)
① 社会との連携、国際交流等に関する目標

社会との連携においては、群馬大学が核となって地域社会との総合的な連携システムを構築し、大学の研究成果を社会へ還元するシステムを整備する。中
国際交流に関しては、外国諸機関との交換留学制度や共同研究を活発化させる。また、多くの国からの留学生を受け入れるとともに、海外から優れた研究者を期
客員教授として受け入れ、教育・研究の活性化を図る。さらに、国際協力事業に積極的に参加し、開発途上国への知的支援、技術協力を積極的に展開する。目
標

（１）社会との連携、国際交流等に関す （１）社会との連携、国際交流等に関す
る目標を達成するための措置 る目標を達成するための措置
地域社会等との連携・協力、社会 地域社会等との連携・協力、社会
サービス等に係る具体的方策 サービス等に係る具体的方策

【１１９】 【１１９】
1) 群馬県・群馬大学連携推進協 1) 群馬県・群馬大学連携推進協 １．群馬県・群馬大学連携推進協議会で立案した地域社会との連携・協力策を各
議会で立案した地域社会との連 議会で立案した地域社会との連 事項毎に実施することとし、19年度は 「科学するこころ連携会議 （群馬県新、 」
携・協力策を群馬大学地域連携 携・協力策を群馬大学地域連携 政策課主催）に参加し、同会議及び参加機関の催物の広報を行うなど、地域関
推進本部が組織的に推進する。 推進本部が組織的に推進する。 係機関との連携ネットワークづくりに協力した。

２．上記のほか、地域社会との連携・協力を組織的に推進した。
(1) 19年８月に、本学主催事業「理科体験教室－群馬おもしろ科学展－ （群馬」
県・群馬県教育委員会等後援）を17年度から引き続き開催した。
(2) 群馬県教育委員会の協力により、県内各公立学校の電子メールアドレスの提
供を受け、公開講座等の電子広報に活用した。

【１２０】 【１２０】
2) 地域社会のニーズを汲みとる 2) 地域社会のニーズを汲みとる １．群馬大学公開講座として、一般市民向け20講座、教員等の専門的職業者向け
システムを整備し、公開講座等 システムを整備し、公開講座等 講座13講座の計33講座を開催した。終了後アンケートを実施し、地域社会、一
の市民サービスを強化する。ま の市民サービスを強化する。ま 般市民からのニーズを汲み取り、次年度の計画に反映させている。
た、平成１６年度から附属図書 た、附属図書館の休日開館を行 [19年度受講者 800名（対前年度 88名増）]
館の休日開館を行うなど、地域 うなど、地域における社会人教 ２．地域社会のニーズを汲み取るため、引き続き、地域貢献諮問委員会、企業懇
における社会人教育、生涯教育 育、生涯教育の拠点として大学 談会及び社会貢献推進委員会を開催した。
の拠点として大学の施設を提供 の施設を提供する。 ３．総合情報メディアセンター図書館において、休日開館等により地域社会に施
する。 設を開放した。

[入館者数11,125名(対前年度2,259名増)]

【１１４－３】
3) 県 市町村等との連携により １．群馬県新政策課多文化共生支援室に異文化間教育専任教員をアドバイザース、 、
多文化共生に向けての学校教 タッフ（併任）として派遣し、教育カリキュラムの構築及び多文化共生教育策
育 社会教育の在り方について の立案を行った。、 、
実践研究を推進する。 ２ 文部科学省・ブラジル大使館・ペルー大使館等と連携し 全国のブラジル人・． 、

、 。 、ペルー人学校等外国人調査を実施し 施策の提言を行った この知見をもとに
19年10月に開催された第３回日伯二国間協議会において、在日ブラジル人児童
生徒の教育の現状の実態調査を踏まえた提言の一部が実現された。
３．群馬県新政策課多文化共生支援室との連携で実施した「北関東圏における多
文化共生の地域づくり調査」の一環として実施・とりまとめた実態調査と８つ
の社会実験、本学の多文化共生教育・研究プロジェクトの教育・医療・防災・
防犯に関する取組をもとに19年度国土交通省「首都圏広域地方計画有識者懇談
会」で施策提言を行っている。
４．群馬県警察本部より多文化社会で生活する児童生徒を念頭においた「防犯ガ
イドブック」作成のための調査研究と作成を受託し、19年度は、ポルトガル語
版と日本語版を作成し、県内のブラジル人学校と公立小中学校に配布すること
となった。
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５．引き続き、外国人集住都市会議や教育機関と協力して、多文化学級に対応で
きる人材育成を狙いとする「多文化地域での教職インターンシップ」の実施及
び大泉町教育委員会と共同で「教員研修連続ワークショップ」を開催した。

【１２１】 【１２１】
3) 山間部における健康相談シス 4) 健康相談システム、在宅障害 １．附属病院、嬬恋村国保診療所及び上野村健康センターの３地点をテレビ電話
テム、在宅障害者のリハビリテー 者のリハビリテーション、 で結び、双方向のコミュニケーションを通じて健康相談を行うなど、遠隔医療
ション、がん・難病患者在宅医療 がん・難病患者在宅医療支援の システムを構築している。
支援のネットワークを構築する。 ネットワークの構築について検 ２ 18年度に引き続き 保健学領域の研究プロジェクト 地域リハビリテーション． 、 （

討する 支援､統合医療研究推進、地域保健総合推進、病院・地域連携による高度医療依
存在宅療養者支援）を遂行している。
３．がん患者のニーズに即した包括的地域支援ネットワーク作りを目的に、18年
度に引き続き、地域貢献事業として、次の取り組みを実施した。
(1) 群馬県がん患者団体連絡協議会（18年度設立）において、がん患者会や支援
団体相互の情報交換や交流並びに協力体制の整備を図った。
(2) がん療養者の医療・看護相談を実施し、がん患者・家族のためのパンフレッ
トを作成した。
(3) 地域がん医療従事者の資質向上研修と事例検討会を実施し、ネットワークの
形成を行った。
４．前橋市との共同研究として、電子メールを活用した保健指導をモデル的に実
施し、保健指導技術の開発に取り組んでいる。
５．生活習慣病患者のセルフマネジメント（食事療法等）支援の能力向上を図る
ため 「セルフマネジメント向上プロジェクト」を立ち上げ、県内の病院や研、
究会で講義や演習を行い、各機関の実践内容について検証を行っている。

【１２２】 【１２２】
4) 地域社会での健康教育や健康 5) 地域社会での健康教育や健康 １．年度計画【121】の『計画の進捗状況 2.』のプロジェクトを群馬県や市町村
作り活動を推進し、自治体との 作り活動を推進し、自治体との と協力の下、健康づくりや疾病の予防、介護予防等に取り組んでいる。
共同研究により、地域保健行政 共同研究により、地域保健行政 ２．群馬県介護保健室の職員提案型プロジェクトである「健康寿命延伸プロジェ
施策への提言を行う。 施策への提言を行う。 クト」に参画し、20年度の予算編成に向けた政策提言を取りまとめている。

３．18年度に立ち上げた糖尿病対策推進会議（糖尿病学会、糖尿病協会、医師会
の３者で構成）において、糖尿病の発症予防、合併症予防のための活動を行っ
た。県保健予防課の協力も得て、講演会、糖尿病相談等を実施している。
４．群馬県のウィルス肝炎健診事業に、検討委員や講演会等講師として貢献して
いる。
５．職域メンタルヘルス交流会において、講演会やシンポジウムを開催し、県内
のメンタルヘルスケア教育を推進した。
６．群馬県及び市町村の健康増進や介護保健事業、社会福祉協議会等に委員や助
言者として貢献している。また、県のニホンヤマビル対策にも貢献している。
７．18年度に設立した群馬県がん対策協議会において、群馬県がん対策推進計画
を策定中である。
８．18年度に採択された現代GP「地域密着型健康づくりプランナーの育成」の取
組により、地域の健康づくりに関する実態を把握し、課題を分析、解決する人
材並びに行政区分、専門領域毎に分かれている健康プログラムを健康スポーツ
に総合化する人材の育成を行い、健康づくり活動を推進した。

【１２３】 【１２３】
5) 平成１６年度から高等学校と 6) 高等学校と大学間連携プログ 高校への出前授業、１日体験教室等のほかに、次の取組を実施した。
大学間連携プログラムを推進 ラムを推進し、高校への出前授 １．県内外のスーパーサイエンスハイスクール及びサイエンスパートナーシップ
し、高校への出前授業、１日体 業 １日体験教室等を実施する プログラム指定校と提携し､高校生に大学の先取り授業や体験実習を実施した。、 。

． 「 、 」 、験教室等を実施する。小・中・ 小・中・高校等の教員との教育 ２ 文部科学省 ひらめき ときめきサイエンス事業 に参加し､中学生に対して
高校等の教員との教育方法等に 方法等に関する意見交換や交流 初歩的な生命科学の講義及び体験実習を実施した。
関する意見交換や交流を推進す を推進する。 ３．群馬県内の中・高校の保健教員を対象に「熱中症の正しい理解のための研究
る。 会 （群馬県教育委員会協賛）を開催し、熱中症の発症メカニズムについて実」

習や講習を行い、各校での指導に役立ててもらった。
４．小・中学校の教員の意見を踏まえ 「テクノドリームツアー 「発明想像画、 」、

」、「 」、「 」、「 」、コンクール メカメカフェア ロボットと遊ぼう エレクトロ体験教室
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「一日体験化学教室 「コンピュータでも苦労する問題」などを開催し、理科」、
教育の地盤を強化した。
５．群馬県内11の小・中学校へ留学生を派遣し、国際教育等の授業に協力した。
６ 教員が 群馬県教育委員会関係の活動 学校評議員 スーパーイングリッシュ． 、 （ 、
ランゲージハイスクール運営指導員）を通じて、中高一貫教育や高等学校教育
への助言、協力を行った。
７．群馬県内の中・高校生を対象に、日本化学会関東支部主催の「化学への招待
－講演会」を県内で実施し、工学研究科専任教員による生命化学に関する講演
を行った。

【１２４】 【１２４】
6) インターネットなどを利用し 7) インターネットなどを利用し １．本学の研究成果等を網羅的に収集・蓄積し、社会に提供するシステム「学術
て、研究テーマ・研究成果等に て、研究テーマ・研究成果等に 情報リポジトリ」を学内外に発信・公開した。
関する情報を積極的に発信す 関する情報を積極的に発信す ２．各部局において、ホームページの内容を適宜更新し、研究成果等に関する最
る。 る。 新の情報を発信している。

産学官連携の推進に関する具体 産学官連携の推進に関する具体的
的方策 方策

【１２５】 【１２５】
1) 群馬県・群馬大学連携推進協 1) 群馬県・群馬大学連携推進協 群馬県・群馬大学連携推進協議会で立案した産学連携に関する企画を各事項毎
議会と群馬大学地域連携推進本 議会と群馬大学地域連携推進本 に協力することとし、次の企画・運営を行った。
部を中心に、組織的に産学官連 部を中心に、組織的に産学官連 １．群馬県産業政策課に協力し、産学連携コーディネータによる研究室訪問、民
携に関する企画・運営を行う。 携に関する企画・運営を行う。 間企業訪問を積極的に行った。

． 、 「 」 、２ 産業界との交流を深めるため 首都圏北部４大学 新技術説明会 を実施し
研究テーマや特許の紹介、共同研究の募集等を行った。
３．前橋市での産学官連携を強化する目的で、医学部が中心となり、前橋商工会
議所と前橋工科大学と共同事業を計画した。
４．産学官推進戦略室を通じて、県内の住宅企業との共同研究を推進し、住環境
改善によるアレルギー症状予防効果を医学的に解明するとともに、そのデータ
を企業にフィードバックし、事業化を行っている。

【１２６】
2) 平成２０年度を目途に地域共 （18年度に実施済みのため、19年度は年 中期（年度）計画【179】の『平成19年度の実施状況概略』参照。
同研究センターやサテライト・ 度計画なし）
ベンチャー・ビジネス・ラボラ
トリーなどを中心とした産学連
携創出支援機構を組織化し、連
携推進体制を強化する。

【１２７】 【１２７】
3) 平成１６年度から文部科学省 2) 文部科学省及び経済産業省の 19年度は次の取組を実施した。
の「都市エリア産学官連携促進 地域科学技術・産業振興事業、 １．経済産業省の「地域新生コンソーシアム研究開発事業」
事業 、経済産業省「産業クラ 科学技術振興機構の地域研究開 ２．経済産業省の「地域新規産業創造技術開発費補助事業」」
スター計画 、科学技術振興事 発促進拠点支援事業及び地域結 ３ （独）科学技術振興機構の「地域結集型共同研究事業」」 ．
業団の「地域研究開発促進拠点 集型共同研究事業等を通じて、 「環境に調和した地域産業創出プロジェクト」(17年度採択）について、19年度
支援事業」等を通じて、積極的 積極的に地域社会の産業競争力 も引き続き、工学研究科環境プロセス工学専攻で開発に取り組んでいる「家畜

」 、 。に地域社会の産業競争力強化の 強化の支援をする。 排せつ物(ふん尿)の低温ガス化 技術の実用化を目指して 研究を行っている
支援をする。 ４ （独）科学技術振興機構の「独創的シーズ展開事業－委託開発－」．

「ケナフ繊維含有プラスチックの製造技術開発」について、東邦工業（株）と
ともに採択され、実用化に向けた研究開発を進めている。
５．経済産業省の「製造中核人材育成事業」
18年度採択された「メカトロニクス・ロボット分野人材育成事業」について、
19年度は９講座を開催し、202名が受講した。また、研究会を２回開催した。

【１２８】 【１２８】
4) 平成１６年度から企業懇談会 3) 企業懇談会や共同研究イノ １．18年度、群馬経済新聞社に特集「シーズを探せ」の連載を行い、74名の研究
や地域共同研究センターにおけ ベーションセンターにおけるセ 者の研究シーズを紹介した。また、その特集の冊子を作成し、ホームページに
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るセミナー等を通じて、産業界 ミナー等を通じて、産業界の 掲載した。
のニーズと大学のシーズに関す ニーズと大学のシーズに関する ２．群馬大学共同研究イノベーションセンター、群馬大学科学技術振興会との共
る情報を交換する。公募マッ 情報を交換する。公募マッチン 催で「産業シリーズ－光関連」を開催した。
チング方式による卒業研究テー グ方式による卒業研究テーマの ３．19年８月に企業懇談会を開催し、工学部の有しているシーズを公開するとと
マの募集、インターンシップ制 募集、インターンシップ制度な もに、教員と来場者（企業関係者等）が意見交換を行う分科会を充実させて、
度などを通して、産業教育の活 どを通して、産業教育の活性化 意見交換の機会を増やした。また、ニーズ発表として企業等の展示・発表の場
性化を図る。 を図る。 も設けた。さらに、アンケートを実施し、企業の求めている大学側の対応につ

いて意見を収集した。
４．工学研究科では、従来のインターンシップ制度とともに、対象を修士及び博
士課程まで拡大した長期派遣型人材育成インターンシップ制度（３ヶ月以上）
を開始し、19年度は５名を派遣した。

【１２９】 【１２９】
5) 地方自治体等と共同して、産 4) 地方自治体等と共同して、産 １．群馬県内で外国人が多数在籍する伊勢崎市、太田市、大泉町等の関係機関と
学官連携のためのネットワーク 学官連携のためのネットワーク 「地域協働ネットワーク」を設置し、さらに、県外の外国人集住県にも同ネッ
作りを行う。大学教育へ産官関 作りを行う。大学教育へ産官関 トワークを広げ、多文化地域における教育の在り方について研究を進めた。
係者の参加を求め、連携大学院 係者の参加を求め、連携大学院 ２．前橋商工会議所が産官学連携として推進している「まちなかキャンパス」構
の活動、企業との連携によるサ の活動、企業との連携によるサ 想に、前橋工科大学等とともに参画し、中心市街地空き店舗で、一般市民に対
テライト教室の拡大充実を推進 テライト教室の充実を図る。 して講座を開講した。
する。 ○ 前橋工科大学及び前橋商工 ３．産学連携等に関する協定に基づき、金融機関等と共同で、新技術説明会を開

会議所と連携に関する協定に 催し、産学連携の推進を図った。
基づき、科学技術振興及び地 ４．桐生市との連携を図るため設立した「まちの中に大学があり、大学の中にま
域文化の発展に努める。 ちがある」推進協議会において、桐生キャンパスの整備、地域産業の活性化等
○ 地元金融機関等と協力して に係る事業を実施した。
産学連携の推進を図る。 ５．太田市との連携を図るため設置した「地域ものづくり教育研究整備推進協議
○ 桐生市及び太田市とそれぞ 会」において、太田キャンパスの整備及び地域産業の活性化等に係る事業を推
れ包括協定に基づき連携を一 進し、19年４月から太田キャンパスに学生を受入れる体制を整えた。
層強化する。

地域の公私立大学、国内大学等と 地域の公私立大学、国内大学等と
の連携・支援に関する具体的方策 の連携・支援に関する具体的方策

【１３０】 【１３０】
1) 県内国公私立６大学間の単位 1) 県内国公私立７大学（県立女 １．これまでの県内国公私立７大学（県立女子大学、関東学園大学、上武大学、
互換をさらに推進すると同時 子大学、関東学園大学、上武大 東洋大学、共愛学園前橋国際大学、放送大学、本学）間の単位互換をさらに推
に、その他の県内大学及び短大 学、東洋大学、共愛学園前橋国 進した。
との連携強化を図る。また、国 際大学、放送大学、群馬大学） ２．教育問題に関する情報の交換、教育改革の意識の向上及び工学教育のレベル

、 （ 、 、 、 、 ）立５大学（山形、徳島、愛媛、 間の単位互換をさらに推進する の向上のため ５大学連携 山形大学 徳島大学 愛媛大学 熊本大学 本学
、 。 、熊本、群馬）間の大学間交流協 と同時に、その他の県内大学及 による教育シンポジウムを開催し 教育問題に関する情報交換を行った また

定に基づく連携を一層推進す び短大との連携強化を図る。 ５大学連携教育検討委員会を組織し、教育連携に関する会議を開催した。
る。 ○ ５大学（山形大学、徳島大 ３．４大学院連携先進創生情報学教育研究プログラムについて、20年度からの実

学、愛媛大学、熊本大学、群 施に向けて、ITスペシャリスト人材育成プロジェクトの試行を開始した。19年
馬大学）間の協定に基づく連 度は、宇都宮大学開講のITスペシャリストコースについて、３科目の講義を遠
携を一層推進する。 隔講義方式で配信した。
○ ４大学（茨城大学、宇都宮 ４．前橋工科大学との協定に基づき、学生の交流、単位互換及び教育研究につい
大学、埼玉大学、群馬大学） ての情報交換等の教育研究の交流を推進した。
間の協定により、大学院間の
教育研究の連携を一層強化す
る。
○ 前橋工科大学との協定に基
づき教育研究の交流を推進す
る。

【１３１】 【１３１】
2) 大学間の各種研究会へ参加し 2) 大学間の各種研究会へ参加し １．特色GP「多文化共生社会の構築に貢献する人材の育成」の第８回シンポジウ
て交流の場を設け、共同研究や て交流の場を設け、共同研究や ムを大学間連携で開催し、事業や研修の共同企画を進めた。
人的交流を拡大する。 人的交流を拡大する。 ２．研究を実質的に担う若手研究者の教育・研究の場を作るため 「群馬大学ア、

ナログ集積回路研究会」において、講演会を20回開催した。
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３．秋田大学と連携してグローバルCOEプログラム「生命科学」を推進するため、
合同シンポジウム、国際シンポジウムを開催した。
４．共同研究や人的交流を拡大するため、生体調節研究所と名古屋大学環境医学
研究所で合同シンポジウムを開催した。
５．現代GP産学連携による理系専門英語の実践型教育では、東京大学工学教育推
進機構主催の教育シンポジウム及び全国高等工業専門学校教員研究集会で、活
動内容の紹介、普及、点検のための招待講演を行った。

【１３２】 【１３２】
3) 県立医療短期大学と、保健学 3) 県立県民健康科学大学と、保 １．19年度「がんプロフェッショナル養成プラン」により、県立県民健康科学大
に関する研究協力を行う。 健学に関する研究協力を行う。 学等と教育・研究に関して連携し、患者のQOLを重視した総合的な全人的がん医

療の地域定着化を目指している。
２．保健学科では、教員が中心になって進めている勉強会、既存の研究会等を通
して、県内看護系大学の教員との共同研究の可能性、推進の方向性について検
討している。

留学生交流その他諸外国の大学等 留学生交流その他諸外国の大学等
との教育研究上の交流に関する具 との教育研究上の交流に関する具
体的方策 体的方策

【１３３】 【１３３】
1) 国際交流委員会、留学生セン 1) 国際交流企画室、留学生セン １．海外留学フェア（韓国・台湾・ベトナム）に参加し、同地の交流協定校を訪
ターを中心に、国際交流事業の ターを中心に、国際交流事業の 問し、今後の研究者交流及び学生交流について具体的な話し合いを行った。
組織的な推進を図る。諸外国と 組織的な推進を図る。諸外国と ２．新たに大学間協定を３件、部局間協定を４件締結し、さらに、既存の部局間
の大学間交流を積極的に展開す の大学間交流を積極的に展開す 協定を１件大学間協定に昇格させ、19年度中に大学間協定21件、部局間協定24
るとともに、外国人研究者の招 るとともに、外国人研究者の招 件となった。
聘や教職員及び学生の海外派遣 聘や教職員及び学生の海外派遣 ３．嶺南大学（韓国）及び台北教育大学（台湾）において、それぞれ９日間、10
を強力に支援する。 を強力に支援する。 日間の短期研修を実施し、６名と13名の学生を派遣した。また、サンディエゴ

州立大学（アメリカ）において、４週間の語学研修を実施し、９名の学生を派
遣した。
４．教育研究改革・改善プロジェクト経費及びアジア人財資金経費により、優秀
な大学院生獲得を目的として、新規協定校の開拓及び協定の調印等のため、教
職員を海外へ派遣した。また、同経費を若手研究者等海外派遣助成金とし、若
手研究者９名の国際学会等渡航費を助成した。さらに、協定締結校から３名の
研究者を招聘したほか、各部局においても、学生、研究者の招聘・派遣を行っ
た。

【１３４】 【１３４】
2) 留学生センターの日本語教育 2) 留学生の教育・交流プログラ １．日本語教育については、留学生個々の属性、能力に応じて多様な組合せの日
プログラム等の充実を図り、留 ム等の整備を図り、優秀な留学 本語授業を提供した。コースの設定については、あらかじめ留学生の日本語力
学生を積極的に受け入れる。 生を積極的に受け入れる。 を事前にチェックした上で、カリキュラム設計する等、効率的で効果的な手法

をとった。
２．アジア人財資金構想（経済産業省・文部科学省共催）高度専門留学生事業に
採択され、アジア進出するものづくり企業の生産現場のプロジェクトを運営で
きる技術経営リーダーを育成する新たな取組を実施した。日本語教育において
もビジネス日本語やビジネス接遇等を実施するとともに、現行の日本語コース
との再編・融合によりプログラムの充実を図った。当該事業により５名の在学
生が国費留学生に採用となった。

【１３５】 【１３５】
3) 外国大学での履修単位を一層 3) 外国大学での履修単位を一層 １．地中海大学（マルセイユ大学Ⅱ）を訪問し、ダブルディグリーについて打ち
弾力的に扱う。国際交流の状況 弾力的に扱う。国際交流の情報 合わせを行い、今後、修士・博士論文の共同指導を行うことで合意した。
をホームページなどで公開す をホームページなどで公開す ２．全学及び部局のホームページに国際交流情報を掲載し、随時更新している。
る。過去の受け入れ学生や派遣 る。受入・派遣学生の追跡調査 ３．国際交流企画室において、国際共同研究、国際会議の開催、帰国留学生の情
学生の追跡調査を行い、国際交 を行うとともに 国際共同研究 報のデータベース化、国際交流活動に関する調査を引き続き実施した。、 、
流活動の基礎データを収集す 国際会議の開催・参加等、国際
る。 交流活動の基礎データを収集す

る。
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教育研究活動に関連した国際貢 教育研究活動に関連した国際貢献
献に関する具体的方策 に関する具体的方策

【１３６】 【１３６】
1) 国際共同研究を推進し、開発 1) 国際交流企画室国際協力事業 １．国際交流企画室国際協力事業専門部会を中心に、国際共同研究及び国際協力
途上国への知的支援による国際 専門部会を中心に、国際共同研 事業を推進するため、以下の取組を実施した。
協力事業を積極的に展開する。 究を推進し、開発途上国への知 (1) 知的支援による国際協力事業及び国際共同研究の拠点となる機関として、途
国際交流・協力事業を一体的に 的支援による国際協力事業を積 上国（アジア、中米）の大学と協定締結を行った。
処理するための組織を整備す 極的に展開する また 各部局 (2) 国際共同研究の実施と拠点形成のため、協定校から研究者を招聘し、講演会。 、 、
る。 教員個々の国際協力活動を全学 を開催した。

的な事業として推進する。 ２．上記の他、各部局においても、積極的に国際共同研究及び国際協力事業を実
施している。

【１３７】 【１３７】
2) 国際協力事業について、独立 2) 国際協力事業について、独立 国際協力機構との連携により、次の事業を展開している。
行政法人国際協力機構との連携 行政法人国際協力機構との連携 １．草の根技術協力事業「感染症対策技術向上」を県と協力して実施し、教員２
による支援を継続する。研究蓄 による支援を継続する。研究蓄 名をニカラグアへ派遣し 現地の病院において技術指導 ワークショップを行っ、 、
積のある分野については積極的 積のある分野については積極的 た。また、ニカラグアから研修生３名を受入れ、本学及び県内病院において研
に事業提案を行い、国際協力事 に事業提案を行い、国際協力事 修を行った。
業の充実・発展を図る。 業の充実・発展を図る。 ２ 「現職教員研修政策実施支援計画 （ガーナ）及び「前期中等理数科教員研修． 」

強化プロジェクト （インドネシア）により、教員２名を現地に派遣し、研修」
指導を行った。
３．工学研究科教員１名をアセアン工学系高等教育ネットワーク運営指導調査団
員としてタイへ派遣した。また、インド国別研修により、医学系研究科に外国
人受託研修員１名を受入れ、寄生虫学に関する研修を行った。

群馬大学
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大学の教育研究等の質の向上Ⅱ
その他の目標(3)
② 附属病院に関する目標

医学・医療・看護・福祉を総合的に見据えた教育・研究・臨床活動を推進し、広く社会のニーズに応え、患者に信頼される高度先進医療、その他先進医療を実中
践する中核病院を目指す。期
目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 ｳｪｲﾄ

状況 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

（２）附属病院に関する目標を （２）附属病院に関する目標を達成する
達成するための措置 ための措置
患者中心の質の高い医療 患者中心の質の高い医療を実施す
を実施するための具体的 るための具体的方策
方策

Ⅲ ・ 専任のゼネラルリスクマネージャーを配 ・ 20年度から、医療安全に【１３８】
置し、院内安全管理体制及び危機管理体制 関するe-ラーニングシステ1) 医療過誤防止のため
の強化を図った。 ムを活用した医療安全に関に院内安全管理体制及
・ 医療事故（過誤のないものも含む) 報告 する教育を充実させる。び危機管理体制を強化
の電子化 院内感染情報の共有化 説明書・ ・ 各種のチーム医療を充実し、院内感染サーベイ 、 、
同意書の実情調査を行った。 させることで、相互チェッランスなどの情報管理
・ クリニカルパス大会を開催するなど、患 ク機能を向上させる。システムの構築を図
者状態適応型パスシステムの開発研究を実 ・ 細菌検査データ報告シスる。また、患者が納得
行した。 テム並びに感染管理システできる高度な治療の推

ムの充実を図る。進と包括医療に対応す
・ 薬剤師の専任ゼネラルリスクマネーるため、クリニカルパ 【１３８】
ジャーを配置し、院内医療安全体制を強化ス（治療計画）を広く 1) 院内安全管理体制及び危機管
した。導入する。 理体制を強化し、院内感染サー

、 。ベイランスなどの情報管理シス ・ 19年７月 医療安全管理指針を改訂した
・ 19年８月、各部署の感染対策リンクナーテムの構築を図る。また、患者
スを委嘱した。が納得できる高度な治療の推進
・ 19年11月 「群馬大学医学部附属病院感と包括医療に対応するため、ク 、
染対策の指針」を制定した。リニカルパス（治療計画）を広
・ 19年11月、食中毒対応マニュアルを改正く導入する。
して整備した。
・ 19年12月 医療安全に関する e-ラーニン、 「
グシステム」の導入を決定した。
・ 20年３月、医療安全ポケットマニュアル
を改訂した。
・ クリニカルパス大会を３回実施した。７
つの新規パスを承認し、５つのパスについ
て新規登録準備中である。

Ⅲ ・ 18年8月に新中央診療棟が竣工し、画像診 ・ 新中央診療棟の医療機器【１３９】
断部門検査室、手術室、外来化学療法室等 の設置が、19年度は随時行2) 新中央診療棟を建設
の拡充をするとともに、画像診断機器類、 われていたことで、20年度し、診療科と部門間と
手術部機器等の整備を図った。 から放射線部を含めて完全の効率的な運営を行う
・ 医療機器類の更新のための予算を確保し 稼働となる。ために中央診療機能の 、
老朽化した機器類を順次計画的に更新して拡充を図る。
いる。

群馬大学
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・ 手術室の増加に【１３９】 新中央診療棟竣工による
伴い、手術部の安全かつ効率的な運営を行2) 新中央診療棟を竣工し、診療
うため看護師を増員するとともに薬剤師と科と部門間との効率的な運営を
放射線技師を配置して医療の質を向上させ行うために中央診療機能の拡充
た。を図る。

Ⅲ ・ 16年度に救急部､総合診療部、ICU及びHCU ・ 都道府県がん診療連携拠【１４０】
を統合したクリティカルケアセンターを設 点病院として、腫瘍ｾﾝﾀｰを3) 初期診療体制の改
置した。 中心にした「がん相談」機善、救急医療体制の強
・ 患者のニーズに配慮した 女性専門 小 能を充実させる。化など診療体制を改善 「 」、「
児卒煙 「アスベスト」及び「中皮種」の ・ 都道府県がん診療拠点病するとともに、リハビ 」、
外来を設置し、初期診療の充実を図った。 院として、緩和ケア診療リテーション部の整
・ 17年度よりST（言語聴覚士）１名を採用 チームを充実し、専従・専備、女性専門一次外来
し、18年度にさらに１名を増員し言語聴覚 任医師と専従看護師を配置の設置など患者のニー
療法部門を整備し、言語障害、嚥下障害、 する。ズに配慮した病院運営
高次脳機能障害の治療に対応する体制を整を行う。
えた。

・ 都道府県がん診療連携拠点病院として、【１４０】
初期診療体制の改善、救急医 セカンドオピニオン外来を設置した。3)

「 」 、療体制の強化など診療体制を改 ・ 子どものこころの診察室 を設置して
善するとともに、リハビリテー 思春期の子ども達に対するこころのケアと
ション部等の整備、女性専門一 保護者に対する精神的ケアを図っている。
次外来、石綿肺外来、中皮腫外
来等の設置など患者のニーズに
配慮した病院運営を行う。

Ⅲ ・ クレジットカード、デビットカードによ ・ 連続して実施した患者満【１４１】
る患者診療費支払方法を導入し、待ち時間 足度調査結果を検証して、4) 外来患者の待ち時間
の短縮を図った。 改善点を明確にして改善す短縮、病院ボランティ
・ 教育学部、医学部保健学科及び市内の医 る。ア活動の場の拡大、広
療系専門学校と連携し、学生ボランティア ・ 診療費自動精算機をクレ報誌の発行、ホーム
活動(体験)を実施する体制を整え、患者に ジットカードによる支払いページの充実等、一層
対するサービスの充実を図った。 機能を付加する。の患者サービスの向上
・ ホームページのトップページをリニュー ・ 病診連携を充実させて、を図る。また、患者用
アルして専門外来開設の案内欄等を見やす 初診患者予約診療の徹底と駐車場の整備・拡充の
くした。 急性期から慢性期へ移行し推進に努める。
・ 上毛新聞社発行の「健康通信倶楽部」に た患者を円滑に地域の医療
診療活動を寄稿し 市民に詳しく紹介した 機関へ逆紹介できるように、 。
・ 患者用立体駐車場を設置し、整備拡充を する。
図った。

・ 19年11月に患者満足度調査を18年度に引【１４１】
4) 外来患者の待ち時間短縮、病 き続いて実施した。
院ボランティア活動の場の拡 ・ よりわかりやすい情報提供をするため、
大、広報誌の発行、ホームペー ホームページ部会により、ホームページの
ジの充実等、一層の患者サービ リニューアルを再度行った。
スの向上を図る。 ・ 光学診療部跡地を整備し、患者のアメニ

ティ向上を目指してコーヒーショップや
インターネット検索コーナーを備えた憩い
の広場「尾瀬」を設置した。
・ 患者の床頭台TVシステムを改造し、患者
が使用できる電源の搭載、DVDの視聴、個別
（ ） 。冷蔵庫 有料 などサービスを向上させた

群馬大学
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群馬大学
教育病院として北関東 教育病院として北関東地域の主導
地域の主導的な役割を 的な役割を果たし、次代を担う医
果たし、次代を担う医 療人を育成するための具体的方策
療人を育成するための
具体的方策

Ⅲ ・ 18年度に医学科５年次から学生の診療参 ・ 1 9 年 度学生支援 G P【１４２】
加型実習を実施するとともに、特色GP「良 「チューター制度を活用し1) 学生の診療参加型実
医養成のための体験的・実践的専門前教育 た臨床実習支援」により臨習を推進するととも 」
を効果的に推進するため、医療倫理ケース 床実習教育の更なる充実をに、卒後臨床研修の義
スタディに用いるビデオドラマを制作した 図る。務化に対応して臨床研 。
・ 臨床研修センターにシニアレジデントの ・ 魅力ある研修プログラム修センターを拡充し、
担当職員を配置するとともに、臨床研修指 を提供する。職員の専門能力を高め
導医養成講習会を実施し、臨床研修医の指 ・ 医療人能力開発センターるための継続的な教育
導体制の充実を図った。 の広報を充実させる。研修プログラムを提供
・ 18年度に「シニアレジデント制度検証委 ・ 専門的研修システムの構する。
員会規程 を制定し 17年度に策定した 初 築のため、システムの調査」 、 「
期臨床研修プログラム」による指導実施状 ･分析を行う。
況等を シニアレジデント制度を１年経過 ・ 指導医講習会を実施す、
した観点から検証するとともに、教育教材 る。
の整備を行った。 ・ 研修指導医を毎年10名程

度の割合で、養成して臨床
研修病院としての充実を図

・ 左記プログラムにより、入学年次から必 る。【１４２－１】
1) -① 医学科の「特色ある大学 修化されている病棟実習の内容充実化が図 ・ 歯科医師臨床研修プログ
教育支援プログラム」であ られた。 ラムの充実を図る。
る「良医養成のための体験 ・ ２年次で実施している３週間終日の老健
的・実践的専門前教育」を 施設における「チーム医療実習」により、
推進し、低学年の学生から 実際の医療現場や医療の現状を意識させる
診療参加型実習を推進す ことができ、高学年での診療参加型実習の
る。 事前教育として有効であった。

・ 19年度プログラムを新たに作成し、研修【１４２－２】
-② 臨床研修センターを充実 プログラムの充実を図った。
し、効率的でかつ専門能力 ・ 民間主催の合同セミナーへの参加を実施
を高めるための継続的な教 し、研修プログラムの広報に努めた。
育研修プログラムを提供す ・ 新たに群馬大学女性医師支援プログラム

、 、る。 を開発し ホームページなどで公募を行い
現在プログラムを実践中である。

・ 初年度の後期研修プログラムを検証し、【１４２－３】
-③ 初期臨床研修終了後の専 シニアレジデント募集要項の整備やサブス
門的研修システムにおける ペシャリティ研修及び学会参加等により学
指導医の充実を図り、シニ 識・技能を重ねた指導医の充実を図った。
アレジデント制度を一層発 また、平成２０年度から臨床研修センター
展させる。 を医療人能力開発センターへ発展的に改編

し、初期研修から後期研修への一貫指導体
制にあわせた指導医の指導体制を整えた。

Ⅲ ・ 教員(医師)が研修指導医を担当すること ・ 研修指導医を毎年10名程【１４３】
から、当該教員(医師)の診療行為を代替担 度の割合で、養成して臨床2) 研修医の教育、臨床
当するため、医員、シニアレジデントを増 研修病院としての充実を図治験、先進医療を進め
員し､対策を図った。 る。る際に不足となる教員

を補うために、研修指
・ 群馬県主催による指導医養成講習会に毎導医、非常勤医師を増 【１４３－１】
回各診療科から指導医を３名以上参加させ員する。 2) -① 研修医の教育 臨床治験、 、
た。先進医療を進める際に不足

となる教員を補うために、
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研修指導医、非常勤医師を
増員する。

・ 群馬県との協力体制を充実させて、県主【１４３－２】
- 北関東医療圏における計 催の指導医講習会にタスクフォースとして②
画的な医師育成のため、地 協力を行った。
域の研修指定病院と連携し
て初期臨床研修の充実を図
る。

Ⅲ ・ 看護研究の倫理調整、実習調整を行うと ・ 19年度から開始した【１４４】
ともに、実習指導連携会議規程を整備して 「がんプロフェッショナル3) 保健学科教員が附属
臨床実習教育検討会、各実習科目打合会の 養成プラン」の２コース病院で臨床教育・研究
実施を明確化した。 （がん看護専門看護師（大を行う体制を整備・拡
・ ワークショップ、症例検討会、グループ 学院課程 ・一般病棟にお充する。 ）
討議等を実施し、臨床教育・研究を行う体 ける多職種による緩和ケア
制を整備した。 推進研修会（インテンシブ

コース）において、保健学
・ 19年11月から、がんプロフェッショナル 科教員と本院の看護部が連【１４４】
養成プランにより、保健学科の教員が担当 携した臨床教育及び研究を3) 保健学科教員が附属病院で臨
してインテンシブコース「一般病棟におけ 実施する。床教育・研究を行う体制を整

」備・拡充する。 る多職種による緩和ケアチーム推進研修会
を実施した。
（８日間、30単位、延参加者数約１,000人）

高度先進医療を拡充 高度先進医療を拡充し、研究開
し、研究開発を推進す 発を推進するための具体的方策
るための具体的方策

Ⅲ ・ 遺伝子診断 治療等の共同研究を推進し ・ 「がんプロフェッショナ【１４５】 、 、
先進医療に承認された。 ル養成プラン」を継続して1) 大学院医学系研究
・ 放射線医学総合研究所と小型重粒子線照 実施することで、重粒子線科、生体調節研究所等
射施設関連、日本原子力研究開発機構高崎 治療に関する臨床研究と教との共同研究を推進
量子応用研究所と重イオンマイクロサー 育を一体化して推進する。し、先端医療研究を活
ジェリー治療技術の開発の共同研究を推進 ・ 21年度から重粒子線照射性化する。
した。 装置の試験照射を実施して

臨床研究を開始する。
・ 糖尿病の原因遺伝子探索【１４５】

・ 重粒子線治療を中心にした、がんに対す を引き続き行うとともに、1) 大学院医学系研究科、生体調
る先進的な教育研究「がんプロフェッショ 遺伝子診断などの実現を目節研究所等との共同研究を推進
ナル養成プラン」を 大学院医学系研究科 指して研究を進める。し 先端医療研究を活性化する、 。 、

○ 遺伝子診断、治療等に関し と連携して実施し、臨床研究体制を整備し
て、大学院医学系研究科、生 た。
体調節研究所等との共同研究 ・ 生体調節研究所と連携して「糖尿病原因
を進めながら診療体制を充実 遺伝子の探索」などの共同研究を行った。
させる。

Ⅲ ・ 「都道府県がん診療連携拠点病院」の指 ・ 適正な院内がん登録の【１４６】
定を受け、がん診療の組織化を図る「腫瘍 データによって、がんの疾2) 複数の診療科が共同
センター」を設置するとともに 「院内がん 患統計を適正化できることで行う高度先進医療プ 、
登録システム」を本格稼働させ､院内外の から、各診療科の研究開発ロジェクトチームを設

（ がん登録の統計・分析を診療科が横断して の疾患統計データとして活け、先進医療 重粒子
実施する体制を整備した。また、遺伝子診 用できるサポート体制を構線治療、遺伝子診療、
療、重粒子線治療などもプロジェクトチー 築する。移植・再生医療等）の
ムを設け、研究を推進した。 ・ 重粒子線治療に関する臨研究開発を推進する。

床研究を多職種によって実
・ 院内がん登録は、診療情報管理士が各診 施して、臨床研究を促進す【１４６－１】
療科医師と協力して完全に登録する体制と る。2) 複数の診療科が共同で行う先
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した。 ・ 機能性発光プローブの開進医療プロジェクトチームを設

（ ・ がんプロフェッショナル養成コース及び 発や再生医療の研究開発をけ、先進医療 重粒子線治療、
がん診療連携拠点病院として緩和ケア・重 共同で進める。遺伝子診療 移植・再生医療等、 ）
粒子線治療・がん患者を中心にしたNST(栄の研究開発を推進する。
養サポートチーム)の活動を推進した。
・ 機能性発光プローブの開発などで共同研
究を行った。

Ⅲ ・ 国際共同治験の実施体制を整備し誘致す ・ 引き続き、臨床研究コー【１４７】
ることを目指し、６大学で「大学病院臨床 ディネーターや製薬企業臨3) 生命科学研究の成果
試験アライアンス」を組織して活動を開始 床開発担当者、臨床試験のを先進医療や医薬品の
した。 データマネージャーや生物開発に反映させるため
・ 多施設共同治験のトラベリングCRCが積極 統計家などの、臨床研究をに、臨床試験部及び地
的に活動した。 支援する人材養成を行う。域共同研究センターを

活用する。
・ 地域医療等社会的ニーズに対応した質の【１４７】
高い医療人養成推進プログラム「大学院融3) 生命科学研究の成果を先進医
合型OJTによる臨床試験人材養成」が認めら療や医薬品の開発に反映させる
れ、臨床研究コーディネーター（Clinicalために、臨床試験部等を活用す
Research Coordinator)や製薬企業臨床開発る。
担当者（Clinical Research Associate 、）
臨床試験のデータマネージャーや生物統計
家などの、臨床研究を支援する人材養成を
開始した。

Ⅲ ・ 附属病院ホームページのトップページに ・ 重粒子線治療について、、
本院が承認されている先進医療の詳細な内 先進医療としてわかりやす
容について、掲載した。また、群馬県医師 くPRできるようにする。
会のホームページと本院病診連携センター
をリンクして初診患者の事前受診申込みを
可能とした。

・ よりわかりやすい情報提供をするため、【１４６－２】
4) ホームページ等を通じて先進 ホームページ部会により、ホームページの
医療等に関する広報を進める。 リニューアルを再度実施した。

地域医療に積極的に貢 地域医療に積極的に貢献するた
献するための具体的方 めの具体的方策
策

Ⅲ ・ 「都道府県がん診療連携拠点病院」の連 ・ 「がんプロフェッショナ【１４８】
携の中心的な組織として「腫瘍センター」 ル養成プラン」を推進し、1) 地域との医療・倫理
を設置した。さらに、拠点病院間のネット 地域におけるがん治療の向ネットワークシステム
ワーク事業として「群馬県がん診療連携拠 上を図る。を構築し、地域医療の
点病院連絡協議会」を設置し、医療従事者 ・ 都道府県がん診療拠点病質の向上を図るととも
向けのシンポジウム等を開催した。 院として、地域医療従事者に、地域の住民、医療
・ 附属病院と過疎地をテレビ電話で結ぶ公 向けの研修会等を継続して関係者への医療情報提
開講座を実施した。 実施する。供、生涯教育を積極的
・ 地域医療の質の向上に関する公開講座、 ・ 院内及び地域がん登録にに行う。
セミナー等を実施し､生涯教育を積極的に ついて、精度の向上を図る
行った。 ためがん診療連携拠点病院
・ 群馬県の「新生児聴覚検査事業」との共 内の診療情報管理士の研修
同体制を構築し、院内に「難聴児支援セン 会を実施する。
ター」を組織した。
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・ 「がんプロフェッショナル養成プラン」【１４８】
を実施し獨協医科大学、群馬県内のがん診1) 地域との医療・倫理ネット
療連携拠点病院及び栃木県立がんセンターワークシステムを構築し、地域
と連携して、重粒子線治療推進研修コース医療の質の向上を図るととも
を開催する等 「がん診療」に関わる医療に、地域の住民、医療関係者へ 、
従事者に最新の情報を提供した。の医療情報提供、生涯教育を積
・ 都道府県がん診療連携拠点病院として､同極的に行う。

○ 腫瘍センターにおいて、県 運営会議を開催するとともに、ホームペー
内における質の高いがん医療 ジを開設した。
の推進、連携を図る。 ・ 地域の医療従事者向けに、19年８月11日

「食道がんの診療ガイドライン」研修会
(102名参加 ・10月６日「乳がんの診療診）
療ガイドライン｣研修会(107名参加)を開催
した。
・ 19年11月13日、群馬県歯科医師会と医療
連携会議を開催し、厚労省の推進する４疾
患５事業に対する歯科医療連携体制を構築
することとなった．
・ 19年12月８日、がん診療に関する市民講
座として地域懇話会を開催し230名が参加し
た。
・ 日本がん治療認定医治療機構認定研修施
設に認定された。

Ⅲ ・ 病診連携センターと群馬県医師会のホー ・ 病診連携センターと医療【１４９】
ムページとをリンクして初診患者の事前受 福祉相談部の連携した業務2) 病診連携センターを
診申込みを可能とした。 実施によって、地域の医療充実し、地域医師会と
・ 地域の医療機関からの患者紹介に対する 機関との連携を推進する。協力しながら地域の病
ハガキによる返信を開始した。その際に、 ・ がん相談に関する「セ院、診療所との連携を
本院の診療活動を紹介し、連携を深めた。 カンドオピニオン」を地域推進する。

の医療機関が円滑に利用で
・ 医療福祉相談部のメディカル・ソーシャ きるようにする。【１４９】
ル・ワーカーが中心になって、患者の退院2) 病診連携センターを充実し、
援助を行い円滑に地域の医療機関と連携し地域医師会と協力しながら地域
た。の病院、診療所との連携を推進

する。

Ⅲ ・ 18年度から電子カルテの運用の試行を開 ・ 21年１月から本格的に電【１５０】
始した。 子カルテの運用を開始す3) 患者診療録様式の電
・ フィルムレスは中央診療棟の開設と合わ る。子化、フィルムレス、
せて、一部の画像診断分野について実施す ・ 退院サマリについては、遠隔医療などIT化を推
るため、システムの更新を図った。 20年度中に70％以上の利用進し、地域医療に役立

率を目指す。てる。
・ 19年11月から診療報酬請求明細書（レセ【１５０】
プト）の電子化を行った。3) 患者診療録様式の電子化、
・ 退院サマリの電子化を推進し､利用率を20フィルムレスを試行的に行う。
％から35％へ向上させた。遠隔医療などIT化を推進し、地
・ 画像、心電図などIT化し、ほぼフイルム域医療に役立てる。
レス化できる準備が整った。
・ バーチャル病理画像診断システムを設置
し、臨床カンファレンス、病理診断指導に
活用している。

Ⅲ ・ 救急・災害拠点病院として地域医療に貢 ・ 20年度以降も順次、DMAT【１５１】
献する体制の整備を進めた。 チーム要員養成を継続的に4) 高レベルの救急救命



- 99 -

実施する。体制を構築し、救急・
・ 新中央診療棟の稼働に合せて救急部を拡 ・ 20年度からドクターヘリ災害発生時の拠点病院 【１５１】
充した。19年７月の新潟県中越沖地震の際 的運用が本格化することがとして地域医療に貢献 4) 高レベルの救急救命体制を構
は、本院のDMATチームを現地に派遣した。 想定されることから、本院する。 築し、救急・災害発生時の拠点
・ 19年度もDMATチーム研修に医師２名、看 として積極的に協力する。病院として地域医療に貢献す
護師２名、事務系職員１名を派遣した （計る。 。
２チーム）
・ 19年度から群馬県とドクターヘリ的運用
を実施するために契約を締結した。
・ 地域連携事業として救急医療検討会を実
施した。

病院の管理運営を改善 病院の管理運営を改善し、合理
し、合理化を図るため 化を図るための具体的方策
の具体的方策

Ⅲ ・ 17年度から、民間企業の経営ノウハウ等 ・ 引き続き、民間企業の取【１５２】
を病院経営に活用するため、民間の者を病 締役経験者が、病院長補佐1) 病院長直属の組織と
院長補佐として採用し、全病院職員対象の として病院経営について、して病院企画戦略部門
講演会や病院運営会議等において、必要な 継続的にアドバイスを受けを設置し、外部の経営
提言を受けている。 る。専門家の助言を積極的

に取り入れる。
・ 引き続き、民間企業の取締役経験者が、【１５２】

1) 外部の経営専門家の助言を積 病院長補佐として病院経営について、継続
極的に取り入れる。 的にアドバイスを受けた。

Ⅲ ・ 16年度から「院内者による病院機能評価 ・20年度中に （財）日本医【１５３】 、
実施ワーキンググループ」を設置して、病 療機能評価機構V5.0へ更新2) 医療機能評価システ
院機能評価を実施している。 するための審査を受ける。ムを構築し、効率的な
・ 18年度に上記評価を診療情報管理室を中人事配置を行う。
心に、本格的に実施するため、診療情報管
理士を専任事務職員として配置することと
した。

・ 19年度も継続して院内者による病院機能【１５３】
既得の日本医療機能評価機構 評価を実施した。その結果を基にして、202)
による病院機能認定の更新に向 年度に（財）日本医療機能評価機構の認定
けて医療機能評価システムを構 更新の準備を基幹ワーキンググループを組
築し、教職員による自己評価を 織し開始した。
行う。さらに評価結果に基づい
て効率的な人事配置を行う。

ウェイト小計

群馬大学
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上
(3) その他の目標
③ 附属学校に関する目標

附属学校の設置目的を踏まえ、教育研究及び教育実習に関して教育学部との連携を強化する。学校教育の質的向上に寄与するという附属学校の役割を自覚し、中
公立学校や関係教育機関等と連携して、地域貢献に努める。附属学校間の連携の在り方、学校運営の内容と組織、教育課程、教育施設、学校規模等を総合的に検期
討し、子どもたちの学校生活の充実を目指す。目
標

進捗 判断理由（計画の実施状況等）
中期計画 平成19年度計画 ｳｪｲﾄ

状況 平成19年度までの実施状況 平成20～21年度の実施予定

（３）附属学校に関する目標を （３）附属学校に関する目標を達成する
達成するための措置 ための措置
大学・学部との連携・協 大学・学部との連携・協力強化に
力強化に関する具体的方 関する具体的方策
策

【１５４】 Ⅲ ・ 「教育学部・附属共同研究委員会」等を ・ 引き続き 「教育学部・、
1) 教育学部教員等の専 中心に各教科等のプロジェクト研究の一層 附属共同研究委員会」等を
門分野を生かした共同 の推進を図った。この成果については、各 中心にして、各教科等のプ
研究や共同授業などを 附属学校の公開研究会、報告書等で発表し ロジェクト研究の一層の推
推進し、その成果を公 た。 進を図る。その成果につい
表して、学校教育の発 ては各附属学校の公開研究
展に資する。 【１５４】 会、報告書等で発表する。

1) 教育学部教員等の専門分野を ・ 引き続き 「教育学部・附属共同研究委 ・ 文部科学省指定研究「小、
生かした共同研究や共同授業な 員会」等を中心に各教科等のプロジェクト 学校における英語活動等国
どを推進し、その成果を公表し 研究の一層の推進を図るとともに、成果に 際理解活動推進事業」を継
て、学校教育の発展に資する。 ついては、各附属学校の公開研究会、報告 続研究する。
○ 各教科等のプロジェクト研 書等で発表した。
究の一層の推進を図り、その ・ 文部科学省指定研究「小学校における英
成果については公開研究会等 語活動等国際理解活動推進事業」を大学・
で発表する。 附属小・中・群馬県教育委員会との連携の

下に推進し、平成20年２月22日公開発表し
た。

【１５５】 Ⅲ ・ 教育学部におけるカリキュラムの改編に ・ 引き続き、教育学部にお
2) 実践的な指導力が身 伴い、附属学校での実習の役割に基づき、 けるカリキュラムの改編に
に付くように、教育学 実習生への指導内容及び方法を見直し、具 伴い、附属学校での実習の
部とともに教育実習の 体的な改善を図った。 役割に基づき、実習生への
在り方を見直し、改善 ・ 上記に伴い、18年度版「教育実習の手引 指導内容及び方法を見直
を図る。 き」を作成した。 し、具体的な改善を図ると

ともに、年度毎に改訂を行
【１５５】 ・ 引き続き、教育学部におけるカリキュラ い、各年度版「教育実習の
2) 教育学部におけるカリキュラ ムの改編に伴い、附属学校での実習の役割 手引」及び「教育実習指導
ムの改編に伴い、附属学校での に基づき、実習生への指導内容及び方法を の手引」を作成する。
実習の役割、実習生への指導内 見直し、具体的な改善を図るとともに、20
容及び方法等を見直し、具体的 年度版「教育実習の手引 （対象：実習生）」
な改善を図る。 及び「教育実習指導の手引 （対象：指導」

教諭）を作成した。

関係教育機関と連携を 関係教育機関と連携を強化す
強化するための具体的 るための具体的方策
方策

群馬大学
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【１５６】 Ⅲ ・ 群馬県と本学との「教員の人事交流に関 ・ 栄養教諭の人事交流を群
1) 県教育委員会など関 する覚書」を取り交わし、人事交流、教員 馬県との覚書に付加すると
係機関と連携し、人事 の給与及び基本的な研修の場の確保など人 ともに、附属学校教員の退
に係る諸条件を整備す 事に係る諸条件を整備した。 職金に関する覚書を検討す
るとともに、教員の資 ・ 今後は、その他の勤務条件に関して、検 る。
質向上を図る。 討を行う。

【１５６】 ・ 群馬県教育委員会と連携し、人事交流、
1) 県教育委員会など関係機関と 教員の給与及び基本的な研修の場の確保な
連携し、人事に係る諸条件を整 ど人事に係る諸条件を整備した。
備するとともに、教員の資質向 ・ 今後は、その他の勤務条件に関して、検
上を図る。 討を行う。

【１５７】 Ⅲ ・ 新しい学習指導要領の実施に伴い、新し ・ 新しい学習指導要領の実
2) 教育要領や学習指導 い評価観の確立及び学習評価の在り方につ 施に伴い、新しい教育観、
要領の改訂に伴う新し いて先導的に取り組み、公開授業等の開催 教育課程観、評価観などに
い教育の在り方、評価 を通して啓発に努めてきた。 ついて研修を深め、自校に
観の転換に伴う評価の 限らず県内の学校教育の課
在り方等の学校教育の 【１５７】 ・ 学習指導要領の改訂を控えて、新しい教 題を解決するため、公開授
課題を解決するため、 2) 教育要領や学習指導要領の改 育課程観や評価観の確立及び学習評価の在 業、公開研究会、報告書等
先導的な役割を果た 訂に伴う新しい教育の在り方、 り方について先導的に取り組み、公開授業 を通して先導的な役割を果
す。 評価観の転換に伴う評価の在り で、幼稚園延べ276名、小学校延べ987名、 たす。

方等の学校教育の課題を解決す 中学校延べ725名、特別支援学校296名等の
るため 先導的な役割を果たす 開催を通して啓発に努めた。、 。

【１５８】 Ⅲ ・ 県内の教育水準の向上を目指し、従来よ ・ 引き続き、県内の教育水
3) 県内教育研究の推進 り公開研究会 公開講座や出前授業の開催 準の向上を目指し、従来よ、 、
役を担うとともに、研 研究成果の出版など県内の教育研究の推進 り公開研究会や公開講座、
修会を提供するなど、 役として地域に貢献した。 出前授業の開催研究成果な
積極的に地域貢献を果 ・ 附属小・中学校は、県内の小・中学校の どの出版など、県内の教育
たす。 教科部会の事務局を担当している。 研究の推進役として地域に

貢献する。
【１５８】 ・ 県内の教育水準の向上を目指し、従来よ ・ 附属小では、教育研究に
3) 県内教育研究の推進役を担う り公開研究会や公開講座 出前授業の開催 関わる各教科等の提案授業、 、
とともに、研修会を提供するな 研究成果の出版などを行い、研究方法や研 及び授業研究会を、県内公
ど 積極的に地域貢献を果たす 究成果を広めるなど、地域の教育の振興に 立学校に提供する。、 。

寄与し、県内の教育研究の推進役として地
域に貢献した。
・ 附属小・中学校は、県内の小・中学校の
教科部会の事務局を担当している。

【１５９】 Ⅲ ・ 重複障害の児童生徒について受入れ可能 ・ 重複障害の児童生徒につ
4) 附属特別支援学校に な施設設備の整備を行っている。 いて受入れ可能な施設設備
おいては、重複障害の ・ 学部学生、教員などと連携し、適切な教 の整備を図る。
児童生徒を受け入れ、 育内容・方法を追求し、個別の教育支援計 ・ 学部学生、教員などと連
学部等との連携の下に 画を策定した。 携し、適切な教育内容と方
適切な教育の内容・方 ・ 学習障害などの軽度障害児に係わる地域 法を追求し、個別の教育支

、 、 、 、 、 。法を追求するととも の学校 学級 本人の問題について 相談 援計画を策定し 支援する
に、学習障害、注意欠 教育アセスメント、放課後セッション等の ・ 特別支援教育サポート
陥・多動性障害等につ 支援を行った。 センターの充実を図る。
いての教育相談体制を
整備し、特別支援教育 【１５９】 ・ バリアフリーのスロープなど施設設備の
センター（仮称）の設 4) 附属特別支援学校において 整備を行った。
置を目指す。 は、重複障害の児童生徒を受け ・ 学部学生、教員などと連携し、適切な教

入れ、学部等との連携の下に適 育内容と方法を追求し、個別の教育支援計
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切な教育の内容・方法を追求す 画を策定した。
る さらに 特別支援教育サポー ・ 学習障害などの発達障害児に係わる地域。 、
トセンターを中心に学習障害、 の小中学校、学級、本人の問題について、
注意欠陥・多動性障害等につい 相談 教育アセスメント 放課後セッション、 、
ての教育相談体制を充実させ 等で延べ348名の支援を行った。
る。

学校生活を充実させる 学校生活を充実させるための具
ための具体的方策 体的方策

【１６０】 Ⅲ ・ 各校園の研究主任を中心に研究テーマを ・ 引き続き、各校園の研究
1) 実践的な教育研究を 設定し、公開研究会等での実績報告や、学 主任を中心に研究テーマを
推進しながら、発達段 部との共同研究として位置付け、学部教員 設定し、各年度の公開研究
階に即した日常の教育 と連携して研究を推進した。 会等での実績報告や、学部
活動を充実させ、子ど との共同研究として位置付
もたちの学校・園生活 【１６０】 ・ 引き続き、各校園の研究主任を中心に研 け、学部教員と連携して研
の充実を図る。 1) 実践的な教育研究を推進しな 究テーマを設定し、19年度の公開研究会等 究を推進し、発達段階に即

がら、発達段階に即した日常の での実績報告や、学部との共同研究として した日常の教育活動を充実
教育活動を充実させ、子どもた 位置付け、学部教員と連携して、今日的な させる。
ちの学校・園生活の充実を図 課題を踏まえた実践的な研究を推進した。
る。

【１６１】 Ⅲ ・ 幼小中の学びの連続性に視点をあて、幼 ・ 幼小中の学びの連続性に
「 、 、2) 附属学校としての め 小中教育の一貫性、幼小中と養護学校との 視点をあて 発達に即して

ざす子ども像」を設定 連携を図り、附属学校全体の「めざす子ど 幼小中教育の充実を図ると
し、各校園の教育目標 も像」の具体化に努めた。 ともに、幼小中と特別支援
を見直すとともに、教 学校との連携を推進し、一
育学部と協力してその 【１６１】 ・ 幼小中の学びの連続性に視点をあて、幼 人一人の教育的ニーズを踏
実現を図る。 2) 幼小中教育の一貫性、幼小中 小中教育の一貫性、幼小中と特別支援学校 まえて、指導内容と指導方

と特別支援学校との連携を図 との連携を図り、一人一人の教育的ニーズ 法の研究の推進を図り、附
り、附属学校全体の「めざす子 を踏まえて、指導内容と指導方法の研究の 属学校全体の「めざす子ど
ども像」の具現化に努める。 推進を図り、附属学校全体の「めざす子ど も像」の具体化を図る。

も像」の具体化を図った。

【１６２】 Ⅲ ・ 幼稚園では、チーム保育の研究を推進、 ・ 幼稚園では、チーム保育
、 、 、3) 個に応じたきめ細か 小学校では 「さくらプラン」を導入、中 の充実・推進 小学校では

な指導の充実を図ると 学校では、数学と英語について非常勤講師 さくらプラン や 算数・「 」 、
ともに、地域に開かれ とのチームティーチングを行い、きめ細か 理科での非常勤講師を活用
た学校を目指す。 な指導の充実に努めた。 してのきめ細かな指導に努

・ 養護学校では、個別の教育支援計画を作 める。中学校では、数学と
成し、実践した。17年度に特別支援教育サ 英語について非常勤講師と
ポートセンターを開設し、公立小学校等の のチームティーチングを行
軽度発達障害の相談や知的障害幼児の養育 い、きめ細かな指導の充実
についての相談を実施した。 に努める。

・ 特別支援学校では、個別
【１６２】 ・ 幼稚園では、チーム保育の研究を推進し の教育支援計画を作成し、
3) 個に応じたきめ細かな指導の た。小学校では 「さくらプラン」や、算 教育的ニーズに応える教育、
充実を図るとともに、実践的な 数科での非常勤講師を活用したきめ細かい 課程を編成し、実践する。
研究に取り組む。その効果的な 指導に努めた。中学校では、数学科と英語 ・ 特別支援教育サポート
在り方について公開研究会等で 科について非常勤講師とのチームティー センターを中心に学習障害
地域へ発信し、開かれた学校を チングを行い、きめ細かな指導の充実に努 などの発達障害児に係わる
目指す。 めた。 地域の小中学校、学級、本

・ 特別支援学校では、個別の教育支援計画 人の問題について、相談、
を作成し、教育的ニーズに応える教育課程 教育アセスメント、放課後
を編成し、実践した。 セッション等の支援を行
・ 特別支援教育サポートセンターを中心に う。、
学習障害などの発達障害児に係わる地域の ・ 幼児の養育相談を実施す
小中学校、学級、本人の問題について、相 る。
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談、教育アセスメント、放課後セッション ・ 個に応じたきめ細かな指
等で延べ348名の支援を行った。 導の実践的な研究に取り組
・ 幼児の養育相談を実施した。 み、その効果的な在り方に
・ 文部科学省指定研究「小学校における英 ついて公開研究会等で地域
語活動等国際理解活動推進事業 において へ発信し、開かれた学校を」 、
ALT２名と担任及び英語担当教諭による少人 目指す。
数指導での英語活動に取り組んだ。

【１６３】 Ⅲ ・ 17年度に実施した学校評価結果を学校評 ・ 引き続き 教職員 児童・、 、
4) 学校評議員制度や学 議員等に示し、附属学校の運営や施設の充 生徒、保護者、学校評議員
校公開等を通して学校 実に活かした。 等による評価を行うととも
評価を充実させ、運営 に、教員評価を行い、学校
の改善に活かす。 【１６３】 ・ 引き続き 教職員による学校評価に加え 運営等の改善や施設の改、 、

4) 教職員による学校評価に加 児童・生徒、保護者、学校評議員等による 善・充実を一層推進する。
え、児童・生徒、保護者、学校 評価を行い、附属学校の運営や施設の改善
評議員等による評価を行い、学 に活かした。
校経営の改善を一層推進する。

【１６４】 Ⅲ ・ 人的条件については、中期(年度)計画 ・ 人的条件については、中
5) 教員等の人的条件、 156 の 平成16～18年度の実施状況概略 期(年度)計画 156 の 平【 】 『 』 【 】 『
校舎・教室・駐車場等 参照 成20～21年度の実施状況概
の物的条件の整備に努 ・ 校舎等については、児童生徒の安全確保 略』参照
める。 及び学校の安全管理の視点から附属小学校 ・ 引き続き校舎等の整備に

校舎の一部補修を行った。 努める。
・ 平成20年度に附属学校教

【１６４】 ・ 人的条件については、中期(年度)計画 員の人事評価を行う。
5) 教員等の人的条件、校舎・教 【156】の『平成19年度の実施状況概略』参
室・駐車場等の物的条件の整備 照
に努める。また、児童生徒の安 ・ 校舎等については、児童生徒の安全確保
全確保を徹底する。 及び学校の安全管理の視点から若宮地区の

給食室及び附属小学校校舎の一部補修・ボ
イラー室の撤去を行い、また、英語ルーム
を設置した。
・ 「附属学校教員人事評価の手引」を作成
し、20年度から教員人事評価を実施するこ
ととした。

【１６５】 Ⅲ ・ 学部における教育実習案を基に、附属四 ・ 引き続き、附属学校の将
6) 入園・入学者数及び 校園で一貫教育に関する研究の推進及び附 来構想（学校規模）につい
選考の在り方等を検討 属学校の使命である教育研究・教育実習の て一層の検討を行う。
し、必要な見直しを行 充実を図ることを前提として、附属学校の ・ 本学の将来構想の視点か
う。 将来構想（学校規模）について、附属四校 ら附属四校園の入試制度と

園連絡会議及び連絡会で検討を開始した。 絡めて計画的に附属四校園
の在り方を構築する中で、

【１６５】 ・ 学部の新しい教育実習案を基に、附属四 適正の学校園を検討する。
6) 附属学校の将来構想（学校規 校園で一貫教育に関する研究の推進及び附
模）の一環として、入園・入学 属学校の使命である教育研究・教育実習の
者数及び選考の在り方等を検討 充実を図ることを前提として、学級を減ら
し、必要な見直しを行う。 さずに全体の人数を減らす検討を行う。附

属学校の将来構想（学校規模）について、
附属四校園連絡会議及び連絡会で検討を
行った。

ウェイト小計
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Ⅱ 教育研究等の質の向上の状況に関する特記事項

教育方法等の改善等
(6) 知的財産に関する基礎・専門知識の習得
知的財産に関する教育を全学化することとし、16年度から初年次学生を１．個性・特色の明確化を図るための取組
対象とする「入門知的財産講座」を開講し、17年度には、医学部・医学系
大学院生を対象とした「医学・バイオ特許講座 、工学部・工学系大学院(1) 少人数ゼミ方式による全学共通科目「学修原論」の開講 」

学習方法・学問的方法論の基礎を学ぶために、初年次学生に対し、少人数 生を対象とする「知的財産専門講座」を加え、学生に知的財産に関する基
ゼミ方式（25名以下）により、全学共通科目「学修原論 （19年度授業題目 礎・専門知識を習得させた。」
数44）を開講した。

(7) 学長、理事、学部長などによる連続講義の実施
18年度から総合的学習として、学長、理事、学部長などによる連続講義(2) 実践的な情報処理教育の充実

習熟度別の情報処理教育を実施し、各種ソフトを利用したプレゼンテー 「群馬大学・学－教育と研究と地域と－」を教養教育総合科目に設定し、
、 、 、ション能力の修得や、各学部の必要性に応じたプログラミング技術の修得な 本学の特徴 勉学の意義 地域への貢献などについて体系的な講義を行い

ど、実践的情報処理教育を充実させた。特に、19年度からはmoodleの活用に 本学で学ぶ自覚と責任を喚起した。
より、情報処理関連教育を効率化し、また、情報倫理の重要性に鑑み、1年
生必修の情報処理入門の授業15回のうち2回を 情報倫理教育 に当て イン「 」 、

(8) 教育効果の検証ターネット使用上のマナーや自己防衛の方法などについて修得させた。
学会での発表、各種受賞、表彰状況を調査して教育効果を検証し、優秀
賞等を授与し顕彰するとともに、19年度から医学系研究科では特に顕著な
研究成果をあげた学生に対しては、国際学会への渡航旅費の支援及び研究(3) 実践的な理系専門英語教育

17年度から、理系専門英語教育において、工学部学生及び工学研究科院生 費の助成を行った。
を対象に少人数ゼミ形式により、技術論文、書簡を読む・書く・聞く・話す

。 、 、能力を高める指導を行った 特に 企業における実用的英語訓練法を導入し
(9) 課程制大学院制度の実質化学生にコミュニケーションツールとしての英語を使いこなす能力を涵養し

た。 17年度から医学系研究科では大学院教育研究センターに７名の専任教員
を配置し、共通「医学基礎技術実習」コースによる実験基本技術の修得を
必修とするなど、課程制大学院制度の実質化を推進した。

(4) 環境保全に関わる社会問題への関心や洞察力の涵養
２．授業方法等の改善・充実に向けた取組教養教育において、環境保全に関わる社会問題への関心や洞察力を涵養す

るため 教養教育が実施される荒牧地区におけるISO14001の認証取得に伴い 16年度から引き続き、学生の自主性を尊重した授業評価を実施し、評価結、 、
18年度から８科目を環境科目に認定し、必要な実験設備等の整備を行い、学 果に基づく「学生と教員による授業方法改善のための懇談会」や「全教員参
生の環境意識を向上させた。 加のFD」などを実施し、学生の意見を含む評価結果が、直接、授業改善に反

映された。
また、全学的な取組であるベストティーチャー表彰制度（18年度制定）に
基づき、教育面で優れた評価の教員11名（18年度と同数）に表彰並びに教育(5) ボランティア活動などの実践的教育の強化

教養教育において、ボランティア活動などの実践的教育を強化するために 研究資金（最優秀賞200,000円、優秀賞100,000円）を配分するとともに、選
（ ） 、 （ ） 、外国人集住地域の大泉町 人口４万人の15％が外国人 をフィールドとして 抜された部局 教養教育含む における公開模擬授業と授業研究会を通じて

「多文化共生社会の構築に貢献する人材の育成」を目指し、関連科目（①１ 授業方法等の改善を行った。
～２年生を対象とした教養教育［12授業 、②各学部の専門教育［27授業 、］ ］
③高年次を対象とする教養教育［８授業 ）及び「地域貢献」関連科目（①］

学習支援の充実18年度から一橋大学と共同開催の地域貢献活動学生協力者養成講座の実施、
②地域貢献ボランティア入門の単位化など）を開講した。

１．学長と学生との懇談会の開催
17年度から引き続き、学長と学生との懇談会を年２回ずつ開催し、学生の

、 。要望に基づき教育及び学生支援に必要な施設 共同利用設備の整備を行った

群馬大学
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実施した。２．学生に対する学習、履修、生活指導の充実
シラバスにオフィスアワーを明示してWeb上で公開し、学習の個別相談に応

(2) 加速器テクノロジーによる医学・生物学研究（21世紀COE：16年度採択）じる体制を整備した また クラス担任制やチューター 教員 制を充実させ。 、 （ ） 、
積極的かつ能動的に学生支援を行い、常時、学生の学習・履修相談に応じる体 重粒子線治療法の基礎生物学的研究を進め、重イオンマイクロビーム照
制をとった。さらに、16年度よりカウンセラー（臨床心理士、精神科医 、ハ 射による生物研究の成果が多く得られた。また、マイクロビームサージェリー）
ラスメント相談員の各キャンパスへの配置、18年度より外部カウンセラーによ 治療ポート並びに加齢黄斑変性症に対する同治療システムの基本仕様につ
るハラスメントホットラインの整備、また、19年度は臨床心理士によるカウン いて、国内特許並びに国際特許を申請した。これらの成果により、18年度
セリングを週2日から週3日にするなど、修学、精神的な悩みや対人関係などに 中間評価では高い評価を得た。
対する組織的な相談体制を強化した。

４．研究活動の推進のための有効な組織の編成
３．インターンシップの推進

(1) 工学部・工学研究科の改組16年度から引き続き、インターンシップを推進しているが、19年度は、本学
とインターンシップ受入企業推進開拓事業受託者である（社）群馬県雇用開発 高度融合化する未来社会、激しく変化する社会構造に迅速かつ柔軟に対
協会との連携により 89の官公庁 企業の協力を得て 197名のインターンシッ 応するため、大学院重点化を主目的に、19年４月に工学部・工学研究科の、 、 、
プを実施した。 教育研究組織を改組・再編し 学部・研究科の各専攻の枠を越えたプロジェ、

クトを構築しやすい組織とした。
４．留学生に対する支援

(2) 生体調節研究所代謝シグナル研究展開センターの設置アジア人財資金構想（経済産業省、文部科学省共催）高度専門留学生事業
、（19年度採択）により、本学が主体となった産学連携のコンソーシアムを構築 ポストゲノム研究の重要な柱である代謝シグナル研究を推進するために

し、教育プログラムを実施することにより、５名の在学生が国費外国人留学生 19年４月に、生体調節研究所に「代謝シグナル研究展開センター」を設置
として採用された また 篤志家の寄付を活用したFA留学生奨学基金を新設し して、基盤技術開発を通じて代謝シグナル研究の推進と新技術の医療応用。 、 、
３名の留学生に奨学金を支給した。 の研究を推進した。

研究活動の推進 社会連携・地域貢献・国際交流等の推進

１．資源の重点配分による研究活動の活性化 １．地域貢献の推進
17年度から引き続き、学長裁量経費の教育研究改革・改善プロジェクト経費

(1) 群馬産学官連携推進会議の開催（19年度90,000千円[前年度と同額]）を確保して 「学部の枠を越えた全学的、
」、 」、 、 、 、 、視点に立った研究プロジェクト経費 「研究国際化の推進経費 「COEプログ 17年度から引き続き 本学 前橋工科大学 前橋商工会議所が共催して

ラム等への申請・支援経費」及び「若手研究者及び指導的研究者の研究活性化 群馬県の産学官連携を一層推進し、地域活性化を図ることを目的に「第３
の推進経費」等を配分し、研究活動の活性化を図った。 回群馬産学官連携推進会議」を約500名の企業関係者等を集め、19年６月18

日に開催した。
２．若手教員に対する支援

(2) 群馬大学地域貢献事業理科体験教室「群馬おもしろ科学展」の開催上記１．の「若手研究者及び指導的研究者の研究活性化の推進経費 （19年」
度20,000千円[対前年度約10,000千円増]）を公募に基づき配分した （応募件 17年度から引き続き、小・中学生の理科離れに対処するために、地域貢。
数59件[対前年度13件増] 採択件数32件[対前年度16件増]） 献事業として、理科体験教室「群馬おもしろ科学展」を８月９日～14日に
配分を受けた教員には、20年度の科学研究費補助金への応募を義務付けた。 わたり開催した （期間中の入場者数：6,582名[17年度～19年度参加者約。

20,000名]）
３．世界的な卓越した教育研究拠点形成への取組

(3) 群馬大学工学部「工学クラブ」の活動
18年度から引き続き 「工学クラブ」を核に各教育委員会等と連携して、(1) 生体調節シグナルの統合的研究（グローバルCOE：19年度採択） 、

秋田大学との大学連携による生体調節シグナル教育研究拠点計画がグロー 子供から見た興味深い科学テーマを題材にしたイベントを23件開催するな
バルCOEに採択され、両大学が連携した教育研究を展開するための組織とし ど、科学に関する啓発活動を積極的に展開した。
て 調節シグナル研究連携解析ステーション を設置し 神経系 内分泌系 会員数は、ホームページの開設などネットワークの構築に取り組んだ結「 」 、 、 、
免疫系「生体の３大調節系」の枠を越えた研究や若手研究者への研究支援を 果、34,004名（対前年度1,294名増）と活発に活動している。

群馬大学
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② 19年3月に新中央診療棟が竣工し、手術部、放射線部などに最先端の医２．研究、産学連携、知的財産戦略のための体制整備
群馬大学TLOの設置に伴い 「産学連携・先端研究推進機構」と「研究・知 療機器を設備し、診断・治療のレベルを向上させた。、
的財産戦略本部」を一本化し、産学連携活動や研究・知的財産戦略をより推進 ③ 16年10月23日に発生した「新潟県中越地震」では小千谷総合病院及び
するための体制として 「研究・産学連携戦略推進機構」を19年12月に設置し その周辺の被災者避難所並びに各被災民家等の住民を対象に医療チーム、
た 群馬大学TLOは 文部科学省 経済産業省より内部TLOとして承認を受けた （医師、看護師、薬剤師、事務職員の合計65人、延べ257人）を派遣し、。 、 、 。

広域災害地域における医療支援活動を行った。
④ 緊急災害時に備え、県・市・県内病院と協力して「群馬県災害対策セ３．国際交流、国際貢献の推進

国際交流企画室国際協力事業部会（18年度設置）を中心に、知的支援による ミナー」を開催している。また病院屋上へリポートを活用し、救急患者
国際協力事業及び国際共同研究の拠点となる機関として、チェンマイ大学、大 を受け入れるなど地域医療の中心として貢献した。
連工業大学、韓国原子力医学院及びペルーポンティフィシアカトリック大学と ⑤ 地域住民への広報活動としては、病院見学会を開催するとともに 「健、

」（ 、 ）（ ）大学間交流協定を締結した。 康通信倶楽部 １～14巻；発行部数各17万部 無料 上毛新聞社発行
また、草の根技術協力事業（JICA主催 「感染症対策技術向上 （18年度採 で病院の診療内容や診療科・講座の研究活動を詳しく紹介し、地域住民） 」
択 により 教員２名をニカラグアへ派遣し 技術指導及びワークショップを の理解を得ている。） 、 、 、

【平成19事業年度】18年度にJICAより「現職教員研修政策実施支援計画 （ガーナ）及び「前期中」
(1) 教育等理数科教員研修強化プロジェクト （インドネシア）を受託し、教員２名を」

派遣して研修指導を行った。 医療におけるマンパワーの重要性を再認識し、医療スタッフの能力アッ
プのため、次の取組を実践した。
① 「臨床研修センター」は医師・歯科医師のみを対象としていたもので
あったが、これを発展的に改組し、医師・歯科医師、看護師、薬剤師、附属病院について
技師、事務職員などすべての教職員を対象として生涯教育を行う「医療
人能力開発センター」の開設（20年４月）に向けて、体制を整備した。１．特記事項
② 「がんプロフェッショナル養成プラン （19～23年度）に基づいて、」
医師、技師、看護師、薬剤師を対象に重粒子線治療を中心とした集学的理念・基本方針

北関東を代表するの国立大学法人附属病院として 「患者中心の医療」を がん医療を包括的に行える人材を育成した。、
理念に掲げ、①先進医療の開発と実践、②次代を担う医療人の育成、③地域 ③ 「社会的ニーズに対応した質の高い医療人養成推進プログラム」に基
医療への貢献を基本方針に据え、その実現に全力を傾注してきた。 づいて臨床研究支援人材の養成のために、大学院教育カリキュラムと融

合した臨床試験部における OJT 重視型のプログラムを開発し、実践して
いる。【平成16～18事業年度】

(1) 教育 (2) 研究
初期臨床研修中の医師・歯科医師はすべて 臨床研修センター 所属とし 群馬県治験ネットワーク（群馬県内の25病院が参加）や大学病院臨床試「 」 、
群馬県内の病院と連携する「臨床研修プログラム」に沿った臨床研修を開始 験アライアンス（関東・甲信越の７国立大学病院が参加）を結び、群馬県
した。18年度には後期研修医（シニアレジデント）制度を設けて卒後一貫教 内のみならず関東・甲信越にまたがる臨床試験実施体制を整備をした。さ
育を行うことにより、一定数の医師を確保した。また、全教職員に医療安全 らに 厚生労働省が進める平成19年度治験拠点病院活性化事業における 治、 「

」 、 。講習会への最低2回/年の出席を義務付け、安全の意識を徹底させた。 験拠点病院 の指定も受け 本院の治験活性化への取組が評価されている
(2) 研究 (3) 診療及び運営改善
13年に全国の国立大学病院で最初に設置した「臨床試験部」を中心に臨床 ① 19年5月より７:１看護体制を実施し、医療安全の向上と病院収入の増
研究の活性化を図るとともに、臨床治験の高い実施率を得た。また、先駆的 加に結びつけた。

、 、 、 （ ）な試みとして 優れた臨床試験を行った医師を表彰する制度を設け モチベー ② 臨床助教を増員して医師を確保するとともに 院内保育所 定員20人
ションを高めた。さらに、先進医療数を11件までに増やし、地域医療に寄与 を新設し、待遇改善を図った。また､病床数715床、平均在位日数は16.67
した。 日、病床稼働率88.04%、平均外来患者数1,860人/日を達成し、病院全体

の努力が19年の病床稼働額に現れ、179億円とほぼ目標値に到達した。(3) 診療及び運営改善
① 18年に厚労省から都道府県がん診療連携拠点病院として指定されたこと
を契機に院内に「腫瘍センター」を設置した。腫瘍センター長と診療情報
管理士が院内がん登録を全件登録する体制を全国の国立大学病院に先駆け
て整備し、院内がん登録の精度を飛躍的に向上させた。
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２．共通事項に係る取組状況 ② 医療事故防止
IVH認定医をつくり、IVH（中心静脈栄養法）の安全性を向上させた。(1) 質の高い医療人育成や臨床研究の推進等、教育・研究機能の向上のために
また安全講習会の最低年2回出席を義務づけ、一層の医療安全に努めた。必要な取組
③ 患者サービス
旧光学診療部の施設を改修し、憩いの広場「尾瀬」として患者アメニ【平成16～18事業年度】

臨床研修義務化に伴って設置した臨床研修センターにおいて「初期臨床研修 ティースぺースを拡充した 憩いの広場 尾瀬 の中にはコーヒーショッ。 「 」
プログラム」を作成し、群馬県内の関連病院と協力した臨床研修を行う体制を プ及びインターネット検索コーナーを整備し、待ち時間の緊張を和らげ
整備した。18年度には、シニアレジデント（後期専門医研修）制度を導入し、 る等自由空間を提供している。

④ がん・地域医療への取組同センターにおいて制度の充実等のため、シニアレジデント制度検証委員会を
組織した。これにより、初期研修からシニアレジデント（後期専門医研修）へ 群馬県のがん診療の向上に資するため、次の各種事業を行った。
の一貫教育体制を整備し、適正な人数のシニアレジデントの確保（現状より20 ア 「がんプロフェッショナル養成プラン」による人材の養成
人増）を目指している。 イ 群馬県がん診療連携拠点病院連絡協議会の開催

ウ 化学療法・相談支援・がん登録についての群馬県がん診療連携拠点【平成19事業年度】
結婚や出産・育児等で一旦現場を離れた女性医師が臨床医として復帰するた 病 院間の実務担当者用メーリングリストの整備
めの再教育プログラム｢女性医師支援プログラム」を設けた。また、女性医師 エ 群馬県がん診療連携拠点病院ホームページの開設
等の定着率を向上させるため、自己財源と(財)21世紀職業財団の助成により、 これらの努力が評価され、本院は日本がん治療認定医機構研修認定
４月から院内保育所の運営を開始した。 施設に認定された。
医師のみならず全職員の生涯教育を推進するために、臨床研修センターを発

(3) 継続的・安定的な病院運営のために必要な取組展させた「医療人能力開発センター」の設置（20年４月）に向けて、体制を整
備した。

（財務内容の改善・充実が図られているか ４．附属病院での取組 参照）
(2) 質の高い医療の提供のために必要な取組

平成16～18事業年度】 附属学校について【
① 医療提供体制の整備状況

１．附属学校における教育研究活動の向上医師、看護師、技師など医療従事者の確保に取り組み、看護師の増員に
より上位施設基準を満たす７：１看護体制を整備するとともに、一部の日

平成16～18事業年度】々雇用職員を常勤化した。この措置の相乗効果により、コメディカル職員 【
の技術・技能・安全知識及び処遇改善に好影響を与えている。 附属学校園では、国立大学の法人化を期に、四校園が独自の理念に基づき
病床数も19年２月から10床増床（NICU３床・一般病床７床)によって715 教育活動を行うというそれまでの慣習を見直し、共通の目標（目指す子ども
床に増床した。また、新中央診療棟の新築、放射線部、手術部などの医療 像）を設定し、校種間の連携や交流を深めながら、教育研究の質的向上に努
機器を最先端のものに整備し、地域からの強い増床要望等にも応えること めた。
ができた。 具体的には、各校種において培うべき資質・能力を明らかにするとともに

（16年度 、幼・小・中12年間を一貫する教育のあり方や校園間の交流の可② 医療事故防止 ）
院内安全管理体制及び危機管理体制を強化するため、ゼネラルリスクマ 能性を探る研究（17年度 、及び教材開発や指導方法の改善等を行った（18）
ネージャー（医師1名・看護師1名）に薬剤師を1名増員し、薬剤に対する 年度 。）
リスクを防止する体制を強化した。さらに 「医療安全講習会 「病院感 また特別支援学校では、地域貢献事業として17年に「特別支援教育サポー、 」、
染対策講演会 「児童虐待防止対策（CAPS）講演会」を実施し、職員一 トセンター」を設置し、LD（学習障害 ・ADHD（注意欠陥多動性障害 ・高」、 ） ）
人当たりの受講回数は2.2回となり、医療事故防止に対する職員の意識向 機能自閉症等の児童生徒にかかわる相談業務、教育アセスメント、個別セッ
上に努めた。 ションを開始した。

さらに小学校では、17年度に文部科学省の委託を受けて「学校安全」に関③ がん・地域医療への取組
新たに「腫瘍センター」を設置し、群馬県内におけるがん医療の拠点と する調査研究を行い 『報告書』にまとめた。、
して、県、医師会等と連携し、がん登録推進のための活動等を推進した。

【平成19事業年度】 【平成19事業年度】
前年度までの研究成果をふまえ、以下の課題に取組んだ。① 医療提供体制の整備状況

臨床助教（任期制）の定員を15名増員し、医師の確保を図るとともに、 ・ 幼稚園：園庭の環境を切り口に幼児の発達を支える保育のあり方につい
７:１看護体制の運営を維持するため 安定した看護師数の確保に努めた て研究を進めるとともに、全国幼児教育研究大会群馬大会において公開保、 。

育を行った。
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・ 小学校：学びの連続性を重視したカリキュラムの開発及びマネジメント
に関する研究を進めるとともに、文部科学省の指定を受け「小学校におけ
る英語活動等国際理解活動推進事業」を展開した。
・ 附属中学校：学習場面における習得・活用・探求という一連の「学びを
生かす学習」の具現化を目指す３年次計画の新たな研究に着手した。
・ 特別支援学校：特別支援サポートセンターの事業をさらに進展させ、個
別セッションの対象者は16日間で延べ128名に及んだ。

２．学部との連携

平成16～18事業年度】【
教育研究に関しては、17年度に「群馬大学教育学部 学部・附属共同研究
委員会」発足させ、学部・附属間の組織的レベルからグループや個人のレベ
ルに至る重層的な共同研究を推進した。この間、学部教員と附属教員の専門
性を生かしたプロジェクト研究（各教科等に関する教材開発や指導法の改善
等）を進め、その成果を全校の研究に反映させるとともに 『平成17年度、
群馬大学教育学部 学部・附属共同研究報告書』及び『平成18年度 群馬大
学教育学部 学部・附属共同研究報告書』にまとめ、発表した。その他の具
体的な取組は以下のとおりである。
・ 幼稚園：３年間で計７名の学部・大学院の学生に対し、研究フィールド
を提供した。
・ 特別支援学校：学部・専攻科・大学院の学生に対し、卒業・修了研究の
フィールドを提供した。
・ 教育実習については、群馬県教育委員会との共同研究の成果を踏まえた
教育学部の新カリキュラム（学部―学校現場往還型カリキュラム）におけ
る附属学校の役割に基づき、実習の指導内容等の見直し・改善を図り、18
年度版「教育実習の手引き」を作成した。

【平成19事業年度】
教育研究に関しては 「群馬大学教育学部 学部・附属共同研究委員会」、
を中心に、学部教員と附属教員の専門性を生かした各教科等のプロジェクト

、 、 、研究を継続し 教材の開発や指導法の改善 カリキュラムの見直し等を行い
その成果を公開研究会において活用するとともに 『平成19年度 群馬大学、
教育学部 学部・附属共同研究報告書』にまとめ、発表した。その他の具体
的な取組は以下のとおりである。
・ 幼稚園：年間計６名の学部・大学院の学生に対し、研究フィールドを提
供した。
・ 小学校：文部科学省の指定を受け 学部及び附属中学校と連携しつつ 小、 「
学校における英語活動等国際理解活動推進事業」を実施した。
・ 中学校：国語科、数学科、技術科を中心には、学部教員と附属教員の共
同研究を進めた。

「 」、「 」、「 」、・ 特別支援学校： 学校保健 現場実習 特別支援サポートセンター
「ランニングトレーニングと代謝」の４つの共同研究を推進した。
・ 教育実習については、引き続き、実習の指導内容等の見直し・改善を図
り 「教育実習の手引き」の改訂版を作成した。また、新カリキュラムに、
基づき、19年度に新たに設けた「授業実践基礎学習」に対応し、学部と附
属学校が連携して、講義と演習、観察実習及びその事前・事後指導等を実
施した。
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Ⅲ 予算（人件費見積もりを含む 、収支計画及び資金計画。）

※ 財務諸表及び決算報告書を参照
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Ⅳ 短期借入金の限度額

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

該当なし１ 短期借入金の限度額 １ 短期借入金の限度額
３４億円 ３４億円

２ 想定される理由 ２ 想定される理由
運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等 運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生
により緊急に必要となる対策費として借り入れ 等により緊急に必要となる対策費として借り
することも想定される。 入れすることも想定される。
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Ⅴ 重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

１ 重要な財産を譲渡する計画 １ 重要な財産を譲渡する計画１ 重要な財産を譲渡する計画
工学部の土地の一部（群馬県桐生市天神町１

、 ． ） 。丁目２２９－１ ２７１ ７８㎡ を譲渡する
２ 担保に供する計画 ２ 担保に供する計画２ 担保に供する計画

附属病院の施設・設備の整備に必要となる経 附属病院の施設・設備の整備に必要となる経 附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入れ
、 、 。費の長期借入れに伴い、本学附属病院の敷地及 費の長期借入れに伴い、本学附属 病院の敷地 に伴い 本学附属病院の敷地及び建物について 担保に供した

び建物について、担保に供する。 及び建物について、担保に供する。
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Ⅵ 剰余金の使途

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

決算において剰余金が発生した場合は、教育研 決算において剰余金が発生した場合は、教育研 剰余金は、教育研究の質の向上及び組織運営の改善のために充
究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。 てた。使用状況は、次のとおり。

資産購入 276,290,081円 業務費使用 175,126,806円
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Ⅶ そ の 他 １ 施設・設備に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源 施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金 総額 施設整備費補助金・ 附属病院中 総額 ・ 基幹・環境 ・ 基幹・環境
央診療棟 ６，６３６ （ 951） 整備 （2,161） 整備 （2,935）６，９１４ ７，５３３

長期借入金 船舶建造費補助金 船舶建造費補助金・ 基幹・環境 ・ 基幹・環境
・ 小規模改修 （5,685） 整備（耐震改 （ ） 整備 耐震改修 （ ）（ ）

国立大学財務・経営セン 長期借入金 長期借入金修） ・ 重粒子線照
・ 重粒子線照 （4,701） 射施設 （4,546）ター施設費交付金

国立大学財務・経営セン 国立大学財務・経営セン（ ） 射施設 ・ 再開発(中央
ター施設費交付金 ター施設費交付金・ 再開発(中央 診療棟)設備

診療棟)設備 （ 52） ・ (桐生)耐震 （ 52）
・ (桐生)耐震 対策事業
対策事業 ・ (荒牧)耐震
・ (荒牧)耐震 対策事業
対策事業 ・ 小規模改修
・ 小規模改修

(注1) 金額については見込みであり、中期目標を達成するために （注１）金額については見込みであり、上記のほか、業務の実施状

必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽 況等を勘案した施設・設備の整備や、老朽度合い等を勘案し

度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあ た施設・整備の改修等が追加されることもあり得る。

る。

(注2) 小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試

算している。

、 、 、なお 各事業年度の施設整備費補助金 船舶建造費補助金

国立大学財務・経営センター施設費交付金、長期借入金につ

、 、いては 事業の進展等により所要額の変動が予想されるため

具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等におい

て決定される。

○ 計画の実施状況等
計画と実績に差異がある理由
・施設整備費補助金（計画(2,161)、実績(2,935)）
基幹・環境整備の事業計画変更により増額となった。

・長期借入金（計画(4,701)、実績(4,546)）
基幹・環境整備 耐震改修 の事業計画変更及び入札残により減額となっ（ ）
た。
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Ⅶ そ の 他 ２ 人事に関する計画

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績

（１）基本原則 平成１９年度の常勤職員数１ ８９２人 役員を除く 『 (1) 業務運営の改善及び効率化 ③人事の適正化， （ 。） 「
1) 教員の選考に当たっては、本学の基本理念 また、任期付職員数の見込みを９５人とする。 に関する目標」を達成するための措置』P.16参照』
に則り、人格及び識見共に優れた者につき、 平成１９年度の人件費総額見込み１７，０５１百万円
教育・研究業績及び能力等を総合的に判断し （退職手当は除く）
て行う。広く学内外に有能な人材を求めるた
め、原則として公募制を採用する。また、必
要に応じて任期制を積極的に導入する。
2) 職員の採用及び昇任に当たっては、専門的
能力に加え、幅広い視野を有し、時代の変化
や複雑化する社会の現状に対応し得る人材の
確保に努め、効率的な大学運営を支える有為
な人材の登用を図る。

（２）人員管理
人員管理に関する中・長期的計画を策定する
とともに、各部局及び部局間の教職員配置等に
関する適正な調整を行う。

（３） 人事管理等
1) 人材育成の視点、能力及び業績等を重視し
た人事管理を行う。
2) 教職員の能力の向上及び組織の活性化を図
るため、国立大学法人、国、独立行政法人、
地方公共団体、民間団体等の諸機関との人事
交流を積極的に行う。

（参考） 中期目標期間中の人件費総見込額
９６，８１９百万円（退職手当は除く）
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○ 別表 （学部の学科、研究科の専攻等）

学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

医学系研究科 生命医科学専攻 15 8 53.3学部の学科、研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率
保健学専攻 112 100 89.3

×100(a) (b) (b)/(a)
工学研究科 応用化学･生物化学専攻 106 94 88.7(人) (人) (％)

教育学部 学校教育教員養成課程 880 953 108.3 生産システム工学専攻 30 32 106.7
うち教員養成に係る分野 (880) (953) (108.3) 環境プロセス工学専攻 22 19 86.4（ ）

社会環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ工学専攻 22 14 63.6
社会情報学部 情報行動学科 100 86 86.0 応用化学専攻 24 33 137.5

情報社会科学科 100 116 116.0 材料工学専攻 22 33 150.0
社会情報学科 240 260 108.3 生物化学工学専攻 37 45 121.6

機械システム工学専攻 85 105 123.5
医学部 医学科 570 587 103.0 建設工学専攻 13 18 138.5

うち医師養成に係る分野 (570) (587) (103.0) 電気電子工学専攻 79 127 160.8（ ）
保健学科 690 726 105.2 情報工学専攻 59 71 120.3

ﾅﾉ材料ｼｽﾃﾑ工学専攻 31 35 112.9
工学部 （昼間コース）

応用化学・生物化学科 170 180 105.9 修士課程 計 755 868 115.0
生産システム工学科 40 51 127.5
環境プロセス工学科 40 45 112.5 医学系研究科 医科学専攻 333 369 110.8
社会環境デザイン工学科 40 44 110.0 保健学専攻 45 67 148.9
応用化学科 204 390 191.2
材料工学科 174 63 36.2 工学研究科 工学専攻 39 43 110.3
生物化学工学科 264 308 116.7 物質工学専攻 14 20 142.9
機械システム工学科 334 421 126.0 生産工学専攻 24 59 245.8
建設工学科 120 141 117.5 電子情報工学専攻 14 9 64.3
電気電子工学科 334 407 121.9 ﾅﾉ材料ｼｽﾃﾑ工学専攻 26 11 42.3
情報工学科 200 265 132.5
学科共通 60 各学科に含む 博士課程 計 495 578 116.8
（夜間主コース）
生産システム工学科 30 37 123.3

○ 計画の実施状況等応用化学科 30 44 146.7
生物化学工学科 60 78 130.0
機械システム工学科 60 80 133.3
電気電子工学科 60 73 121.7
情報工学科 90 112 124.4

学士課程 計 4,890 5,467 111.8

教育学研究科 学校教育専攻 8 8 100.0
障害児教育専攻 6 12 200.0
教科教育専攻 64 83 129.7

社会情報学研究科 社会情報学専攻 20 31 155.0

群馬大学



○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成16年度）

○計画の実施状況等

工学研究科

収容定員
（Ａ）

23

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数
（Ｄ）

大学間交流
協定等に基づ
く留学生等数
（Ｆ）

4 080

560

56

15 57

休学
者数
（Ｇ）

23

7 16

691 81 111.4%0 16 291

定員超過率
（Ｋ）
（Ｊ）／（Ａ）×
100

27

46

（人）

624

超過率算定
の対象となる
在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの
合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数
（Ｉ）

左記の収容数のうち

268

学部・研究科等名

911

留年
者数
（Ｈ）

13

（人） （人） （人）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

（人）

外国人
留学生数
（Ｃ）

工学部 2,460 2,939

（学部等） (人) （人）

880 972教育学部

社会情報学部

00

1

収容数
（Ｂ）

0

（人） （人）

0 0

215 2,638 107.2%

医学部 1,260 1,295 3 1 0 24 16 1,253 99.4%

0 0 2

（人）

7 7

（人） （人） （人） （人）

教育学研究科 78 86 1

（研究科等） (人) （人）

77 98.7%

（人） （％）

（人） （％）

103.5%

（人）

26

（人）

0

440 475 10 0 13 455 103.4%

医学系研究科 444 527 34 16 0 0 15 32 25

10 0 0 1

　定員超過率（Ｋ）が130％を超えている理由
　【社会情報学研究科】
　・　本研究科の入学定員は１０名と少ないが、教員組織は充実しているため、辞退者及び定員割れを見込み、毎年度２割程度の超過合格としていた。
　・　本研究科では、社会人特別選抜、私費留学生特別選抜を若干名の募集を行っているが、近年、優秀な社会人、留学生の志願者が多く、合格判定基準を大幅に上回る成績
　 の者が多くなり定員超過合格者となってしまった。

28 140.0%

106.1%471

社会情報学研究科 20 32 18 3
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○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成17年度）

○計画の実施状況等

33 165.0%

97.7%471

社会情報学研究科 20 38 21

31

32 0 0 0

14 0 0

3

15 38医学系研究科 482 531 27

98.0%

0

440 479 9 0

0

（人）

0

（人）

79 101.3%

（人） （％）

（人） （％）

106.7%

455 103.4%

（研究科等） (人) （人） （人）

教育学研究科 78 88 2 0 2

（人）

7 7

（人） （人） （人）

106.1%

医学部 1,260 1,295 2 1 0 33 25 1,235

0

241 2,56739

17

収容数
（Ｂ）

0

（人） （人）

工学部 2,420 2,905

（学部等） (人) （人）

880 986教育学部

社会情報学部

学部・研究科等名

939

留年
者数
（Ｈ）

14

（人） （人） （人）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

（人）

外国人
留学生数
（Ｃ）

定員超過率
（Ｋ）
（Ｊ）／（Ａ）×
100

28

36

（人）

664

超過率算定
の対象となる
在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの
合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数
（Ｉ）

左記の収容数のうち

279

115.3%0 9 31

休学
者数
（Ｇ）

28

7 21

576

55

11 49

719 65 2

00

1

　定員超過率（Ｋ）が130％を超えている理由
　【社会情報学研究科】
　・　本研究科の入学定員は１０名と少ないが、教員組織は充実しているため、辞退者及び定員割れを見込み、毎年度２割程度の超過合格としていた。
　・　本研究科では、社会人特別選抜、私費留学生特別選抜を若干名の募集を行っているが、近年、優秀な社会人、留学生の志願者が多く、合格判定基準を大幅に上回る成績
   の者が多くなり定員超過合格者となってしまった。

工学研究科

収容定員
（Ａ）

16

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数
（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等
数（Ｆ）

3 092
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○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成18年度）

○計画の実施状況等

27 135.0%

86.5%437

社会情報学研究科 20 31 17

69

11 0 0 2

16 0 0

1

30 74医学系研究科 505 552 35

97.8%

0

440 471 6 0

0

（人）

0

（人）

86 110.3%

（人） （％）

（人） （％）

105.5%

455 103.4%

（研究科等） (人) （人） （人）

教育学研究科 78 94 3 0 3

（人）

6 5

（人） （人） （人）

108.4%

医学部 1,260 1,297 0 0 0 29 36 1,232

0

178 2,58039

10

収容数
（Ｂ）

0

（人） （人）

工学部 2,380 2,846

（学部等） (人) （人）

880 969教育学部

社会情報学部

学部・研究科等名

928

留年
者数
（Ｈ）

11

（人） （人） （人）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

（人）

外国人
留学生数
（Ｃ）

定員超過率
（Ｋ）
（Ｊ）／（Ａ）×
100

30

26

（人）

703

超過率算定
の対象となる
在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの
合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数
（Ｉ）

左記の収容数のうち

238

121.8%0 17 33

休学
者数
（Ｇ）

39

6 15

577

46

15 40

758 55 0

00

0

　定員超過率（Ｋ）が130％を超えている理由
　【社会情報学研究科】
　・　本研究科の入学定員は１０名と少ないが、教員組織は充実しているため、辞退者及び定員割れを見込み、毎年度２割程度の超過合格としていた。
　・　本研究科では、社会人特別選抜、私費留学生特別選抜を若干名の募集を行っているが、近年、優秀な社会人、留学生の志願者が多く、合格判定基準を大幅に上回る成績
   の者が多くなり定員超過合格者となってしまった。

工学研究科

収容定員
（Ａ）

8

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数
（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等
数（Ｆ）

3 077
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○　別表２（学部、研究科等の定員超過の状況について）

（平成19年度）

○計画の実施状況等

工学研究科

収容定員
（Ａ）

5

左記の外国人留学生のうち

国費
留学生数
（Ｄ）

大学間交流
協定等に基
づく留学生等
数（Ｆ）

6 090

647

34

11 36

休学
者数
（Ｇ）

46

7 20

768 50 110.4%0 12 432

定員超過率
（Ｋ）
（Ｊ）／（Ａ）×
100

35

25

（人）

714

超過率算定
の対象となる
在学者数
（Ｊ）

【（Ｂ）-（Ｄ,E,F,Ｇ,Iの
合計）】

左記の留年者数の
うち、修業年限を
超える在籍期間が
２年以内の者の数
（Ｉ）

左記の収容数のうち

197

学部・研究科等名

917

留年
者数
（Ｈ）

8

（人） （人） （人）

外国政府
派遣留学
生数（Ｅ）

（人）

外国人
留学生数
（Ｃ）

工学部 2,310 2,739

（学部等） (人) （人）

880 953教育学部

社会情報学部

00

0

収容数
（Ｂ）

0

（人） （人）

0 0

154 2,501 108.3%

医学部 1,260 1,313 1 1 0 31 43 1,238 98.3%

1 0 4

（人）

6 4

（人） （人） （人） （人）

教育学研究科 78 103 5

（研究科等） (人) （人）

94 120.5%

（人） （％）

（人） （％）

104.2%

（人）

44

0

440 462 3 0 16 439 99.8%

医学系研究科 505 544 39 15 0 0 31 94 78

30 0 1 3

　定員超過率（Ｋ）が130％を超えている理由
　【社会情報学研究科】
　・　本研究科の入学定員は１０名と少ないが、教員組織は充実しているため、辞退者及び定員割れを見込み、毎年度２割程度の超過合格としていた。
　・　本研究科では、社会人特別選抜、私費留学生特別選抜を若干名の募集を行っているが、近年、優秀な社会人、留学生の志願者が多く、合格判定基準を大幅に上回る成績
   の者が多くなり定員超過合格者となってしまった。

26 130.0%

83.2%420

社会情報学研究科 20 31 18 1
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